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長期滞在型・ロングステイ観光論集巻頭言 

サイクルツーリズムの可能性 

 
長期滞在型観光・ロングステイ観光学会 

理事 溝尾 朗 
 
 

 2013 年日本政府は、観光立国実現に向けたアクシ

ョン・プログラムの中で、新たなツーリズム「エコ

ツーリズム」、「グリーンツーリズム」、「ヘルスツー

リズム」、「インフラツーリズム」、「復興ツーリズム」、

「スポーツツーリズム」などの創出・推進を発表し

た。サイクルツーリズムは「スポーツツーリズム」

の 1 つであり、サイクリングをきっかけに、様々な

土地に旅行することで、地域の人々との交流や地域

への消費増加、さらに地域の活性化が期待された。 
 サイクルツーリズムの日本の先駆けは「ツール・

ド・おきなわ」であるが、火付け役となったのは、

瀬戸内海を横断する「瀬戸内しまなみ海道」である。

開通時点では、自転車は生活者の足にすぎず知名度

は低かったが、官民一体となって、自転車走行環境

と受入環境の整備・情報提供を行い、利用者が増え

た結果、サイクリストの聖地となり、さらにサイク

ルツーリズムの先進国である台湾の世界的自転車メ

ーカーの GIANT と協力し、その人気は国際的なも

のになった（図 1）。 
 

図 1 しまなみ海道レンタサイクル利用実績 

 
 

写真 1、2 は、私の友人のインドネシア人による

「瀬戸内しまなみ海道」のツーリング写真である。

しかし、「瀬戸内しまなみ海道」がここまで成功した

原因は、サイクリング環境の整備だけではない。海

の上を走るという他にはない得がたい経験と素晴ら

しい景観、周辺の恵まれた観光資源、そしてエコ志

向や健康志向の高まりである。 
 

写真 1 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
写真 2 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 一方、自転車は参加するスポーツとしての面だけ

でなく、観光に便利な移動手段という面も持つ。そ

の利点は、①自分が希望するテーマのルートや目的

地を自由に選択できること、②気に入った場所で気

楽に止まり、地域と触れ合うことができること、③
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年齢や性別、体力に関わらず、安価で参加できるこ

とである。その利点を活用した事例の 1 つが、飛騨

の「SATOYAMA EXPERIENCE（旧飛騨里山サイ

クリング）」である。日本の田舎の生活風景に価値を

見出し、飛騨古川の古い町並みと伝統、農村風景や

里山の自然、食文化や地域との触れ合いを、自転車

で移動し体験するエコツーリズムを提供している。

参加者は年々増加しているが、特徴的なのは、当初

から欧米豪の個人旅行者をターゲットとして向き合

い（インバウンド）、ツアー参加者の 80％は外国人

である（図 2）。 
 

図 2 SATOYAMA EXPERIENCE ツアー参加人数 

 

 
 2017 年 5 月 1 日「自転車活用推進法」が施行さ

れ、地方自治体は自転車専用レーンやシェアサイク

ルの導入、自転車イベントの開催などのインフラ整

備が可能となった。また、観光庁による 2017 年の

訪日外国人の消費動向調査によると、日本食や温泉

入浴、日本の日常生活体験と同等以上に、スノース

ポーツ以外のスポーツ参加の満足度が高いことがわ

かった（タイ人ではスノースポーツの次にサイクリ

ングの人気が高い）。今後サイクルツーリズムはさら

に発展すると思われるが、現状を見てみると、自転

車の輸送システム（サイクルトレインやサイクルバ

ス）やサイクリスト向けの宿泊施設の普及、サイク

リングガイドの育成、多様な観光ニーズのへの対応、

住民参加型の取り組みなど課題も多い。これらの課

題を克服すれば、日本全国にサイクルツーリズム（＋

エコツーリズム）によって持続可能な観光地を作り、

地域産業を育成し地域を活性化させることが可能と

なるであろう。 
 最後に運動の健康増進効果について紹介する。運

動習慣がダイエット以外にも、さまざまな健康上の

利点を持つことは明らかになってきたが、ここ数年

でスポーツに寿命を延ばす効果やメンタルヘルスの

悪化を防ぐ効果があることが示された（図 3、4）。 
 

図 3 運動の寿命延長効果（年） 

 
（Various Leisure-Time Physical Activities Associated With Widely 

Divergent Life Expectancies: The Copenhagen City Heart Study 

Schnohr P, et al. Mayo Clin Proc. 2018.9.） 

 
図 4 運動の種類とメンタルヘルスを減らした割合 

 
（Association between physical exercise and mental health in 1·2 

million individuals in the USA between 2011 and 2015: a 

cross-sectional study. Sammi R Chekroud, et all. Lancet Psychiatry 

2018; 5(9): 692-3）  
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 特にラケット競技やチームスポーツが優れており、

スポーツの社会的側面が注目されている。一方各国

の運動ガイドラインでは、健康のために週 150 分以

上の中等度から強度の運動を勧めており、それを達

成するためには運動を習慣化することが必要である。

そういう意味で、自転車は移動手段として通勤にも

利用でき、大変に有用である。 
 図 5 は自転車通勤、歩行通勤、車または公共交通

機関通勤の比較した論文であるが、自転車通勤は疾

患死亡率を 40％も下げることがわかった。 
 日本中どこにでもある隠れたスポーツ資源である

道路を活用するサイクリングは、地域の活性化に貢

献する観光資源だけでなく、健康資源にもなりうる

有望なコンテンツである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 通勤スタイルと疾患死亡リスク 

 
（ Carlos A. Celis-Morales, et al., Association between active 

commuting and incident cardiovascular disease, cancer, and mortality: 

prospective cohort study. BMJ 2017;357:j1456） 
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長期滞在型・ロングステイ観光学会 第２回年次大会 基調講演録 

 

ロングステイ観光の意義と可能性 

―農泊、グリーン・ツーリズムとの連携を目指して― 

 
 

東洋大学 社会学部 教授 
青木 辰司 

 
■講演者紹介■ 
 日本における農業･農村問題を、東北地方の農村のフィールドワークによって実証的に研究する中で、有機

農業運動や農村と都市との交流活動に積極的にかかわる農民に出会い、『農』の多面的な価値を見出す。一方

ロンドン大学での留学を機に、英国の豊かな農村振興の手法に取りつかれ、毎年学生や社会人対象の『カン

トリーサイド・スタディー・ツアー』を主宰。最近はグリーン・ツーリズムの全国的なネットワーク形成ヤ、

グラウンドワークの実践に関わる。国土交通省の助成の下に、岩手県遠野市の『ツーリズム大学』を立ち上

げ、5 年間にわたって宮代集落の活性化に 300 人の学生を派遣、『東日本大震災』復興支援の教職員・学生チ

ームに参画して、岩手県を中心とした独自の支援を実践中。 
 
はじめに 

 東洋大学社会学部の青木と申します。私の専門

はもともと農村社会学です。東北出身でありまして、

1970 年代、私が学生の頃に減反政策が始まりました。

実に絶望の時代ですね。どこに行っても農家の方々

はもう農業なんて駄目だと言っていました。そんな

中で、どうやったら農業や農村を活性化できるか、

いろいろと考えた末に辿り着いた結論がグリーン・

ツーリズムだったのです。 
 この話をしだすと長くなってしまうので、簡単に

申し上げますが、農業の再生、農村の再生というの

は産業としての農業だけ、あるいは地域としての農

村だけの掘り起こしでは無理だということです。や

はり都市の理解、都市の支援、都市との関係、消費

者の深い理解、これがなければ成り立たないという

ことに気づいたわけです。実は今から 40 年以上前

に有機農業を研究する中で気づいたわけですが、無

農薬栽培を実行している真摯な生産者が苦労して農

作物を育てている。虫に侵され、値段は叩かれ、大

変なんですね。そうした中で無農薬生産者を支える

ために、東京から夜行列車に揺られて山形まで行っ

て、援農する姿を目の当たりにして、大変感動しま

した。農村の人を支えていくのは、心ある都市の人々

なんだと。こういう人たちと農村の人たちが繋がる

方法がないと、農村の自立は不可能ではないかと考

えるようになりました。 
 ご承知のように、グリーン・ツーリズムは今から

26 年前、1992 年に日本の農水省の政策として始ま

ったわけです。これまであちこち出かけていきまし

た。これは遠野の例ですけれども、東洋大学の学生

が提案してできた世界で初めての茅葺屋根のごみ置

き場です。外部の学生の思いが内部の地域の人とコ

ラボレートすると、こんなに素敵なものができあが

るという例でございます。これは熊本人吉市の例で

すが、熊本県唯一の国宝、阿蘇神社。そこに世田谷

の、今私が担当しております 60 歳以上の高齢者大

学の方々をお連れして、フェア・ツーリズムを主催

しました。朝起きたら、旅館のまわりのごみ拾いを

して、エリアにお礼返しをするという取り組みです。

いいとこどりの観光というものではなく、皆さまも

地域に貢献するというかたちで役立ちましょうとい

うことで、いろんなところをまわってグリーン・ツ

ーリズムをやっておりました。 
 
グリーン・ツーリズムとイギリス 

 グリーン・ツーリズムの可能性を確信したのは、
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イギリスに行った時です。イギリスに行って、ただ

食べて飲んでいた時もありましたが、パブという施

設自体にイギリスの魅力を感じました。なぜかとい

うと、それはパブリック・ハウスだったからです。

パブリックという概念がイギリスでは非常に浸透し

ていて、個人主義の国なのにパブリック・マインド

を持っているところがイギリスの魅力です。たとえ

ばフットパスというのを日本でもあちこちでやって

いますけれども、あれはイギリスではパブリック・

フットパスと言うんですね。個人の敷地の中を公共

散歩道が縦横無尽に走っていて、なるほど私有財産

を公共的に活用できるということをヒントにもらい

ました。それから、おそらく日本人はだれも行った

ことがないと思うんですけど、バドミントン発祥の

地、バドミントン村にも行きました。実はバドミン

トン伯爵がインドに行って、そこで羽根つきを見て、

これは近代スポーツになると思い、イギリスに持ち

帰ってスポーツとして広めたんだそうです。この話

を聞いて、それではバドミントン村に行こうと決め

て学生たちを連れて行きました。 
これは私の大好きなコッツウォルズ地方の丘の上

です。日本人でツアーで行くのは初めてだったんで

すけれども、ここのベンチから景色を見るというの

が売りでした。こんなふうに学生たちをいろんなと

ころに連れて行きました。これまでいろんなことを

やってきましたが、皆さまと同じで日本のグリー

ン・ツーリズムはショートステイなんですね。1 泊

2 日の体験旅行、農業体験で終わってしまう。ロン

グステイにつながっていないところが、日本のグリ

ーン・ツーリズムの大きな課題です。そういう意味

で、今回、金先生からロングステイ観光学会が立ち

上がりましたからぜひ仲間に入ってほしいと誘われ

まして、本日お招きいただきました。私にとっては

大変ありがたいことです。 
 
グリーン・ツーリズムから見たロングステイ 

そこで、観光の認識のないまま私なりにロングス

テイ概念を整理してみました。グリーン・ツーリズ

ムの授業をやっている中で、こんな質問をぶつけま

した。ロングステイって何泊からだと思いますかと。

すると、みんな悩むんですね。だいたい普通は 7 泊

8 日以上と言うんですが、そんなことは日本じゃあ

りえない。一般的にはこのようにおそらく 3 泊 4 日

以上で、ショートステイは日帰りか 1 泊 2 日以内。

これは従来型観光、周遊型、ビジネス型観光と呼ば

れるものです。ロングステイではないけれどもロン

グステイに近いというのが 2 泊 3 日ではないかと、

問題提起したいために言わば勝手に決めさせていた

だきました。後程のパネルディスカッションで時間

いただきたいと思います。そこで現実的には 3 泊 4
日以上が日本の場合はロングステイの落としどころ

ではないかと。今まで従来型観光、周遊型観光をや

っていた人が、3 泊 4 日に行くためには簡単にスラ

イドできないと予測されます。1 カ所だけの観光で

はすぐに帰ってきてしまうわけです。 
たとえば、今私は益子に住んでいますが、益子は

典型的な日帰り観光地です。だれも泊ってくれない

ので、益子でロングステイは不可能に近い。焼き物

だけでは難しいので、周辺の拠点広域観光と結び付

けて考えなければ 3泊までして滞在したいという人

は出てこないのではないかと思います。7 泊滞在す

ることを考えれば、うちの学生など暇はあってもお

金がないので、泊まるにしても滞在経費を削減しな

ければなりません。そこで働けばタダになるという

ことであれば、学生はいくらでも滞在する。そうい

う意味では日本型ワーキングホリデーの仕組みが構

築されないと難しいのではないかと思います。滞在

型市民農園、滞在型クラインガルテンも実は私が提

案して、関東では笠間市に一区画 300 ㎡が 50 棟あ

ります。年間 40 万円なんですが、そこに三鷹とか

都内からわざわざ車で足を運んで利用している方が

出始めているわけです。そこに毎週のように通って

畑をやっている、これは立派なロングステイのパタ

ーンだと思います。それから被災地に行って、ボラ

ンティアをする。こういったパターンが現実的には

おそらくロングステイになっていくのだと思います。 
では、観光農家の方々もわれわれも、なぜロング

ステイが必要かと考えますと、まず経済性です。長

くいてくれれば、受け手側は収益が増えていく、そ

ういうメリットがあります。ゲスト側から見ますと、

滞在コストを低減することができる。しかし、それ

だけではないメリットをもっと社会化していかない

と、ロングステイは日本に定着しないのではないか

と思います。私は社会学者なので、ロングステイよ

って社会的効果を高めていくことができると期待し

ています。それはどういうことかと言えば、ホスト
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とゲストの間の関係性がどんどん深まっていく。1
泊 2 日よりも長くいれば、最後はハグして帰るよう

な形になっていく。そういう重要なポイントがある

と思います。昨日もパソナの 1 階で農泊のセミナー

をやりまして、その際、あなたにとって農泊は何で

すかという問いに「ハグ」だと、ハグできる関係性

を築くことこそ農泊だという声がありまして、確か

にその通りだと思います。ホストとゲストの関係の

深化もロングステイの社会的効果として挙げられる

と思います。 
あと、精神性ということで言いますと、スケジュ

ールに追われて回る観光ではなくて、ゆったりと時

間を楽しむ観光ですね。人吉市では、「時」を「遊ぶ」

と書いて、「時遊の旅」というキャッチコピーでゆっ

くりと人吉市を楽しみませんかという提案を行って

います。そうした精神的なゆとりがまずゲスト側に

出てくるし、ホスト側にもそうした人たちと接する

ことでゆっくり向き合うことができます。 
4 番目は文化性です。私が注目している人吉市は、

約 700 年間、相良藩が統治したという日本でも珍し

い隔絶した盆地の中にあります。相良三十三観音や

焼酎の文化など、あまり知られていない文化があり

ます。そういう文化性というのは長くそこに滞在し

ないと魅力は感じられないわけで、逆にさっと通り

過ぎるだけでは、何もないところだと思ってしまう。

その地域ならではの独自の文化性に気づかないわけ

です。私はグリーン・ツーリズムはいつも生活のお

裾分けと言っているんですけれども、そこで生活し

ている人々の極上の暮らしを少しだけお裾分けして

もらうその魅力があります。そのお裾分けが長くい

ればいるほどたくさんもらえ、短ければちょっとし

かもらえない、ということになるのではないか。 
そして何よりも持続可能性。経済、社会、自然資

源の循環と再生産がロングステイによって成り立つ。

百万人の 1 泊より、千人の 10 泊が大事である。私

がいつも言っていることですけれども、そうすると

計算高い人が、「先生、百万かける 1 より、千人か

ける 10 より小さいですよ」と。そうじゃないんで

すよね。10 泊するということは、そこに勧誘の効果

が出てくる。友達が友達を呼ぶという二乗の効果で

すね。そういうロングステイの意味は持続可能性に

つながると思います。 
6 番目は非日常性です。日常と違うところでのゆ

ったりとした過ごし方スローツー・リズムは、たと

えば今日お話しいただける湯治やお遍路、セラピー、

医療、それにＬＶ。ＬＶというのはラーニング・ヴ

ァケーションということです。学びの旅ですね。そ

ういったバリエーションが非日常性の魅力の中で出

てくる。このように滞在型余暇と呼ばれるグリー

ン・ツーリズム、あるいは滞在型旅行と呼ばれてい

る農泊というものに新たな意義というものがロング

ステイに見え始めてきていると思います。 
これはイギリスのコッツウォルズ地方のボート

ン・オン・ザ・ウォーターというところでベンチに

座ってただ川を見ている人がいる。日本にはない風

景です。これはアイルランドにいた時に波止場の写

真です。船が来ないので歩いていたら、二人がベン

チに座ってずっと海を見ていた。日本の観光地にな

い風景です。この人たちは土産を買いに来ているの

ではなく、何かを見に来ているんだと。あるいは自

分を見に来ているんだというふうに思いました。そ

うだ、日本の観光地になくてイギリスの観光地にあ

るものはベンチだと気づきまして、このベンチを全

国各地に、景色の一番いいところに設置して、そこ

でヒストリーを語るそういうお裾分けをしてもらえ

ないか。日本全国ベンチマークという取り組みを私

が提案して行ってきました。杏林大学や東洋大学の

ベンチと違うところは、背もたれにメッセージが刻

まれていまして、 in loving memory of JOAN 
CARLTON 1930 - 1996 Here forever と書いてあり

ました。ここに夫婦で毎日のように来て風景を見て

いた。彼が亡くなって二人で来ることは叶わないが、

愛に満ちた思い出をここに残したい。これをみなさ

まにお裾分けしたいという思いでメッセージを刻む。

なんて素敵なんだろう。こういうものが日本にでき

ないかなと思って東洋大学にも提案したのですが、

残念ながらなかなか伝わらず、ただのベンチだけが

置かれています。 
 
ロングステイをめぐる日英比較 

今日の論点であるロングステイの意義と可能性と

いう点で言えば、まずイギリスと日本のインバウン

ドの違いに着目しますと、イギリスでは日本よりも

早くから Visit UK 戦略を展開していて、イギリス

が海外からの誘客で一番留意してきたことは品質保

証と支援です。農家民宿でもロンドンのホテルより
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さらにレベルの高いところがちゃんとできている。

これを日本で広めたいということで、これから私の

仕事はそちらに入っていきたいと考えています。そ

れを日本にどのように適用していくか、3 番目が日

本への適用と課題ですね。そして観光と農泊の関係

性。特に私は 5 番目の観光とグリーン・ツーリズム

の連携こそがこれからの観光を活かし、グリーン・

ツーリズムの限界を超えるものだと考えております。

そのへんの在り方を今日はみなさまから勉強させて

いただきたいと思ってやってまいりました。観光か

グリーン・ツーリズムかという二項対立、収益か自

己実現かという両極的な対立構図ではなく、それを

コラボレートさせていく発想が必要だと思います。 
これがイギリスの風景です。下に書いてあります

ように、イギリスのインバウンドは段階的な発展を

遂げて徐々に訪問客が増えているのに対し、日本の

場合は 2014 年くらいから急激に増えているという

現実があります。これがやはり大きな課題として横

たわっています。実際に訪英外国人を見ていくと、

まだまだ 4 割は EU 圏内であるということです。

2017 年の上半期には、北米からの伸びが目立ってい

ます。 
イギリスでは、ファームステイ・UK（英国農家

民宿協会）が非常に優れた機能を発揮しています。

1983 年に設立された協会で、始めは The Farm 
Holiday Bureau UK という名前で、イングランド、

北アイルランド、スコットランド、ウェールズで組

織されました。これはあくまで全国的な組織で 11
の地域に分かれていてチェアマンがいて、それぞれ

が独立的にいろいろな活動を行っています。そして、

The National Agricultural Center にメインオフィ

スを置いているわけなんです。そこにいろいろロー

カルグループがあって、ディスカッションをしなが

ら基本的にはここに書いてあるようにファーム・ツ

ーリズムのコンセプトをプロモートし、ビジネスを

広めていくためにメンバーをサポートしていく、そ

ういう活動を展開しています。 
イギリスはグリーン・ツーリズムの先進地とよく

言われますが、実はもともとはルーラル・ツーリズ

ムという概念が中心になっていたものです。1997
年に非営利組織としてこのグリーン・ツーリズムが

立ち上がり、広がっていったものです。日本が 92
年ですから、言葉上は日本の方が早かった。ただ理

念的なものはルーラル・ツーリズムにすでにありま

して、グリーン・ツーリズムとしてイギリスに定着

しておりました。 
私はおそらく日本人として初めてだと思いますけ

れども、イギリスのファームステイ、農家民宿の品

質評価の抜き打ち検査を視察しています。一見する

と幽霊屋敷のような民宿ですけれども、中に入ると

アンティークな調度品が備えられていてゴージャス

ですが、残念ながら置物の中にヒビが入っていたり、

サイドテーブルにシミがあったりの問題がありまし

た。そういう点を全部チェックしてマニュアル化さ

れたやり方に沿って各項目をパソコンに記録してい

くわけですけれども、それが全部終わると、自動的

にスリースター、フォースターというふうに判定で

きる仕組みになっています。その担当が枕カバーを

全部外してオーガニックか調べているのを見て驚い

たんですけれども、いよいよ次の日に名刺を渡して

初めて身分を明かすわけです。農家民宿のオーナー

さんはびっくりしていますが、これがその時の写真

です。日本人を連れてきたから、あなたがまさか協

会の人とは思わなかったという感想を述べていまし

た。だったら、もっときちんと掃除しておけばよか

ったと。そこで、担当者は改めて品質評価を始めま

す。「骨董品にはヒビが入っていますね。テーブルに

はシミがありますね。こんなことでは四つ星あげら

れませんよ」と、てっきりそう言うのかと思いまし

た。あにはからんや。彼が言ったことは正反対でし

た。 
「夕べドアを開けて感動しました。ドアにかけた

花瓶には花が活けてありましたね。ドライフラワー

なら楽なのに、私たちのために心をこめてそうして

くださいました。部屋にはアンティークのものがい

っぱいあって、ロンドンのホテルより高価そうなも

のがありました。あなたの民宿はロンドンのホテル

に負けないくらいのクオリティを持っています」と。 
まず、誉めるんですね。オーナーの奥さんは、表

情が和らいでいきます。そこで、一言添えます。「た

だ残念なことに、青木さんの泊まった部屋に置いて

あるテーブルにはシミがついていました。たぶんお

客さんがつけたのでしょう。放っておけば、まただ

れかが広げるかもしれません。どうしますか？」「カ

バーをかけますか？カバーをかけたらせっかくの材

質が見えませんね。もし、そうなったら他の安いっ
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ぽいものと変わらなくなりますね。当面はガラス板

を敷いたらどうですか」。 
彼女は最初腕を組みながらその話を聞いていたの

ですが、台所に戻ってメモ用紙を持ってきました。

彼が言ったいろいろな改善点を全部メモに取ってい

ました。協会は、こういう農家が持っている強みや

特長を評価してあげて、そしてそれをさらに伸ばす

ために何が必要かというアドバイスをしている。 
これが今、全国の大学でやっている品質評価と決

定的に違うところです。東洋大学も A 評価をいただ

いております。まあケチをつけるのは簡単ですが、

イギリスのようにどうすれば本当に改善できるのか

言ってほしいと思います。次の民宿の品質評価に行

った時に、さすがにこの民宿にはスリースターに落

とすだろうと思いました。すると、担当が言うには、

「そうじゃないんだ。ご主人がケガをして入院をし

ていて、奥さんが民宿をケアする余裕がなかった。

今度、ご主人が退院してきたから来年からはちゃん

と管理するだろう。それを前提にしてフォースター

をあげる」と、言ったんです。鬼の目にも涙、いや

イギリス人の目にも涙かなと思いました。合理主義

の国のイギリス人が農家の実態に対して配慮をする

んだと知って感動しました。で、最後にフォースタ

ーを認めましょうと言われた、このオーナーの奥さ

んの笑顔を見れば、イギリスの農泊の品質評価がい

かに農家の人たちに支持されているかがお察しいた

だけると思います。そうした品質評価は、スウェー

デンの会社が請け負っていまして、そのシステムを

開発しています。そして 24 時間体制で農家をフォ

ローアップしています。今のところ 1 から 5 まで星

の数でグレーディングしているんですけれども、基

本的にファイブスターの農家民宿というのは、民宿

の中にバーがあったり、照明がシャンデリアでない

限りもらえないのです。日本人はついついフォーよ

りファイブと思いがちですが、農家に宿泊するのに

そもそもシャンデリアは必要なのかどうか。シャン

デリアやバーがなくても、フォースターのレベルで

いいと思う人が大半なんですね。そこでスターのほ

かに、ゴールド・アワードという金・銀・銅からな

るさらなる品質評価のランキングをつけて、たとえ

ばフォースター・ゴールド、フォースター・シルバ

ー、フォースター・ブロンズというふうに表すラン

キングがあります。私が言っているジュリエットさ

んという民泊は、このフォースター・ゴールドを取

得していました。 
そういうところをサポートしている専門的な中間

支援の方々がいるということです。ここに張り紙が

あるように、ミシュランやいろいろなところが入り

込んで評価をしています。基本的にはファームステ

イ UK の評価は別になっています。たまたま浜美枝

さんのツアーが来るということで、ここに泊まった

ら、ボロ小屋だったんですけれども、次の年になっ

たら、こんなふうに変わってしまって、部屋も超豪

華に見違えるようになった。イギリスの料理はみな

さんまずいと言いますが、ここの食事はグレードも

最高でした。1 泊 7000 円から 8000 円。こうしたイ

ギリスのクオリティといったものを、これからはし

っかりと高めないとインバウンドの中で、安かろう、

悪かろうの問題が出てくるのではないかということ

で、今までのようなゴールデンツアーのべったり型

から生活の襞に触れるようなグリーンツアーといっ

たものが大事になってくると思います。それからま

た、一過性型の観光から滞在型・継続観光へとつな

がっていく。マス・ツーリズムからフェア・ツーリ

ズムへ、そして暮らしの一体的な豊かさへつながる

ようなものを作っていかなければならない。しかし、

現実的にはやはり農家の方々が農山村に付属してい

る価値をなかなか理解できていない。それが大きな

課題となっています。円環型広域連携の観光ツーリ

ズムの振興を図る上でもっともっと農家の意識を変

えていかなければならない。そうした点が課題とし

て指摘されます。 
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農泊とその課題 

 農水省が始めた農泊は、グリーン・ツーリズムと

は若干違った定義がありまして、今までになかった

重要なワードとして、古民家活用があげられます。

何が違うかと言いますと、いままでは農家の人が農

家民宿をやっていくのに対して、古民家は農家が手

放して空き家になっていくということです。そこに

当然、ＩターンやＵターンの移住者を活用する、外

部人材の投入ということが課題になってきます。も

ちろん、外部資本ということもあり得ると思います。

グリーン・ツーリズムは農山漁村での滞在型余暇活

動と言われていたものを、今度は滞在型旅行という

ふうに農水省が規定している点が違うと言えます。

問題は、民泊という概念が非常に混乱しているとい

うことです。私なりに独断的にまとめてみますと、

Airbnb に象徴されますように都市民泊が世界的に

伸びているわけです。これと対立する概念が農村民

泊で、これが通称農泊と考えるべきものです。農泊

には従来の旅館業法簡易宿所の許可を取った農林漁

家民宿が基本的に業としてやってきた方々がまずあ

って、そして教育旅行など年間何人かの子どもたち

だけを泊めるようなインスタントの農家民泊があり

ます。そこに新たに非農家民泊が加わってきたとい

うことです。ここに先ほどの古民家、空き家活用の

ゲストハウス、廃校活用の公共施設が入り込んでい

ると。今後インバウンドで、政府は 500 地区とか言

っていますが、相当量の宿泊施設を造っていくとな

った時は、ここを膨らませていかない限り前の二つ

だけではとても覚束ないと思います。そこでのポイ

ントは、ここに書いたように受け入れ基盤の拡大、

何よりも地方創生における地域活性化ができる、そ

のためにはできるだけ規制緩和をしていかないとい

けないのですが、規制緩和で大きな課題となるのは、

玉石混交、「だれでもできます農泊」となってピンか

らキリまでのものができる。そこで、先ほど申し上

げたイギリスのような品質を評価する、あるいは支

援する、質を確保するための仕組みが非常に重要に

なってきます。 
地域においては持続的な普及に向けて農泊を地域

でサポートしていく中間支援機能を担う組織が非常

に重要になってきます。観光の分野では DMO と言

われていますけれども、グリーン・ツーリズムにお

いてもしっかり作っていかなければいけません。昨

日パソナでやっていたのはこれを担う人材をどう育

成するか、あるいは交流活動を担っていく人材をど

う確保するかが課題となっていました。あと一つ地

方の大きな課題は駅からの交通、いわゆる二次交通

をどう整備するかが課題として残っています。 
今、外国人観光客の津波の襲来と呼ばれています

けれども、これから農村にそれを拡げていく時に一

番大事なのは質感高い「命のツーリズム」です。す

なわち質の高い食事、単なる砂糖漬け、劣悪な油の

炒め物のような田舎料理をやめて、長く滞在しても

体にやさしい食事が提供され、ゆったりと過ごせて

そこで元気になっていくような「命の宿」を増やし

ていく必要があります。そのためには一つの宿だけ

が自己完結的に良くなるのではなく、地域全体の魅

力づくりが必要になってきます。農泊あるいはグリ

ーン・ツーリズムの何よりものポイントは、人の魅

力、人の価値、これらを活かすということに尽きま

す。それが良質な倫理観高い客を確保することにつ

ながっていくと考えています。 
中間支援組織の設立に向けた課題としては、どう

やって事業化を魅力あるもの、個性的なものにして

いくか、つまり収益につながっていくかですが、や

はり優秀な人材を確保しなければ組織として成り立

ちません。そういう意味で企画運営力の向上とか、

情報発信とか、資金確保としてのクラウドファンデ

ィング等々、あるいは公的資金の段階的注入が必要

になってくるだろうと思います。昨日もパソナのセ

ミナーで言われたことは、日本の場合はどうしても

公共事業や国のお金に頼るという他力本願的なとこ

ろがあるので、自力でやるという覚悟を持たないと

いけないという話がずいぶん出始めています。問題

は到達目標をどこに置くか、農泊の人たちは年間何

泊まで目標にするか、あるいは泊食分離をどのくら

いにするのか、体験プログラムの数はどのくらいが

理想的なのか、ツアーは年間どのくらいやるのか、

地域のコーディネーターやマネージャーをどのよう

に育成するのか等々が課題になってくるだろうとい

うことです。 
大事なポイントとして、農泊の基本的理念の構築

について私が考えるのは、東京ディズニーランドの

大成功の対極にある農泊の概念です。なぜ東京ディ

ズニーランドが一人勝ちしているかというと、アメ

リカの社会学者リッツアによれば予測可能性の獲得
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と言っています。客に対してこういう楽しみができ

ますよと予測させておいて、それを見事に裏切らず

に提供して帰らせる。で、また行きたくなる。これ

はマクドナルド・ハンバーガーと同じ戦略だと。ウ

エーバーの合理化理論がまさに東京ディズニーラン

ドの成功だということですけれども、グリーン・ツ

ーリズムとか農泊はある意味ではシークレットな部

分があって、行かないと分からないという部分がど

こかにないといけない。予測可能性ということだけ

では農泊の魅力を削いで行ってしまわないか。それ

から文化的な独立性ですね。おばさんの料理がなか

なか出てこない、なんでこんなに遅いのといった非

合理性の中に合理性があるという考え方。それから

品質確保の信頼性、経営的持続可能性、世代継承性

がこれからの農泊にとっては大事な課題だと思われ

ます。 
 
ロングステイへのヒント 

ともすればグリーン・ツーリズムは男の浪漫、女

の不満と言っているんですけれども、お父さんはや

りたくてお母さんは台所でぶつくさ文句を言ってい

るという現実があちこちに見られました。これまで

のような 1泊 2食の上げ膳据え膳のおもてなしでは

なくて、田舎の豊かな暮らしのお裾分けという考え

方をベースに、泊・食・浴・体験を分離して地域内

で連携していくようなあり方がロングステイにとっ

ても大事な課題ではないだろうかと思います。これ

はこれからぜひ議論したことですけれども、訪日外

国人のロングステイは可能なのかということですけ

れども、可能だという事例がニセコにあったという

ことですので、あとでお聞きしたいと思います。旅

館、ホテルと農泊の連携は可能か。長期滞在の宿泊

プランの開発はどうすればいいか等々のことを考え

ていきたい。イギリスの面白いメッセージは、

“escape for the hidden countryside”、隠れた田舎

へ逃げていこうというもので、イギリス人のハート

をつかんでいるのと“share the secret” こんな楽

しいことはだれかに伝えたくない、そういう価値の

共有といったものはグリーン・ツーリズムの根幹を

なしているものだと思います。日本で一番高い民宿

は富山県南砺市の「極上の宿」で、1 泊 28000 円。

ジャグジー、フランス料理と日本の農家民宿にもこ

ういうバリエーションが出てきました。しかし、こ

れを日本各地に普及することが農泊かと言えば、私

はそうは思いません。これも一つのバリエーション

としてあってもいいが、これが農泊の原型だとは私

は思いません。時代は観光と農泊連携ということで

すけれども、大事なことは一つのパターンを普及す

るのではなく、多様化と連携、時間的拡大と交流が

深化するというロングステイの価値を共有すること

です。そのためにはコミュニティ・ビジネスが必須

です。そしてショートステイとロングステイはどこ

から区別され、ロングステイのサービスの魅力は何

なのかをしっかり詰めていくべきだと考えておりま

す。時間になってしまいました。大変足早やで申し

訳ございませんでした。補足は、またパネルディス

カッションでさせていただきたいと思います。ご清

聴ありがとうございました。 
■ 
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パネルディスカッション抄録 

日本におけるロングステイの新たな魅力と可能性 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
パネリスト： 

青木辰司氏（東洋大学） 

 

ポール・ハガード氏（ニセコ町役場商工観光課） 

 

橋本直明氏（株式会社トラベリエンス） 

 

内田彩氏（千葉商科大学） 

 

司会：安島博幸氏（跡見学園女子大学） 

 

司会 それではパネルディスカッションを始めたい

と思います。「日本におけるロングステイの新たな可

能性」というテーマをいただいております。今、青

木先生からお話「グリーン・ツーリズムとロングス

テイ」をさらに発展させて、これからの日本におけ

るロングステイの可能性についていろいろ議論を進

めていきたいと存じます。 
私自身は観光地、リゾートの計画に長年関わって

まいりました。1980 年代のリゾートブーム、それか

らその崩壊も経験してきました。リゾートは長期滞

在にふさわしいものだったと思いますけれども、今

から考えますとサプライサイドの話ばかりで、実際

ロングステイの実需はほとんど発生しなかった、そ

のこともほとんど失敗してしまった原因なのかなと

思います。そのあと観光の分野でも、新しい観光の

一つの方向として滞在型というものが意識されてき

ておりますけれども、滞在型ロングステイの定義に

ついて、青木先生からのお話もありました。青木先

生によりますと、3泊4日以上ということでしたが、

滞在型の定義は 2 泊 3 日、つまり 2 泊すると中 1 日

は滞在するからみたいな非常に寂しい状況で、お寒

い状況です。これは日本の休暇制度等に起因するの
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かとも思っております。ただ、日本でのロングステ

イの可能性はないのかと言いますと、決してそんな

ことはなく、青木先生からお話しいただいたことも

ありますし、これからパネリストとしていろいろお

話しいただく方には初めて聞くようなお話もいろい

ろあると思います。いろいろなところでロングステ

イの芽が出てきているなということを実感しており

まして、まずは皆さまのお話を伺ってから一緒に考

えていきたいと思います。 
それでは、まず千葉商科大学の内田彩先生に江戸

時代の湯治、今で言うと 3 週間から 1 か月くらいの

滞在型で温泉にいて湯治をしていたと。その中に今

につながるものがあるのではないかということで、

内田先生から昔のお話を伺ってみたいと思います。 
内田 ただいまご紹介いただきました千葉商科大学

の内田と申します。皆さまのお手元に配布資料はご

ざいますか。こちらを元にお話しさせていただきま

す。今、安島先生からお話がありましたように、私

のテーマは昔の江戸時代の温泉地における長期滞在、

また、滞在のさまざまな変化を研究テーマにしてお

ります。なぜそうした話になったのかと申しますと、

日本の旅の原型が作られた江戸時代に、幕府に認め

られていた旅が信仰のための参詣と、医療のための

湯治でありました。その中で医療のための湯治とい

うのが、まさに温泉医学そのものでしたので 3 週間

前後の今でいう滞在型観光の原型とも言える、そう

した構造ができあがってきました。その中に今日の

長期滞在の基本となるような要素が存在するのでは

ないか、そしてなぜそれが失われていってしまった

のか、こうしたところから滞在というものを考えて

いきたい。それが研究の背景にございます。ではこ

の長期滞在を可能にした要因は何だったのか、江戸

時代の歴史的な資料から調べたところ、主にこの 5
点になります。 
一つは湯治に対する社会的認知の浸透、温泉医学

に対する認知ということになります。もう一つは湯

治休暇と言われる長期休暇を取得できる武士であっ

たり農民漁民であったり、そうした人々の存在。そ

して、多様な価格設定。それから、滞在生活を支え

る仕組み。そして滞在者の状況に応じた観光・保養

行動。こうしたものが長期滞在の要因であったので

はないか。今日はその中でもまず滞在生活の仕組み

について簡単にご説明したいと思います。 

図 1 のところにありますように、3 週間前後の旅

をする。この中で一番基本的なものが右側の基本と

いうところに書いてあります。湯治は基本的に実際

の生活をしていましたので、食事などは全部自分た

ちで作っていきます。持参品として米や味噌をかつ

いでいけばかなりリーズナブルに過ごすことができ

ました。一方でもっと愉快な旅をしたいという人に

はオプションがあった。物理的にもそうですし、ソ

フトな部分でもそうした支えになるような仕組みが

江戸時代を通じて作られていくことになります。ま

さに温泉地の滞在において、多様な人々が長期間過

ごすための仕組みが至る所でできあがっていくこと

になります。 
そうしたものの一つとして、ご説明したいのが滞

在者の温泉地における保養・観光行動になります。

お手元の図 2 になります。本人の体力、病状、文化

的な能力、経済力、天候に応じて生活を楽しむ様々

なプログラムができあがっていきます。当時、温泉

地へ行くというのは療養のためではありましたが、

一方で幕府が療養のためなら認めていたという名目

的な要素もあったのです。ですから、病気でないけ

れども健康になりたい、ちょっとリラックスしたい、

様々な人が訪れる。そして病気の人に付き添いで来

る人、こうした人も含めて様々な人が存在する。そ

うした人たちが都市的な遊びであったり、地域なら

ではの遊びだったり、もしくは屋外だったり屋内だ

ったり、様々な行動ができるというのが江戸時代の

温泉地の滞在行動でした。そしてその中心にはいつ

も交流というものがありました。湯治客同士、地域

と湯治客が交流を要素にして様々な長期滞在を楽し

むための仕掛けが用意されていました。 
しかし残念なことに、近代以降、とくに戦後の日

本の温泉地というのは、短期滞在の観光型温泉地と

して発展していくことになります。この中で旅館が

大型化していくことに加え、この大型化した旅館に

お客様を囲い込むというかたちで温泉地全体の疲弊

を招いていくことになります。また、景観破壊、画

一化された温泉地が多くなるにつれて、現代の旅行

客には魅力のない温泉地が多くなっていくことにな

ります。さらに温泉施設が増加していくことによっ

て、温泉が好きだけど、別に遠くの温泉地にいかな

くていいや、近くの温泉でいいといったような温泉

地離れが進んでいくことになります。こうした中で
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温泉地ならではの魅力、そこに行かなければないよ

うな滞在の魅力が必要なのではないか、私の中でそ

のことを考えていきたいと思っています。 
司会 ありがとうございます。江戸時代、温泉地で

退屈しそうだなと思うんですけれど、その中心に交

流があったとまとめていただいておりますが、交流

と言ったところがキーワードなのかなと思います。

青木先生のホスト・ゲストというところにも通じる

のかなと思います。温泉の場合は、ホスト・ゲスト

というよりも、ゲスト同士がどうやら楽しくやって

いた。滞在生活を楽しくするいろいろな仕掛けが存

在していた。振り返ってみて、今の温泉地そういう

ものがあるのかというふうに考えますと、過去に遡

って考え直してみる価値があるのではないかと思っ

たりします。後で、いろいろご意見を伺いたいと思

います。では、次にポール・ハガードさん、お願い

します。ニュージーランドからいらして 11 年滞在

されて、ニセコの役場に勤めて、今はそれに関係し

たお仕事をされているわけですが、この間、ニセコ

の変化をご覧になってきたわけですけれども、先ほ

どお話を伺ったところ、私が思っていたよりだいぶ

様子が変わってきているようでして、そのあたりの

ロングステイの様子をお話しいただければと思いま

す。 
ハガード 皆さま、改めましてポール・ハガードと

申します。私はニセコに住んで 11 年になります。

ニセコのロングステイは二種類あります。一つは、

皆さまの頭の中に浮かび上がっている海外からのイ

ンバウンドのお客様、もう一つは国内からのお客様

で、本日はこの国内からのお客様のお話をしたいと

思います。彼らはどこからやってきたかというと、

今までロングステイ財団、あるいは旅行会社を通じ

て海外でロングステイしていたお客様が、歳をとっ

たと同時に海外へ行くのは難しい、もしくは海外に

行きたくはあるけれど怖いので、どこか国内の似た

ようなところに行って体験してから海外にロングス

テイしに行く。そういうお客様が国内からニセコに

やってきます。ニセコの夏は、だいたい 6 月から 9
月末くらいまで。現時点で 500 組くらいの長期滞在

者が大都市からやってきます。人数にすると、1500
人から 2000 人近くが夏の間にやってきます。ほと

んどのお客様はマイカーでやってきて、宿泊先とし

てはスキー客用にできた新しいコンドミニアムを借

りるわけです。2006 年あたりからコンドミニアムが

できて、だいたい寝室にお風呂、シャワー、トイレ

がついて 1LDK~2LDK、3LDK、さらに一棟または

一戸建ての家がある地域ですが、そういう物件を借

りて滞在しています。 
2010 年から 2017 年の間、ニセコ町役場に勤務し

ていましたが、ニセコにやってくるお客様の心のケ

アをやりました。どういうことかと申しますと、知

らない地域にやってきて友だちが作れるようにバー

ベキュー・パーティをしたり、ゴルフコンペをした

り、さらに楽しい生活が送れるように、コミュニテ

ィづくりに努めました。 
司会 ありがとうございます。コンドミニアムって、

一棟およそいくらくらいですか。 
ハガード 冬の間一棟借りようとしたら、1 泊 10
万円くらいから。7 泊以上泊まらなければ冬は予約

が取れません。一番高いところは 1泊 100万円です。

この宿は冬の間予約が取れないほどの人気です。 
司会 なんだか、日本人はもうついていけない感じ

ですね。夏はもう少し安いんですか？ 
ハガード これは東山の方にあるコンドミニアムな

んですけど、冬 1 泊 20 万円するコンドミニアムを

夏は 1カ月 20万円で借りることができます。ガス、

電気、水道料込み込みでその金額です。 
司会 それなら日本人も行けますね。続きまして株

式会社トラベリエンスの代表取締役橋本直明様にお

話を伺いますが、橋本様は自らバックパッカーで世

界をいろいろ回られて、そのようなご経験から日本

に新たな旅行会社、あるいは宿を経営されておられ

ます。橋本様よろしくお願いいたします。 
橋本 皆さま、こんにちは。株式会社トラベリエン

スの橋本と申します。今ご紹介いただきましたよう

に、私、昔からバックパッカーをやっておりまして、

実は今でもバックパッカーを続けています。学生の

時は夏休み 2 カ月、春休み 2 カ月フルフルで、世界

中を旅行していました。日本の大学を 3月に卒業し、

その年の 10 月に外資系の会社に入社しました。そ

れまで 6 カ月ありました。卒業論文のテーマが移動

に関するものでしたので、日本からモロッコまでひ

たすら陸路で移動し続けるという旅をしました。外

資系の会社でサラリーマンを 5 年ほど経験し、その

後日本の会社で旅行系の仕事をつづけました。リク

ルートのジャランとエービーロードなんですけれど
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も、そこで 5 年ほど働きまして、都合 10 年経った

タイミングで、ちょうど大震災がありました 2011
年ですけれども、本当にやりたいことをやりたいと

思いまして、次の就職先が決まらないまま 9 カ月ほ

ど世界一周の旅に出ました。私自身、昔から世界の

いろいろな楽しい暮らしをなんでもかんでも経験し

たいという思いがありまして旅行していたんですけ

れども、帰国してから何するのということで、自分

の好きな旅行で仕事をしようとトラベリエンスとい

う会社を起業しました。2013 年の 2 月です。 
今年、ちょうど丸 5 年になります。訪日外国人向

けの事業をやっているんですけれども、大きく二つ

の事業をやっています。一つは IT 系、通訳案内士

という言葉を聞かれたことがあると思いますけれど

も、プロのガイドさんと外国人をマッチングさせる

ツアーのマーケティング、もう一つは訪日外国人向

けの宿泊施設の提供、バックパッカーを対象とした

ものです。簡易宿舎という免許を持っていますので、

それを東日本橋でやっております。今日はロングス

テイにからめてお話しさせていただくんですけれど

も、ゲストハウスのお話でして、ゲストハウスは欧

米人のお客様が全体の 6割くらいいらっしゃいまし

て、彼らは 2 週間から 6 週間くらい滞在されている

方が多く、長い人は 20 日間予約をされるとかがい

らっしゃいます。彼らの滞在の仕方で面白いと思う

のは、外にまったく出歩かない人もいます。1 階の

カフェラウンジにずっといてお茶を飲んでいるとか、

「どこも行かないの」と聞くと夕方になってごそご

そ動き始めたり…。これも私には衝撃的だったんで

すが、「このあたりにジムはないの」と聞かれました。

私、台東区に住んでいますので、浅草に 1 回 150 円

～200 円の安いジムがあって、それをご紹介しまし

た。帰ってこられて「どうでした」と尋ねると「よ

かった」と。そこは地元の人も利用しているジムで、

地元の子どもたちが土俵で相撲をとったりしている

のを見ていて、すごく楽しかったと。こんな風に行

き先などとくに決めずに現地の人に話を聞いて現地

の生活を楽しむ。どんなところに行きたいかをお聞

きして、日本全国の映像を見せながら、英語でご案

内しています。私どものゲストハウスではそういう

光景が日々繰り広げられておりまして、この訪日外

国人向けのビジネスを通して今やりたいと思ってい

るのが、地方創生、地方に外国人のお客様を誘致し

ていきたいという仕事です。この部分で私たちも寄

与できないかなと思っています。そのための力をつ

けていきたいと考えています。この後でもそのあた

りのお話ができたらと思っています。 
司会 ありがとうございます。ちなみに橋本様のと

ころのゲストハウスは 1泊おいくらくらいでしょう

か。 
橋本 定価は 3000 円ですけど、民泊の影響もあっ

て値段はどんどん下がっています。安いところでは

1500 円で泊まれたりもします。 
司会 先ほどのお話とは対極的ですね。日本の宿泊

施設のレンジが広がっているなと感じますね。青木

先生は先ほどお話しいただいたのですが、何かコメ

ントございますか。 
青木 一番ショックだったのは、ニセコの高級リゾ

ート施設に日本人が滞在していることですね。いっ

たいだれが行っているのだろうかと。超お金持ちで

すか。 
ハガード ニセコに来ている日本人の方は定年退職

者が多いですね。海外の企業に勤めていた人とか、

海外生活の経験者とか、そういう人が帰国して、今

時間があって、ニセコにいるというより、北海道に

いるという感覚ですね。北海道を楽しんでいます。

かれらがお金持ちかどうかという点では、夏には東

京のナンバープレートの外車が一つの建物の前に停

車していたりします。もう一つは関西圏のナンバー

プレートの車だったり…。滞在期間は 1 カ月から 3
カ月くらいなので、ゆったりニセコを楽しむ人がほ

とんどです。ゴルフしたり温泉に入ったり、料理し

たり、パーティーしたり…。 
司会 今、4 人のパネリストの先生方からお話を伺

いまして、ロングステイのイメージがより広がりを

持ってきたように感じます。続きまして、今のお話

の延長上にどんな形のロングステイがあるのか、ど

んな可能性があるのかについて、少し将来に向けた

お話をお伺いしたいと思います。内田先生いかがで

しょうか。 
内田 それではレジュメの右側のページをご覧いた

だきたいと思います。今後の可能性を温泉地で考え

た場合、日本の温泉地、もともと持っていた滞在地

の魅力が失われつつありますが、その中で画一化が

進んだ温泉地において他の地域といかに差別化でき

るかが大きな課題となっています。そうした中、昨
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年まで 3 年間、温泉地の滞在について研究してきま

した。各地域に行った時に滞在型が取り組んでいる

地域の多くが湯治の持つ保養、健康をキーワードに

滞在型への取り組みを行っています。温泉地の歴史

であったり、自然であったりと、広域を含めた地域

資源などを生かすことによって、もともと温泉が持

っている保養・療養的な個性と、それをいかに生か

していくか、その目的を明確にして他地域と差異化

する。そうした中で滞在型に取り組み、滞在型を推

進することによってほかの地域と差別化する試みが

見られるのではないかと思います。 
では、実際にどのような地域でやっているか、地

域よりも宿泊施設の話をさせていただきます。 
宿泊施設に関しまして、従来の温泉地のビジネス

モデル、1 泊 2 食付きに関しては皆さまご存知の通

り週末に宿泊者が集中してしまうこと。経済的にも

健康的にも負担が大きい。今、長期滞在というより

も連泊型に取り組む宿泊施設の取り組みとしては、

いわゆる泊食分離型、また 2 泊以上の連泊が基本と

いうことで「暮らすように過ごす」、快適に 2 泊 3
泊、それは一人でも、体調が悪くても、仕事を持っ

てきても書斎がありWi-Fiがあって快適に過ごすこ

とができる仕組みを持った宿泊施設であったり、あ

るいは、もっと目的を持って昔の温泉地が医療のた

めに 3週間湯治しなければならないものなど目的型、

また滞在を促進するために様々なプログラムを用意

するといった施設が見られます。 
今回 3に挙げさせていただいた宿泊施設を中心と

した滞在を促進するための様々なプログラムという

ことになります。主体軸が旅館になってきますが、

ソフトの共有スペースを旅館側で持っていたり、も

しくは周辺施設を利用して様々なツアーを設けて滞

在していても飽きない、もっと滞在したくなるよう

な、連泊したくなるような様々な仕組みが作られて

います。また、宿泊施設だけでなく、街中であった

り、広域的な地域との連携であったり、地域の魅力

を作るもの、その魅力を使って温泉地の魅力を高め

ていくといったような中でも取り組みが進められて

います。宿泊施設というのはまさに、先ほど青木先

生がおっしゃったように「命の宿」の話が出てきま

したけれども、温泉が持っている元々の健康・保養

という特質を考えれば、健康に長く楽しく暮らすこ

とができる。そういう仕組みを作れば、おそらく滞

在型の魅力が広がっていくのではないか、そこに可

能性があるのではないかと私は思います。 
司会 ありがとうございます。具体的には、どこの

あたりが一番理想に近いですか。 
内田 個人的には、この目的型みたいなものですね。

もう一つが連泊基本型で、湯治場というものが今も

残されておりますけれども、昔ながらのスタイル、

自炊をすることが難しい施設が多いのですが、自分

の生活水準よりちょっといいくらいのところで日常

のように過ごすことができる。リラックスして過ご

せる仕組みづくりがあったり、2 泊 3 泊すると体に

いい体験ができるような、そしてその目的を明確に

できるような、それによってお客様を引き付けるよ

うなものがあるのかなと考えています。温泉滞在の

場合、滞在する宿というのがベースになってくると

思います。そのベースを利用しながら、いかに地域

とコミュニケーション取っていくのか、それはまた

後でお話しさせていただきます。 
司会 続いてハガードさんにお願いしたいのですが。 
ハガード 周辺地域への経済波及効果というのが一

番大切なのではないかと思います。ロングステイの

お客様がやってきて地域の経済が良くなるというの

は、大事なポイントです。観光客が増えて、インバ

ウンドのお客様であふれていますが、日本だけでは

なく、世界中の観光地となっているところと同じ体

験をしているわけですけれども、まず一つだけ皆さ

まに申し上げたいのは 2018‐2019 年は観光革命に

なる時代だと確信しています。何年か後に振り返っ

てみると、世界が世界を訪ねる時期です。今からい

ろいろなことを仕掛けていけば、日本中でロングス

テイの可能性が広がっていくと思います。旅行の仕

方とか、考え直さなければいけないところもあると

思います。 
ニセコの場合、ロングステイのお客様が入ってく

ると、周辺にものすごい経済効果があります。積丹

半島にお客様が減っていまして、結構、シャッター

を降ろしているお店があります。1500 人のロングス

テイヤーがニセコにやってきて、家族や友人を連れ

て行ったりして、積丹半島にも元気が出てきたりし

ています。これはニセコにやってくる日本人ロング

ステイヤーのおかげだと思います。小樽もそうです

が、海外のお客様ばかりが地域にいると、海外のお

客様は面白くない。どこかで日本人と交流したいわ
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けなんですね。日本人ロングステイヤーが日本にい

ることにより、交流の場ができてきています。経済

波及にとって何が大事かと言いますと、それは情報

発信の仕方です。信頼性の高い適切な情報がきーと

なります。ニセコに来ているお客様の大半は、口コ

ミで増えています。口コミが先にあって、メディア

が取り上げてお客様が来るようになった。国内の長

期滞在する方々にも信頼できる情報が必要だと思い

ます。 
倶知安町の観光協会では、ニセコの日本人ロング

ステイヤー向けに毎月 1回ニューズレターを発行し

ているのですが、その中に地域の面白い人、アクテ

ィビティなどで地域を面白くできる人、新しい魅力

を掘り起こせるような情報を掲載しています。これ

がかなり成功しています。 
もう一つは、私がニセコ町役場にいた 5 年前にニ

セコにインターナショナルスクールを誘致しました。

そこで夏になるとエデュバケーションのプログラム

を実施しています。エデュバケーションというのは、

エデュケーションとバケーションを合わせた造語な

んですけど、日本語で言いますと、旅プランですね。

これは、海外で結構人気があります。最初の生徒数

は 13 人でしたが、最低 23 人いないと、先生の給料

を払うなど学校としての運営ができません。足りな

い人数を穴埋めするために、ハワイの日本人観光客

のアクティビティを参考にして、日本人が川で何を

やっているか研究しました。大阪、名古屋あたりか

ら子どもたちを連れてやってくる親がインターナシ

ョナルスクールに子どもを入れて、日中自分たちは

遊びに行く。ショッピングしたり、散歩したりして、

4 時になったら、学校に子どもを迎えに行って、コ

ンドミニアムに一緒に帰っていく。そういうお客様

が多かったので、それをニセコで再現できないかな

と思いました。 
エデュケーションであれば親はお金を惜しみませ

ん。子どものためならお金を使います。もう一つは、

祖父母も財布のひもを緩めます。親子がニセコにロ

ングステイして週末はおじいちゃん、おばあちゃん

を呼び寄せる。そういうプランが作れるのではない

かと。インターナショナルスクールを作ってから、

長期滞在者は実際に増えました。学校は最低 1 週間

行かないといけないので、1 週間はニセコに滞在す

る。その間、地元のスーパーや商店を使ってもらう

など、いろんなところに経済波及効果が及びました。 
現在、ニセコにもう一つ会社ができまして、エデ

ュベンチャーという会社ですが、これは香港からニ

セコに移住した方が夏になると実施するプログラム

で、子どもたちと一緒にスケートボードを作ったり、

自然の活用の仕方を教えてくれるんです。全部、英

語で教えます。日本人の子どもたちが結構参加し、

人数も増加傾向にあります。ロングステイ人口を増

やすのに、エデュケーションは一つのキーになると

見ています。もう一つはアートとロングステイです。

海外でもアートステイが流行っていますが、地域に

アートがあれば、それを観に行ったり、自分たちで

何かを学んだりできますので、そういうお客様を増

やすことができます。ニセコは買い物ができるわけ

でもなく、大きな町があるわけでもないので、自然

をじっくり楽しむロングステイが基本となります。 
司会 ありがとうございました。教育的視点という

のは気づかなかったところですね。今後の参考にな

る点かなと思います。日本人のロングステイをされ

ている方はご家族ですか。 
ハガード だいたい夫婦です。夫婦でやってくるん

ですけれど、年齢的には 55 歳～65 歳、70 歳くらい

です。そこに子どもさんが関わってくると、年齢層

が下がります。インターネット環境は整備されてい

ますので、仕事をしながら子どもをインターナショ

ナルプログラムに行かせたり、エデュベンチャーの

プログラムに参加させたりできますので、週末にお

じいちゃんとおばあちゃんを呼び寄せ、家族一緒に

過ごします。部屋が広いので、そういう楽しみ方が

できます。2018 年の家族一緒に海外へという旅行ト

レンドが注目されています。三世代がどこかに出か

けて学びながら、教えながら滞在するというスタイ

ルです。ニセコにコンドミニアムを買っている外国

人は、家族が集まってくれるからそうしているとい

う人が多いです。 
司会 だんだん分かってきました。家族が中心なん

ですね。友人じゃないんですね。 
ハガード やってきてから友人を作るケースはあり

ます。ニュージーランドにロングステイをする時、

そこにロングステイしている日本人を見つけて仲良

くなる。ニセコでも同じことが起きていて、レスト

ランなどで自己紹介しながら食事している日本人ロ

ングステイヤーをよく見かけます。 
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司会 ありがとうございました。青木先生、何かご

ざいますか。 
青木 一言で申し上げますと、マチュア・ツーリズ

ム。旅行者の成熟化ということを感じますね。わが

夫婦では絶対に無理ですけれども、ヨーロピアンス

タイルが日本でも定着しているということなんです

ね。新しい旅の形態が現れてきている。日本に 20
年くらい住んでいるあるイギリス人夫妻が、在日外

国人相手、日本で働いているけれども日本語がしゃ

べれない人を対象にツアーをやっていますが、それ

がまさにエデュケーションです。どこに行っている

かと言いますと、山形県の今はまだ雪に埋まってい

ますけれども、飯豊町という村の農家民宿に連れて

行って、フィールド・スタディーをやるそうです。

もちろん、飯豊の人は英語をしゃべりませんので、

地域のおばあちゃんや職人に会わせて、その生き方

や技術などを学ばせるというものです。なぜ、そん

なことを始めたのかというと、長年日本でビジネス

をやっていると、日本人がいったい何を考えている

のか分からない。ビジネスに行き詰まりが出てくる

と。どういうことかと言うと、日本人はすぐにイエ

ス、イエスと言うけれども、案外最後はノーとなっ

てしまう。本音と建前があまりにも違いすぎる。い

ったい日本人の文化って何だろうと。東京ではなか

なか探れないので、かえって田舎のおばあちゃんに

聞きに行けば分かるんじゃないか、それは日本の農

村に原点があるとというふうに考えて、企画したそ

うです。そしたら、連れて行った参加者が生き生き

として、たとえば、働いている会社でメープルシロ

ップを作ってそれを商品化してお中元お歳暮に使わ

せる、つまり商品開発にまでつなげたということで

す。3 泊 4 日くらいだと思うんですけれども、ロン

グステイがリピートステイ、何回も足を運ばせてト

ータルでは何泊という結果を導く。1 回 1 週間のロ

ングステイだけを考えるのではなく、3 泊 4 日を何

回も繰り返すことでもそれは可能性としてはあるの

ではないかと。 
司会 ありがとうございます。橋本さんはどのよう

にお考えですか。 
橋本 最近、面白いなと思ったのは、あるテレビ番

組を観ていたら、世界で一番寒い村を紹介していま

した。ロシアにあるオイミヤコンという村が、マイ

ナス 70 度くらいになるらしいんです。実は今そこ

に観光客が殺到しているという番組だったんですけ

れども、私も本当に行きたいなと思ったんです。た

とえば魚釣りをします。湖の氷に穴をあけてワカサ

ギ釣りみたいに釣るんですけれども、結構大きな魚

がかかって、釣り上げてぴちぴちとした次の瞬間、

固まってしまう。凍ってしまったその瞬間、私も行

ってみたいと思ったんです。 
先ほどから皆さまがお話しされていますように、

観光、つまり 1 泊 2 日の旅行とロングステイでは楽

しみ方が大きく違うなあと。ロングステイの一番の

醍醐味は他人の人生を疑似体験できる、他人の生活

を疑似体験できる点にあると思います。私自身、こ

れまでネパールに 4 回行っています。インドは 6 回

行っているんですけれども、今年も 11 月にネパー

ルに行く予定です。ネパールに行くと必ず滞在する

ところがチベット仏教寺院です。私がよく行く仏教

寺院に欧米系の尼さんがいらっしゃって、その方が

毎月定期的に外国人向けにチベット仏教を教えるコ

ースがります。7 日間コース、10 日コースそれぞれ

3 回ほどそれに参加しました。チベット仏教寺院に

泊まって 3 食食べさせてもらって、講義を受ける。

私は英語の勉強も兼ねて行くのを楽しみにしていま

す。10 日も経つと遠くの方でベルがチーンと鳴ると、

朝、パッと目が覚めるとか、3 食とも菜食なんです

けれども、なんだかピュリファイされたような気が

します。日本ではなかなか体験できないような面白

い場所で、そこに何度も行っています。 
ロングステイの可能性で言いますと、日本でも十

分あり得ると思っていて、たとえばヨハネスブルグ

に住む南アフリカ人が日本に来て、たとえばヨハネ

スブルグは街中などとても歩けない、移動手段は車

しか考えられない、車が停まったら撃たれるから信

号を無視して進んでいくとか聞いたことがあるんで

すけれども、そうした人が日本に来た時に、なんて

この国は安全なんだろうと思いますよね。欧米人の

人に聞かれたことがあるんですが、街中で「iPad 出

して大丈夫か」と聞かれたんですよ。「全然大丈夫で

すよ」と答えたのですが、聞かれたこと自体が衝撃

的でした。「何ならその iPad をそこら辺に置いてお

いて 1 分ほど離れても大丈夫ですよ」、と話したら

お客様も驚いていました。夜、女性が一人歩きして

も大丈夫とか、安心して飲みに出かけられるという

のは、彼らにとっては面白い体験かもしれません。 
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ここ数年、地方自治体のお仕事をさせていただい

ていますが、佐渡に夏 10 日間、冬 10 日間取材目的

で滞在したことがあります。そこに鼓童と呼ばれる

太鼓のパフォーマンスを楽しむ体験センターがあり

ます。大自然の中でそういう体験は面白いし、これ

もエデュバケーションですね。佐渡の山の中で 1 週

間かけて太鼓を習えるということになれば、外国人

がやってきてひたすら太鼓を叩く。たとえば、タイ

のバンコクでは長期滞在してタイ式マッサージを習

うとか、インドのヨガの聖地と言われるリシケシと

いうところでは 1 カ月～2 カ月滞在している外国人

向けにヨガ教室を開いている。そういうのって、日

本でも十分起こりえると思います。先ほど、雪国で

の事例のお話がありましたけれども、4 メートル 5
メートルの雪深いところで温泉につかるとか、温泉

につかりながらひたすら酒を飲んで星を眺めるとか、

日本でしかできないような体験、長期滞在のプログ

ラムを外国人に伝えるのも興味深いと思います。私

自身も、今後 5 年間でかなえたい夢があるんですけ

れども、東京から 2～3 時間で行けるようなところ

に山を借りてキャンプリゾートを造りたいと思って

います。世界を旅する中で体験したことですが、た

とえばネパールのリゾート施設に蜂を飼育するお花

畑があって、蜂がお花畑に群がっている。それを見

ているだけで幸せな気分になります。そんなことを

実現したいし、ニワトリが庭を走り回って玉子を産

む、その玉子で目玉焼きを作るとか。そんな体験が

できるリゾートを造ってみたいと考えています。 
司会 滞在しないと体験できないような何かを造ら

ないといけないと。私事ですけれども、明日から鹿

児島に行くんですけれども、ニワトリが走り回って

いるような宿に泊まります。結構高級旅館なんです。

1 泊 3 万 5 千円くらいかな。ロングステイではあり

ませんが。それでは、皆さまの夢を実現するうえで、

課題なり、こういう部分を変えていかないといけな

いというようなご提案がありましたらお願いいたし

ます。手短にまとめてお願いします。内田様いかが

でしょうか。 
内田 滞在型につきましては課題は多いと思います。

自然環境もあり、療養機能もあり、滞在型プログラ

ムありで、温泉地自身いろんな資源を持っています。

これも宿泊施設内の魅力、ハードとソフトの部分、

そして宿泊施設外の魅力、この二つの視点からなぜ

そういったものが必要かと考えた場合、長く滞在す

るには快適でなければならない。快適な暮らしの仕

組みというものを宿泊施設でも地域でも造っていく、

そして長くいても飽きさせない仕組み、目的づくり

といったようなものが必要じゃないかと思います。

先ほど取り上げた宿泊施設でもさまざまな目的をつ

くっていますけれども、地域に過ごすことの魅力、

地域の個性を生かした滞在型への取り組みの中で作

り上げていく必要があると。今まさに橋本様がおっ

しゃったように、人の生活、地域の文化を味わうこ

とができるような、そこに行かなければ体験できな

いようなそういうものを作っていく必要があると思

います。地域の個性と広域的な特性を生かして宿泊

施設、その周辺エリア、さらに広域エリア、青木先

生がおっしゃった点を線にしていく、そして線を面

にしていくことが長期の滞在でも求められていると

思います。 
その一方で、滞在型への大きな課題としては、ど

この地域でも共通しているのは地域においては滞在

生活を支える仕組みが地域全体で必要であると思い

ます。宿泊施設ではたとえ泊食分離がいくら進んで

も、行って食べるものが何もない、シャッター商店

街になっているのでは、充実した滞在生活は過ごせ

ません。また、滞在型温泉地で感じたのは国の様々

な助成金を得る中で制度を作っていたり、整備した

りしていますけれども、整備が整う前に助成金が終

わってしまったり、助成金の終わりが滞在プログラ

ムの終わりみたいな事例が結構見られます。こうし

た取り組みを人材的な意味でも財政的な意味でもし

っかり基盤整備を進めていくことが必要に思います。

つまりは意識改革だと考えています。温泉地に行っ

て、滞在型って何泊くらいですか、長期滞在って何

泊からですかと聞いても、みんなバラバラなんです

ね。湯治型温泉地に行っても、まあ、2 泊してくれ

ればいいかなとか、1 泊以上ならいいよねと言った

感じです。では湯治って何ですか、滞在型って何で

すかと言われても、みなさん共通したイメージがな

い。むしろよく言われたのが温泉地で滞在型は難し

いよね、1 泊 2 食型がここまで進んでいるからこれ

以上は無理だよ、というようなマイナスの、否定的

な意見も多く見られました。 
それでは、日本の温泉地で滞在型が駄目なのかと

言えば、もともと日本の温泉地は滞在型を中心に発
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展してきた文化、土壌があります。滞在生活の過ご

し方についても様々な可能性があります。やはり地

域の意識の変化、そして来てもらう人への意識の変

化、ここをどう促していくかが課題だと思っていま

す。本日、ハガード様の交流というお話の中で、み

んなが自己紹介をしているというご紹介がありまし

た。まさに昔の日本の温泉地ではそういう文化があ

りました。先ほど見ていただいた図の中では交流が

真ん中に来ていますけれども、現代の図の中では交

流が真ん中に来ないんですね。交流をする場も、そ

れを育て支える仕組みもないということからも、施

設のハード、地域のハードではない様々なソフトの

意味でも、やはり人々の意識改革が必要なのではな

いかと思います。 
司会 はい。ありがとうございます。交流がキーワ

ードなのかなと思います。それではハガードさん、

お願いします。 
ハガード ニセコの課題についてお話します。2011
年より急速にニセコに日本人ロングステイのお客様

にやってくるようになりました。夏の 3 カ月間埋め

てくれる大事なお客様ですが、値段を安くしてその

人たちを迎え入れるところは実際にあります。冬に

1 泊 10 万円 20 万円取れるような宿が 1 カ月同じ料

金で泊まれる安い金額を提示してお客様を誘致して

きたので、今そのコミュニティはどんどん増えよう

としています。 
今、世界のツーリズムが爆発的に動くようになり

まして、ニセコは冬のお客様に夏の魅力をアピール

しているところです。トイレに入ると、夏のポスタ

ーがドーンと張ってあります。どこに行っても夏の

良さを伝えています。先週、トマムでパネルディス

カッションに参加したのですが、北海道スノーエク

スポだったので、北海道スノーエクスポに来ている

旅行会社の人たちはみなさん夏の魅力をそこで知り

たがっていました。今までになかったことですね。

夏にニセコに泊まりたくなるようなコンドミニアム

があるんです。これまでの日本人ロングステイヤー

と、これからの観光客とのバランスをどう保つのか

がこれからの課題だと思います。明らかに高い料金

を設定したいコンドミニアム側の思惑とどう折り合

いをつけるか。ロングステイとショートステイのお

客様のバランスが非常に大事になってきます。うま

く行けば、うまく稼働していくと。また新しい宿が

できれば、またコンドミニアムに空きが出てくると

は思います。エデュベンチャーのようなシステム、

付加価値をつけた商品化づくりが今後の課題だと思

います。何かをテーマにして誘客する。そしてホリ

デーなんです。ホリデーとロングステイのコンテン

ツは違っていて当然です。ニセコのロングステイの

お客様はゆっくり滞在して楽しむ人々。一方、ホリ

デーマーケティングをうまく活用すればロングステ

イに火が付くのではないかと思います。 
司会 では橋本様お願いします。 
橋本 ロングステイの課題というところでは、働き

方の考え方を変えることかなと思います。私の父は

大手企業で 40 年間勤めあげた人間ですけれども、

父は 3連休以上の休みを取ったことがないと言って

いました。本当のところはどうか分かりませんが、

確かによく働いていました。私自身は、最初に入っ

た外資系の会社でも最大 24 連休取ったことがあり

ますし、プロジェクトの合間にドカッと取れたりで

きました。それを見て父がそんなに休んで大丈夫か

と心配していました。一回転職したタイミングでも

合間に 2 カ月休みを取って旅行したりとか、リクル

ートに入った時も旅行の部署にいたので、年に 5 回

くらい海外旅行に行ったりと休みを多く取ってきた

人間ですが、まだまだ休みは取りにくい環境にある

と思っています。欧米人は 2 カ月まとめて取ったり

しますが、日本ではそういう会社にいても丸 2 カ月

は休みにくいです。私が世界一周旅行した時は、1
年休職したいと希望したのですが、さすがにそれは

駄目で、それならと退職したのですが、辞める時は

勇気がいりました。 
一般的な常識では、いい学校出て、いい会社に勤

めて、長く働き続けて、結婚して子ども生まれてみ

たいな生き方、そういう教育を受けてきました。そ

ういうものから抜け出るのは非常に怖かった。1 年

くらいずっと考えての結論だったんですけれども、

今から考えるとよかったなと思っています。自分が

今会社を経営していて、3 カ月は無理だけど、1 カ

月は休めるようにしたいと思っています。うちのス

タッフは 2週間連続して休みを取ったりしています

し、働き方の考え方を変えるということは大事だと

思います。働き方改革が話題になっていますけれど

も、もっと思い切って 1 カ月休みを取るとか、1 年

休むとかが当たり前の世界にするのが大事かなと思
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います。 
2 年ほど前にアメリカのシリコンバレーに 5～6

週間視察に行ってきたんですけれども、グーグルの

本社を見て刺激を受けました。グーグルは大学のキ

ャンパスみたいになっていて歩くスペースも広々、

アップルもそんな感じでした。そこに働いているス

タッフは昼休みバレーボールをしたり、結構自由に

過ごしているのが印象的でした。それがさっき申し

上げたキャンプリゾートを造りたいという発想にも

つながっています。私も普段は東京で仕事をしなけ

ればならないところもありますが、今の IT は遠く

にいてもオンライン会議で、あるいはスカイプでも

繋がりますし、どこでも働いても変わらないところ

があります。なので、金曜日からは社員はキャンプ

リゾートに行って、土日そこで過ごす、みたいな働

き方改革。そういうものを実現したいと思っていま

す。 
司会 はい。ありがとうございました。青木先生、

いかがでしょうか。 
青木 先ほどハガードさんがホリデーのお話をされ

ました。日本人はそれを休日としてしか訳していな

くて、本来の概念が理解できないところがあります。

私が聞いたホリデーの語源はホーリーデー、つまり

月曜日から金曜日まで神の教えを守らずにあくせく

働いている、罪滅ぼしに日曜日になったら神の下に

懺悔をする。そして初めて切り刻まれた、あいつよ

りもっと偉くなりたいとか、あいつより金を儲けよ

うとか、本来人間があるべきものでないものを競争

社会の中でやっていったことを後に懺悔して、人間

として全うになる。それがホーリーデーだというこ

とらしいです。ホーリーナイトと言うじゃないです

か。これからホーリーというのがロングステイに向

けて重要な概念になるのではないかと思います。 
つまり、自分を切り刻んだ機能的な人間として見

るのではなく、一つの命と心を持った優しさのある

人間になるために、何をしたらよいかという時に、

隠れた田舎に行ってみる。雪の中でこんなにつらい

仕事で、大学にも行かずに耐えて耐えて生活してい

るおばさんがなんでこんなに優しんだろう、そうい

う人間的なものに触れた時、自分がそこで気づかさ

れる、これも一つの農泊の魅力です。日本人がもっ

ともっと感じなければいけない課題がそこに出てき

ていて、先ほど内田さんがおっしゃった価格の多様

な設定というのは、グリーン・ツーリズムにとって

も問題だと思うんですね。1 泊 6500 円～7000 円が

安いと言ったって、それを 4 泊～5 泊連泊する人は

いない。1 泊なら 6500 円だけど、4 泊すれば全部で

1 万 2000 円になる。長期になればなるほど安くな

る。そういう設定がなぜ日本の中に定着しないのだ

ろうか。お客様がそういう選択をしないからなのか、

鶏と卵議論に似たところがあって、行く末は橋本さ

んみたいな人がいっぱい現れてくるのではないかと

思います。したがって価格設定の多様化が大事だと

思います。今日、まさか 100 万円の部屋の話は想像

だにしませんでしたから、東京でも安いものか高い

ものしか売れないとよく聞きますが、二極化してい

るという構造です。超高いものも人気がありますが、

超安いものも飛びつく。真ん中が中途半端のゾーン

になっていて、そこにどのくらいの人を呼び込みか

が重要になってきます。 
先ほど命の宿という話がありましたが、私はこれ

からグリーン・ツーリズムにとって大事なのは食と

農で、これをしっかり追求していくことだと思いま

す。食べ物はあり余っていますが、実は食べ物の質

に対してわれわれはかなり鈍感になっているのでは

ないか。ロングステイが生かされる方向に、もう一

度自分の食生活を改めるきっかけがあって、農の営

みもある。そこに命と農のツーリズムを考えていま

す。 
司会 どうもありがとうございました。今日は 4 人

の先生方からいろいろお話を伺ってまいりました。

ロングステイ概念が広がったのではないかなと思い

ます。もともとロングステイ学会のベースになった

ロングステイ財団のテーマは海外のロングステイだ

ったと思いますけれども、今日のお話のように江戸

時代の湯治のお話から始まりまして、海外の方がた

くさん訪れて発展しているニセコ、そこに夏、日本

人が来るようになったというお話もございましたし、

橋本様のお話では最先端の旅をしている人がロング

ステイしているお話とか、青木先生には基調講演で

お話ししていただいたように、日本の農村を舞台に

したロングステイ。いままで意識していなかったよ

うなところにもいろいろな可能性があるということ

が実感できました。 
いろいろなお話をまとめることは私の能力を超え

ておりますが、思いついたキーワードだけ振り返っ
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てみますと、やはり交流というものが大事かなと思

います。青木先生は最初ホスト・ゲスト関係の進化

とおっしゃいました。そのあとで内田先生のお話で

はゲスト同士の交流に話が及びました。あるいはニ

セコのお話では家族の人、交流と言っていいか分か

りませんが、みんなが集まって楽しむ場になってい

る。そうして集まった人もレストランのようなとこ

ろで他のゲストの人たちと交流していると。交流の

場としてのロングステイの場所、それが大事になる

ように思います。そしてロングステイの必然性、そ

こに行ってロングステイしなければ体験できないこ

と、その目的のためにロングステイをする、その目

的づくりをしなければいけない。どういう必然を作

り上げるか、魅力づくりをしていくことが大事だと

思いました。長く滞在するわけですから、それを支

える仕組みが大事だと思います。ニセコはレストラ

ンなど充実しているようですけれども、ガイドブッ

クも先ほど見せていただきました。最近は野沢や白

馬にも、外国人の方がたくさん集まって、夕食難民

が発生していまして、食べる場所を探すのが大変な

状況です。そういうものをしっかりサポートしてい

くことも必要に思います。思いもよらなかったのが

教育の視点ですね。家族で長く旅行をする。リタイ

アした人が行く際は必要ありませんが、若いご家族

の場合は子連れで行く際には教育の視点も大事にな

ってくると思います。そして、日本人がロングステ

イするにはどうしても休暇制度の改革、いまいろん

なところで言われておりますけれども働き方改革、

これを実現しないと、長期で滞在するのは難しいと

思いますが、橋本様のような会社も徐々に出てきて

いるのだなと大いに期待したいと思います。 
うまくまとめきれませんでしたが、今日はたいへ

ん刺激的なお話を伺いまして、今後のロングステイ

を考えるうえで参考になったと思っております。4
人の先生方、本当に貴重なご提言をありがとうござ

いました。 
■ 
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ロングステイに関する大学・各国政府機関の認知度調査分科会 

―長期滞在型・ロングステイ観光学会の活動の活性化を図る― 

Educational institution / Government Tourism Bureau investigates the degree of interest in long 

stay 

 

著者 山田 美鈴、協力 持田正美 

Misuzu Yamada、Masami Mochida 

 

2016年に長期滞在型・ロングステイ観光学会が発足し現在3年が経過した。発足時に岡本会長は巻頭言で「なぜ1泊2日では問

題なのかを含めてロングステイに象徴される長期滞在型観光の可能性を模索する必要性があるのではないか。わが国にはすでに10

を超える観光関連の学会が存在する中で、新たに長期滞在型・ロングステイ観光学会を立ち上げようとするに至った理由はそこに

ある。すでに既存の観光関連学会に加入しておられる研究者に加え、これから長期滞在という新たな視覚から観光研究を志す同志

の参加を期待する」と述べられた。設立総会での基調講演では初代観光庁長官であった本保芳明氏より学会に期待したいことが３

つあると言われたうちの１つが特に印象に残っている。それは「大学では実学的なものは軽視され、嫌われることもある。学問的

な事での評価を得ようとすると、新しい切り口、新しいアイデアが重視される。一方で、具体的な現実に対する取り組みを把握し、

その事象を示してもあまり評価されない。しかし長期滞在型・ロングステイの推進はお遊びではない、具体的な成果につながるも

のを是非やっていただきたい。」という部分である。そこで発足時の主旨を念頭に置き、長期滞在型・ロングステイの研究活動の活

性化と拡大を期すために、先ずは現状を把握する必要があるのでアンケートで認知度等を調査する事にした。 

 

キーワード：ロングステイの認知度、教育機関、政府観光局、ポータルサイト 

 

1. 長期滞在型・ロングステイ観光学会およびロングステイ

の認知度を調査するアンケートの実施 

ロングステイ財団研究員時代に、平成17年度経済産業省委

託事業「平成17年度サービス産業構造改革推進調査（海外滞

在型余暇に関わる調査研究）」を受託し、各方面に渡りロング

ステイに関するアンケート調査を実施した。その時実施した

調査の中の一部が今回の対象となる教育機関および各国政府

観光局が含まれているので比較することができた。教育の現

場、政府観光局がどのようにロングステイを捉えているか、

今後の動向について探ってみた。教育機関からは19校22名、

政府観光局は13か国・地域から回答を得た。2005～2006年の

調査では教育機関は 49 校へ郵送でアンケートを送付し、10

校から回答を得た。今回は 150 校に対してメールを送信し、

回答は 22 件であった。政府観光局は訪問やメール、HP から

30件依頼した結果、13の国・地域から回答を得た。前回の12

件の回答をしたうちの 8 か国は今回も回答を得られたので、

ロングステイに対する取り組みの変化を把握することができ

た。 

２．アンケート調査の結果 教育機関 

教育機関に対して長期滞在型・ロングステイ観光学会とロ

ングステイ財団の認知度についての質問をした。アンケート

の質問と回答の集計結果は図-1のように、回答者の11/22

（50％）が「当学会を知っている」とした。「ロングステイ財

団は知っている」は10/22（45％）「両方とも知らない」とい

う回答が5/22（23％）という結果となった。そこで教育関係

者に長期滞在型・ロングステイへ関心を向けさせるには、短

期旅行では得られない経験をしたロングステイ経験者との接

点を持つ機会を提供することを提案したい。 

図-1
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１．ロングステイ財団と学会の認知度 
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ロングステイに関する大学・各国政府機関の認知度調査分科会 

―長期滞在型・ロングステイ観光学会の活動の活性化を図る― 

Educational institution / Government Tourism Bureau investigates the degree of interest in long 

stay 

 

著者 山田 美鈴、協力 持田正美 

Misuzu Yamada、Masami Mochida 

 

2016年に長期滞在型・ロングステイ観光学会が発足し現在3年が経過した。発足時に岡本会長は巻頭言で「なぜ1泊2日では問

題なのかを含めてロングステイに象徴される長期滞在型観光の可能性を模索する必要性があるのではないか。わが国にはすでに10

を超える観光関連の学会が存在する中で、新たに長期滞在型・ロングステイ観光学会を立ち上げようとするに至った理由はそこに

ある。すでに既存の観光関連学会に加入しておられる研究者に加え、これから長期滞在という新たな視覚から観光研究を志す同志

の参加を期待する」と述べられた。設立総会での基調講演では初代観光庁長官であった本保芳明氏より学会に期待したいことが３

つあると言われたうちの１つが特に印象に残っている。それは「大学では実学的なものは軽視され、嫌われることもある。学問的

な事での評価を得ようとすると、新しい切り口、新しいアイデアが重視される。一方で、具体的な現実に対する取り組みを把握し、

その事象を示してもあまり評価されない。しかし長期滞在型・ロングステイの推進はお遊びではない、具体的な成果につながるも

のを是非やっていただきたい。」という部分である。そこで発足時の主旨を念頭に置き、長期滞在型・ロングステイの研究活動の活

性化と拡大を期すために、先ずは現状を把握する必要があるのでアンケートで認知度等を調査する事にした。 

 

キーワード：ロングステイの認知度、教育機関、政府観光局、ポータルサイト 

 

1. 長期滞在型・ロングステイ観光学会およびロングステイ

の認知度を調査するアンケートの実施 

ロングステイ財団研究員時代に、平成17年度経済産業省委

託事業「平成17年度サービス産業構造改革推進調査（海外滞

在型余暇に関わる調査研究）」を受託し、各方面に渡りロング

ステイに関するアンケート調査を実施した。その時実施した

調査の中の一部が今回の対象となる教育機関および各国政府

観光局が含まれているので比較することができた。教育の現

場、政府観光局がどのようにロングステイを捉えているか、

今後の動向について探ってみた。教育機関からは19校22名、

政府観光局は13か国・地域から回答を得た。2005～2006年の

調査では教育機関は 49 校へ郵送でアンケートを送付し、10

校から回答を得た。今回は 150 校に対してメールを送信し、

回答は 22 件であった。政府観光局は訪問やメール、HP から

30件依頼した結果、13の国・地域から回答を得た。前回の12

件の回答をしたうちの 8 か国は今回も回答を得られたので、

ロングステイに対する取り組みの変化を把握することができ

た。 

２．アンケート調査の結果 教育機関 

教育機関に対して長期滞在型・ロングステイ観光学会とロ

ングステイ財団の認知度についての質問をした。アンケート

の質問と回答の集計結果は図-1のように、回答者の11/22

（50％）が「当学会を知っている」とした。「ロングステイ財

団は知っている」は10/22（45％）「両方とも知らない」とい

う回答が5/22（23％）という結果となった。そこで教育関係

者に長期滞在型・ロングステイへ関心を向けさせるには、短

期旅行では得られない経験をしたロングステイ経験者との接

点を持つ機会を提供することを提案したい。 
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次にロングステイ財団が毎年発行している「ロングステイ

調査統計」という書籍について質問をした。「読んだことはな

い」という回答は 12/22（55％）であった。「この調査で初め

て知ったので読んでみたい」という回答が 3/22（14％）とわ

ずかではあるが存在した。「読んだことがある」という 6/22

（27％）のうち当学会関係者以外は 1 名であった。ロングス

テイという言葉は認識していても、その効果効用の具体例を

知る人は少なく、そのためには最適の書籍であると思う。ま

ずは教育機関をはじめ、政府観光局、地方自治体、観光業に

対してこの書籍の告知と当学会への勧誘活動を並行して実施

することが効果的ではないだろうか。またこの調査結果を当

学会においても独自に分析を加えることも勧めたい。この調

査は毎年開催されるロングステイフェア、ロングステイセミ

ナー等に参加したロングステイ希望者と、ロングステイを経

験したグループに対して実施すると同時に全国の一般不特定

多数に対してインターネット上でアンケートを実施している。

ロングステイについて情報を取りたいと積極的にセミナー等

に参加している人と、そうではない人と比較すると希望国を

はじめ多くの質問において違いが出ているので興味深い。ま

だ読んでいない学会員には是非お勧めしたい。 

図-2 

 

海外ロングステイのイメージについて複数回答を求めた結

果は図-3である。まだまだ「シニアのライフスタイルの一つ」

や「年金の有効活用の手段のひとつ」と、シニア・退職者を

主体としている意見が多かった。一方「現地で日常生活を楽

しむスタイル」、「時間に追われずゆっくり文化、自然鑑賞を

楽しむ観光スタイル」、「異文化へのあこがれ型」、「異文化交

流を目的」、「ボランテイア」、「英語のブラッシュアップ」と

いう年齢、立場にとらわれない回答もあり、これは長期滞在

型観光とはシニアに限定せず、若い世代の学生や有職者に対

しての市場でもある事を明確にしている。図-4で説明をする

が、海外ロングステイの経験者からの回答でも明らかになっ

たように、海外ロングステイだからこそ得られたという回答

が多い。ストレスの多い現代社会の中で有給休暇の週単位の

取得を促進し、リフレッシュ期間を与えることで精神的な効

果が期待できると確信する。そこで全国の観光学部において

「長期滞在型観光・ロングステイ」を是非取り入れるよう提

案したい。 
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効果効用があるということを拡散するためにも、観光学の授

業に取り入れていただきたい。旅行業者は「ロングステイ体

験旅行」は作成しても、ロングステイそのものを企画するこ

とが殆どない。そこで初心者向けのロングステイトレーニン

グツアーとしてロングステイアドバイザー同行の週単位のロ

ングステイツアーの企画を提案したい。 

図-4（長期滞在型・ロングステイ観光論集 Vol.1より） 

 

 

具体的に講義の中でロングステイを取り上げた経験の有無

について質問した結果が図-5である。32％は「講義した経験

がある」という回答を得た。 今後ロングステイを授業で取

り上げる可能性に対しては図-6のように「現在あるので継続

する」18％、「取り上げたいと考えている」が50％と高率であ

った。「可能性はない」は32％。この50％もある今後取り上

げたいと考えている学校に対して学会として是非アプローチ

をすべきである。 

図-5 

図-6

取り上げる場合、海外、国内又は両方なのかを尋ねた結果が

図-7である。インバウンドが活性化してきた世相を反映して

いるように、両方という回答が67％であった。国内のみはゼ

ロで、海外のみは28％という結果となった。 
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次にロングステイの専門家又は経験者の話を講義に取り入

れてみたいかを尋ねた結果が図-8である。「定期的に講義を行

いたい」5％、「機会があれば単発でお願いしたい」60％、「必

要を感じない」は30％であった。60％が専門家か経験者を招

いてみたいと回答をしている点に注目すべきである。ロング

ステイアドバイザー協会が昨年設立されたが、これは経験豊

かでアドバイスができる人を新たに組織化したものである。

協会から学校へ随時派遣制度を作ることを勧めたい。筆者は

この協会にも関わっているので派遣制度を具体的に提案し、

いつ、誰に依頼したらよいかを分かりやすくし、その需要に

応じるようにしたいと考える。     

図-8

 最後の質問で学会の活動について尋ねた結果が図-9である。

「この調査で学会の存在を始めて知った」が26％、「所属中」

が22％、「興味があるので資料が欲しい」が18％、「加入を検

討したい」9％と。前向きな回答を多く得た。この結果からま

だまだ教育機関には当学会の存在、活動内容が知られていな

いことが伺えるが、このように、存在を示せば資料が欲しい、

入会を検討したいという意見が出てくるので、教育機関に対

して適切な広報活動が必要だと感じた。 
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３．アンケート調査の結果 政府観光局 

今回のアンケートにご協力いただいた13の国・地域は、タイ

国政府観光庁、スペイン政府観光局、フィリピン観光省、マ
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局、ポルトガル政府観光局、オーストラリア政府観光局（回

答到着順）であった。最初の質問はロングステイ等の記述に

関して、2006年の調査時は一般的ではなかったfacebook、ブ

ログを加えて尋ねた。結果は図-10である。「印刷物」は前回

が42％であったのが、今回の調査では31％と減じている。「HP」

は前回33％であったが、46％と増加。今後はますます紙媒体

からwebでの情報提供やパンフレットのダウンロードに移行

していくであろう。一般的なパンフレットをweb上での提供

にとどめている観光局が増えている中、印刷物の割合は減っ

たとはいえ、提供している観光局があるのはロングステイ関

連の需要が大きいから提供しているといえよう。 
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図-11のように、「経験あり」が46％であった。2006年では
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長期滞在施設、長期滞在査証の問い合わせについては図-12

である。上位はフィリピン政府観光省とマレーシア政府観光

局であり、「週に数回」という回答を得た。「月に数件」とい

う回答はポルトガル政府観光局であった。「年に数件程度」は

タイ、スペイン、マリアナ、フランス、グアム、イタリア、

ニュージーランドの政府観光局であった。上位2か国は長期

滞在査証を取得している日本人も多い。フィリピンSRRV

（Special Resident Retiree‘s Visa特別居住退職ビザ）の

日本人取得者件数は累計で3,438件 マレーシアのMM2H

（Malaysia My Second Home Program）の日本人取得件数は累

計で4,545件（2017年）という回答を得た。フィリピンは配

偶者と21歳未満の子供の同伴を含めて１件として申請が可能

であり、マレーシアは21歳未満の未婚の子供、60歳以上の両

親の同行も可能なため、人数ではなく件数の表記をしている 

図-12

 

問い合わせの内容についての回答は図-13である。2006年は

１①各都市基本情報 ②治安 ③住居 ④観光査証 ⑤観光 

⑥退職者、永住査証 ⑦趣味・娯楽 ⑧医療 ⑨資金管理 ⑩

文化講座と続いていた。「ロングステイ調査統計2018」では不

安要素として1位「治安」2位「医療事情」3位「言葉」であ

り、「住居」が13位となっている。観光局への相談としては

①住居 ②査証 ③治安の順番である。今はネットの時代で

あり各種情報が溢れているが、滞在費用の多くを占める住居

の情報は公的機関で確認をしたいと思っている人が多いこと

がわかる。2位は、査証免除国であっても事前登録が必要な国

も増えている事や、無査証の範囲以上での滞在を希望する人

が増えていることを反映していると思われる。なお、査証免

除国であっても、旅券の残存期間には注意が必要である。そ

して、前回は11位であった「語学習得」が5番目に上昇して

いる点は注目すべき点である。 

今後のロングステイの動向を尋ねた結果、図-14の回答を得た。 

一番多い回答は無査証の範囲の滞在から2～4週間の滞在と比 

較的短期な滞在を予想した国が多かった。 
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これらは働き方改革で定年延長の影響もあり、団塊の世代が 

定年後に海外ロングステイに押し掛けると言われた2007年以 

前とは大きく変化している。長期滞在査証も年齢を問わない 

国もある。時間持ちとなるシニア層だけでなく、ノマドとい 

われる場所を問わない働き方をしている人、さらにテレワー 

ク型ロングステイなど現役世代には、短・中期のロングステ 

イが現実的であるようだ。69歳以上のロングステイヤーから 

は、長期間の海外旅行保険が入りづらくなったので3か月毎 

に帰国しなければいけないという話も聞く。このような背景 

の中、無理のない期間でのロングステイが予想されるのは当 

然かもしれない。今後のロングステイの取り組み方を尋ねた 

結果は図-15である。政府観光局の55％が「個人旅行の範囲 

として取り組むことはある」という見解を得た。「特に予定は 

ない」という回答は36％であるが、「予算的な問題はあるが引 

き続き積極的に取り組んでいきたい」というマレーシア政府 
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観光局、あるいは、フランス観光開発機構のように「旅行会 

社による長期滞在の商品化をしたい」という意見もあった。 

またニューカレドニア観光局は「新規にロングステイ商品造 

成、セミナーの開催を希望」と積極的な取り組みを予定して 

いる。 
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ように回答を得た。中には「活動に興味があるので資料が欲 
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けない。ロングステイの認知度を向上させるには、各国の観 

光情報の窓口である全観光局のHPに長期滞在、ロングステイ 

のキーワードを掲載いただく事が有効であると思う。 

ロングステイがもたらす経済効果、精神面の効果を明確にし、 

研究活動への参加を呼び掛ける事が重要だと思う。効果的な 

メデイアを利用し、学会の活動内容をいかに発信していくか 

が重要な課題である。 
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関連キーワードを「ロングステイ」、「LONG STAY」、「長期滞在」、 

「海外移住」、「海外年金生活」、「海外医療費」、「海外住宅情 

報」、「退職者査証」の8つに絞り込み検索を実施した。対象 

のポータルサイトは10社であった。そこで今回の調査でも同 

じキーワードで検索し、比較をすることにした。今回の調査 

では前回調査のうち上位2社の「Yahoo 」と「Google」のみ 

に絞り込んだ。比較を実施した結果が図-18である。 増減率 

が大きかった順番に2社を比較する図が図-17である。 

「LONG STAY」の増減率の増加と「ロングステイ」とを比較 

すると驚異的な差が生じている。2006年の調査時には、この 

2社以外でもすべてのポータルサイトで英文のLONG STAYが下 

回っていた。LONG STAYは造語であったので、財団の初期時代 

海外でLong stay hotelと英語で尋ねてみたが、意味が理解 

されずExtended stay Hotelの事かと聞き直された経験が 

あった。この結果を踏まえて、学会のHPに掲載するとき、カ 

タカナだけではなく、英文のLong Stayという表記を加える 
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したい。     
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図‐18 

ポータルサイト別ロングステイ関係の情報量調査の比較 

 Yahooとgoogleの2006年3月2日と2019年1月25日

調査との比較及び増減率 

  キーワード ロングステイ LONG STAY 

Yahoo 

2006年 670,000 356,000 

2019年 1,320,000 2,580,000,000 

増減率 97% 724619% 

google 

2006年 2,900,000 477,000 

2019年 1,920,000 2,240,000,000 

増減率 -34% 469502% 

  キーワード 長期滞在 海外移住 

Yahoo 

2006年 2,020,000 821,000 

2019年 21,800,000 31,600,000 

増減率 979% 3749% 

google 

2006年 1,740,000 2,350,000 

2019年 21,800,000 38,400,000 

増減率 1153% 1534% 

  キーワード 海外年金生活 海外医療費 

Yahoo 

2006年 2,740,000 2,630,000 

2019年 28,000,000 49,600,000 

増減率 922% 1786% 

google 

2006年 1,860,000 921,000 

2019年 38,400,000 40,100,000 

増減率 1965% 4254% 

  キーワード 海外住宅情報 退職者査証 

Yahoo 

2006年 11,200,000 191,000 

2019年 170,000,000 3,910,000 

増減率 1418% 1947% 

google 

2006年 3,020,000 15,000 

2019年 204,000,000 3,910,000 

増減率 6655% 25967% 

＊両社とも数値は約という表記 

 

５．最後に 

このように13年の間に日本発の造語英語であった「LONG STAY」

が世界でも通用する英語になった事は1992年に発足したロン

グステイ財団の果たした役割が大きいと思う。そしてキーワ

ードは「ロングステイ」から「LONG STAY」へと変化していっ

た。冒頭でご紹介した本保元観光庁長官の3つのお願いの2

つ目は「海外発信をしていただきたい」であった。そして「こ

の学会から素晴らしい英語の論文が出て発表されることを期

待しています。」と続いた。まさにこの言葉は「Long Stay」

というキーワードが大幅に増加したことからも、学会の次な

る課題として考えていくべき点であろうと思う。 

今回のロングステイの認知度の調査をするためにアンケート

を出した結果、政府観光局からの回答数はほぼ予定数に達し

しているが、中には、質問が届く仕組みに問題がある国もあ

った。13年前と比較すると情報のデジタル化が進み、対応型

の観光局が減少しているのが残念である。これらの流れがど

こまで加速していくか今後の展開を見守りたい。 

 

謝辞：本研究にあたり、ロングステイアドバイザーで元ロン

グステイ財団職員の持田正美氏に多大なるご協力をいただい

たこと、マレーシア科学大学の日本語センターの副田雅紀先

生にも、アンケート配布先として、日本から過去に訪問され

た大学の教授にマレーシアからアンケートを送付頂いたこと

を報告するとともに心から謝意を表したい。また観光局との

パイプが深い治部田歩氏にも政府観光局へのアンケートの依

頼をお願いしていただけた事も謝意とともに報告させていた

だきます。 

アンケートにご協力をいただいた教育機関名： 

杏林大学、獨協大学（3）、立教大学、帝京大学（2）東海大学、

淑徳大学、国立明石工業高等専門学校、愛知淑徳大学、麗澤

大学、ノートルダム清心女子大学、マレーシア科学大学、玉

川大学、京都外国語大学、追手門学院大学、目白大学人間学

部、名城大学、城西国際大学、成蹊大学、京都産業大学以上

19大学22名（回答到着順） 

アンケートにご協力をいただいた政府観光局 

タイ国政府観光庁、スペイン政府観光局、フィリピン観光省、

マレーシア政府観光局、マリアナ政府観光局、フランス観光

開発機構、グアム政府観光局、イタリア政府観光局、韓国観

光公社、ニューカレドニア観光局、ニュージーランド政府観

光局、ポルトガル政府観光局、オーストラリア政府観光局以

上13の国と地域（回答到着順） 

参考文献： 

ロングステイ調査統計2018(一般財団法人ロングステイ財団) 

平成17年度経済産業省委託事業 

平成17年度サービス産業構造改革推進調査(海外滞在型余暇

に関わる調査研究)（発行当時：財団法人ロングステイ財団） 
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待しています。」と続いた。まさにこの言葉は「Long Stay」

というキーワードが大幅に増加したことからも、学会の次な
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った。13年前と比較すると情報のデジタル化が進み、対応型

の観光局が減少しているのが残念である。これらの流れがど
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中国経済の低迷等により、訪日中国人観光客の観光行動にも変化の兆しがみられる。そのような状況において

中国人の訪日ロングステイの発展は一つの選択肢である。2017 年度から発足した本分科会では 2019 年 2 月に

中国人に対するアンケート調査を行った。特に、購買行動モデルの AISCEAS の過程に即した質問項目を設定

し、訪日ロングステイ経験者と未経験者の結果を比較することを通じて、中国人の訪日ロングステイを発展さ

せるために必要な施策を検討した。その結果、活用する情報媒体や比較対象となる国・地域、および実施検討

事項に差異がみられた。そして、より観光的な需要の側面を持つ未経験者に対し、的確な情報提供を行うこと

により、中国人の訪日ロングステイヤーを増加させることが可能になることが示唆された。 
 

キーワード：中国人、長期滞在、ロングステイ、AISCEAS、情報 

 

１．中国人の訪日ロングステイ 

本分科会では、中国人の訪日ロングステイ（長期滞

在）の需要と可能性を検討するために、2017 年度から

調査を開始した。2017 年度には訪日中国人観光客に対

するアンケート調査を行い、ロングステイを行う上で

の不安要素として「言語」や「文化（の差異）」が存在

すること、訪日経験数が増加するにあたって、日本へ

の居住意向の割合が高くなる傾向を明らかにした（有

馬ほか 2018）。 
一方、2017 年度調査の課題として、中国人を訪日ロ

ングステイに導くための具体的な施策や指針について

は明確な結論を見出せなかった。そこで、本分科会で

は、潜在的な需要や今後日本が必要な取り組みを後押

しするため、購買行動モデルを活用したアンケート調

査を行い、その結果を検討することとした。折しも、

中国経済の低迷等により、中国人の観光行動に変化の

兆しが表れ始めた。今後は、より質の高い、きめ細や

かなマーケティングや施策を行う必要があり、中国人

の訪日ロングステイの需要を掘り起こし、双方にメリ

ットのある道筋をみつけることが求められる。本報告

がその一助となれば幸いである。 

２．AISCEASとロングステイの実施過程 
購買行動モデルはマーケティングの領域で用いら

れる行動モデルであり、社会における消費行動の変化

に呼応して様々なモデルが提唱されてきた。たとえば

著名なものとして AIDMA がある。このモデルは

Attention（認知）、Interest（興味・関心）、 Desire（欲

求）、Memory（記憶）、Action（行動）という段階で購

買行動を理解するモデルである。その後、インターネ

ットの普及を考慮し、検索（Search）や共有（Share）
という概念を取り入れた AISAS も提唱された。 
本分科会では、アンヴィコミュニケーションズ（望

野和美）が発案した AISCEAS を調査のフレームとし

た。AISCEAS は、AISAS に比較（Comparison）と検

討（Examination）というプロセスを取り入れたモデル

である（図 1）。これは「単価が高く、購買意思決定に

時間が必要な商材や意思決定プロセスが複雑な商材に

指摘している」とされ（中野 2018）、ロングステイの

実施過程にも援用が可能であると考えた。 
AISCEAS を取り入れ、観光現象を解釈しようと

した研究は複数ある。たとえば、鈴木ほか（2010）
はインターネット上の口コミ情報を収集し、配信す

＊帝京大学 ＊＊帝京大学経済学部観光経営学科（学部生） ＊＊＊株式会社makes 
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るシステムを構築するために、観光情報の影響を

AISCEAS の枠組みで理解した。また、萬ほか（2014）
も観光情報収集システムの構築と実装のために、

AISCEAS で観光行動を捉えている。上記の 2 つの

事例のように AISCEAS はウェブシステムの開発と

共に、もしくはその時前段階の観光行動の理解とし

て活用されることが多く、実際にどの時点でどのよ

うな取り組みが必要かというマーケティング本来

の観点から活用された研究はみあたらない。 
 OTA の重要性が既知の事実であるように、インバ

ウンド・ツーリズム、またインバウンド・ロングス

テイにおいても、インターネット等による情報はよ

り重要なものになっている。そのような現代におい

て、AISCEAS を活用して観光の需要を調査するこ

とは必要なことであろう(1)（木田 2013）。 
 2017 年度の調査でも明らかになったが、現状の中

国人観光客の訪日旅行においては、ビザなどの影響

もあり、ロングステイ（2 週間以上の滞在）がいま

だメジャーではない。したがって、現段階では、

AISCEA の中でも行動（Action）に至るまでの過程

を中心的に検討する必要がある。そこで、本分科会

では潜在的な中国人ロングステイヤーに焦点を当

て、インターネットによるアンケート調査を行い、

訪日ロングステイ経験者と未経験者の比較を通じ

て、彼らに対し必要な取り組みを検討することを主

目的とした。 

 
３．中国人の訪日ロングステイ実施過程の特徴 
(1) 調査概要 
本分科会では中国人の訪日ロングステイ（2 週間

以上の滞在）の施策の基礎資料となるアンケート調

査を行った。アンケート調査は 2019 年 2 月にイン

ターネット上で行った。2 月 9 日時点での有効回答

者数は 232 件(2)である。アンケートの質問項目は基

礎的な属性に加え、AICEAS の各項目に合わせた質

問内容とし、訪日ロングステイの経験者と未経験者

ごとに集計を行い、比較した。なお、232 件の全て

の被験者は日本への来訪経験がある中国籍の被験

者である。 
 
(2) 被験者の属性 
 アンケート調査の被験者の性別は、訪日ロングステ

イの経験者、未経験者ともに男性約 4 割、女性 6 割と

なった。年齢は 20 歳代以下が約 4 割、30 歳代が約 5
割、40 歳代以上が約 1 割であった。つまり、20 歳代と

30 歳代の比較的若い被験者が多いことが特徴である。

今回の調査において経験者と未経験者の属性に有意な

差がみられた項目は職業である。その結果を示した表

1 によれば、経験者、未経験者ともに最も多い職業は

「会社員」であるが、訪日ロングステイの経験者は「会

社員」の割合が未経験者に比べ低く、「公務員」の割合

が高い結果となった。中国の公務員は一般的に待遇が

よく、休暇を取りやすいことなどが推察される。した

がって、日本への長期滞在も行いやすい条件が整って

いる可能性がある。 

 
図 1 AISCEASとロングステイの実施過程 

 

表 1 被験者の職業 

 
（（ ）内は割合、x2(5) = 13.241, p<.05、 

**は残差分析にて有意な差がみられる項目） 
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表 1 被験者の職業 

 
（（ ）内は割合、x2(5) = 13.241, p<.05、 

**は残差分析にて有意な差がみられる項目） 

 
(3) 結果と考察 
1) 訪日ロングステイへの認知と興味・関心 

中国人の一般的な訪日旅行に対する認知度は高い

ことが想定されるが、訪日ロングステイの経験者と未

経験者の彼らは、訪日ロングステイに関する認知をど

こでしたのであろうか。アンケート調査の結果による

と、経験者、未経験者ともに「インターネット」や「SNS」
の影響力が大きかった。また、有意な差はみられなか

ったものの、経験者は「書籍・雑誌」で認知する割合

が比較的高く、およそ 3 人に 1 人の割合が「書籍・雑

誌」で訪日ロングステイを認知していた。なお、訪日

ロングステイへの興味・関心については、経験者、未

経験者ともに高い興味を示しており、的確な情報伝達

と誘導さえできれば、中国人の訪日ロングステイはよ

り発展することが期待される。 
 
2) 訪日ロングステイに対する情報検索の手段 

 訪日ロングステイに興味を持った中国人はどのよう

な手段で情報を自ら検索するのだろうか。情報検索の

手段についての結果を示した図 2 によれば、認知と同

様に、いずれも「インターネット」や「SNS」を活用

しているが、ロングステイ経験者は、未経験者に比べ

「書籍・雑誌」を用いて情報検索している割合が高い

ことがわかる。一方で、未経験者は「インターネット」

や「旅行会社」を用いる割合が比較的高かった。より

細かく図 2 を考察すると、未経験者の方が多くの情報

媒体を用いて検索をしており、それをもってしても訪

日ロングステイに行き着かなかったと捉えることもで

きる。したがって「インターネット」「SNS」「旅行会

社」を活用しながら、「書籍・雑誌」等のより詳細な情

報へ誘導するような施策が有効と考えられる。 
 
3) 訪日ロングステイの比較対象国 

 訪日ロングステイの経験者と未経験者では、ロング

ステイの比較対象国に違いがあるのであろうか。結論

から述べると統計学的に有意な差はみられないものの、

経験者は「香港」「韓国」「台湾」などが比較対象にな

っているのに対し、未経験者は「香港」「アメリカ本土」

「ヨーロッパ」「オーストラリア」が比較対象となって

いた（図 3）。つまり、日本でロングステイを実施した

中国人は、当初からアジア圏内でのロングステイを焦

点にしており、その中で日本が選択されたという過程

が見て取れる。一方で、日本でのロングステイを行わ

なかった未経験者は、ヨーロッパやアメリカといった

 
図 3 訪日ロングステイの比較対象国・地域 

(複数回答、x2(10) = 10.678, ns) 

 
図 2 自ら情報検索を行った情報媒体 
(複数回答、x2(6) = 16.964, p<.01、 

**は残差分析にて有意な差がみられる項目) 
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欧米をもロングステイ先として対象に加えているため、

日本が選択されなかったとも捉えられる(3)。 
 
4) 訪日ロングステイにおける実施検討事項 

 訪日ロングステイ経験者は、ロングステイにあたっ

てどのような事項を検討したのであろうか。経験者、

未経験者ともに「環境の良さ」や「好きな地域」、「宿

泊施設や情報の充実」といった項目を挙げており、ま

ずは地域のイメージや施設・情報の重要性が先行する

ことがわかる（図 4）。 
 しかし、未経験者は「名所・旧跡・史跡の存在」「風

光明媚」を重視するのに対し、経験者は「親戚・友人・

知人の多さ」をより重視する傾向がわかる。このこと

から、未経験者はより一般的な観光要素を検討してい

る一方で、経験者はより訪日ロングステイとして現実

的な「人のつながり」を重視していると考えられる。 
 なお、より踏み込んだ「決め手」となった事項につ

いては、僅かではあるが「利便性の良さ」「既に居住経

験があるから」が検討事項より多く選択された。以上

より、ロングステイを実施する上で、訪日ロングステ

イ経験者は一般的な観光的要素を脱し、より生活の補

助を重視する傾向があるといえる。 
 

5) 訪日ロングステイの経験と推奨 

 訪日ロングステイの経験者は、日本におけるその経

験に満足しているのであろうか。AISCEAS モデルに習

い、その満足度を帰国後の他人への推奨度として調査

すると、推薦を行うとみなされる推薦者の割合は全体

の 37.6%となり、高い満足度が得られていた。 
 
４．まとめ 
 本報告では 2019 年に行ったアンケート調査の結果

から、AISCEAS の過程と照らし合わせながら、訪日ロ

ングステイ経験者と未経験者の特徴を比較した。その

結果、情報発信やその媒体、また具体的に必要な取り

組みを行う上での資料を得られた。より詳細な検討内

容は発表会で議論することとしたい。 
 

謝辞：アンケート調査および本報告にかかる資料調査等は長
期滞在型・ロングステイ観光学会研究分科会の助成を受けて
行われた。記して謝意を表したい。 
 
【脚注】 
(1) 木田（2013）もAISCEAS モデルの観光への適用を論じ

ているが、現地での行動（Action）に焦点をあてている。 
(2) 2 月 10日現在でもアンケート調査は継続しているため、

発表会時には数等の変更が生じている可能性がある。 
(3) 訪日ロングステイ未経験者は、訪日ロングステイ実施に

対して現実的な検討をしていないため、このような結果
が得られたとも考えられる。 

 
【参考文献】 
有馬貴之ほか（2018）．訪日中国人観光客の日本居住意向と

ロングステイ．長期滞在型・ロングステイ観光論集2: 27-30． 
木田 豊（2013）観光行動とモバイル作法．システム・制御・

情報 57: 329-334． 
鈴木裕介・堀川三好・岡本 東・菅原光政（2010）AISCEAS

モデルに基づく観光マケーティングモデルの提案．情報
処理学会第 72 回全国大会講演論文集情報処理学会
785-786． 

中野 崇（2018）『プロが教えるマーケティングリサーチと
データ分析の基本』．すばる舎． 

萬 直之・阿部明博・市川 尚（2014）リピータ向け観光情
報提供に関する考察−平泉を事例として．情報処理学会第
76 回全国大会講演論文集 521-523． 

 
図 4 訪日ロングステイにおける実施検討事項 

(複数回答、x2(10) = 14.276, ns) 

1 
 

日本滞在ロングステイ査証に対する調査 

―特定査証（観光・保養を目的とするロングステイ）の課題と提案― 
Investigation on Longstay visa staying in Japan 

 
著者：青島道子*1 

AOSHIMA, Michiko 
調査・分析協力：山田美鈴、持田正美、古川作二、須崎孝一2 

YAMADA, Misuzu, MOCHIDA Masami, FURUKAWA, Sakuji, SUZAKI Koichi 
 
訪日観光外国人の増加が顕著にみられる昨今、我が国に観光.保養を目的とするロングステイの特定ビザが発行されるよ

うになった。2015 年 6 月に導入され、実際にこの査証を使用し日本での長期滞在を楽しんでいる外国人がいるようであ

るが国籍や人数は公表されていないため実数は不確定である。日本国が訪日外国人を歓迎していることから今後もこの

査証を利用する外国人が増加する可能性が高いと思われるため、この査証を提供する目的を明確にし、査証の条件をそれ
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んでみたいという外国人が出てきていることは間違いな

く、そのような外国人のために日本国は現在観光・保養目

的のための長期滞在ができる特定査証を提供している。滞

在機関は 6 か月で、延長が可能だが最長 1 年のビザであ

る。 
表１のように外務省のサイトにこの査証が掲載されてい

るものの、ホームページの情報だけでは詳細が不明瞭のた

め、必要とされている在留資格認定証明書について外務省

に電話を入れ確認した。この確認作業で当然即答されると

思った回答が得られず、最終的には外務省へいくことにな
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に至り、メールにての回答を得ることができた。 
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貨換算 3 千万

認できる資料（

る海外旅行傷

確認できる書類

 

で預貯金する

 
中長期在留者

，在留カード

った場合でも，

療広域連合が行

ない。従って，死

等の医療保険へ

する条件は上限

給総数 
ある。 

が、外

と言

ため

は、延

とな

理局に

するロ

か国

の取

法と、

請を

うも

入国以

いる。

（観

合は、

万円以

配偶

傷害保

類（滞

必要

者とし

も交

国民

行う

死亡，

への

限・下

回答

人に

 
質問

回答

なけ

する

先に

こと
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けに

ちな

日本

グア

証シ

内）

まで

以内

答：申請者の国

に対する査証料

問⑨：申請者と

答：本体者の配

ければならない

ることが求めら

に入国すること

とはできない。

00 万円（夫婦

出が必要。 

1：特定ビザ

  外務省、

 海外のロング

（一財）ロング

統計 2018」（20
日本人が好むロ

いる。日本人に

補注１）では、

ガポールを除く

に、また年齢に

なみに、長期滞

本パスポート保

アム、北マリア

システム）で 9
、カナダにお

での滞在が可能

内だが、入国管

国籍によって異

料は査証の種類

と同行する配偶

配偶者について

いわけではない

られる。配偶者

と，本体者が出

配偶者も本体

合算可能）以

（観光・保養を

ビザ日本滞在

グステイ査証に

グステイ財団が

018）に主要国

ロングステイ先

に人気があるロ

アメリカ（ハ

く国で退職者/ロ
に関係なく長期

在の査証を発

保持者が滞在す

アナ含む）にお

0 日以内（グア

いては、eTA
能である。シン

管理局に確認後

異なる。 なお

類を問わず無料

偶者について 
ては，必ずしも

いが，入国後に

者については，

出国した後に単

体者として在留

以上の貯金額の

を目的とするロ

在 

について 
が発行する「ロ

国の長期滞在者

先のランキング

ロングステイ先

ハワイを含む）

ロングステイ/
期滞在査証を発

発給していない

する場合、アメ

おいては ESTA
アム、北マリア

（電子渡航認証

ンガポールにお

後、現地で最長

2

お，マレーシア

料。  

同時に入国し

に本体者に同行

本体者よりも

単独で在留する

留したい場合は

分かる資料の

ロングステイ）

ングステイ調

者向け査証情報

グが掲載され

先上位 10 か国

、カナダ、シ

/年金受給者向

発給している。

いこれらの国で

リカ（ハワイ、

A（電子渡航認

アナは 45 日以

証）で６か月

おいては 30 日

長 3 ヶ月まで延
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ア

し

行

は，

の

 

調

報

向

で

認

以

延

 

長可能である

 
長期滞在者

間は国により

滞在でも最長

期滞在査証を

住すると言わ

そしてメキシ

のの、フィリ

台湾において

第四位である

証は 180 日間

ロングステイ

新が可能であ

 
表−2：主要国

 「ロングス

 
（1）日本人に

ここでは日

であるマレー

フィリピンの

イ査証が学ぶ

 
1）マレーシア

マレーシア

second home p
な 10 年間滞在

日数

1 マレーシア 90日以内

2 タイ
空路1回につき30日
1回につき15日以内

3 アメリカ
ESTA90日以内(グア
ナは45日以内）

4 オーストラリア
ETAが必要、3か月
は8時間以内の通過

5 カナダ eTA,最大6か月

6 ニュージーランド 3か月以内

7 シンガポール 30日以内

8 フィリピン 30日以内

9 インドネシア 30日以内

10 台湾 90日以内

11 フランス 90日以内

12 イタリア 90日以内
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14 イギリス 6か月未満
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る。 

者向け査証を発

り様々で、永住

長 180 日間とい
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期滞在査証を

住すると言わ

そしてメキシ

のの、フィリ

台湾において

第四位である

証は 180 日間

ロングステイ

新が可能であ

 
表−2：主要国

 「ロングス

 
（1）日本人に

ここでは日

であるマレー

フィリピンの

イ査証が学ぶ

 
1）マレーシア

マレーシア

second home p
な 10 年間滞在

日数

1 マレーシア 90日以内

2 タイ
空路1回につき30日
1回につき15日以内

3 アメリカ
ESTA90日以内(グア
ナは45日以内）

4 オーストラリア
ETAが必要、3か月
は8時間以内の通過

5 カナダ eTA,最大6か月

6 ニュージーランド 3か月以内

7 シンガポール 30日以内

8 フィリピン 30日以内

9 インドネシア 30日以内

10 台湾 90日以内

11 フランス 90日以内

12 イタリア 90日以内

13 ベトナム 観光・業務目的は1

14 イギリス 6か月未満

15 スイス 90日以内

16 スペイン 90日以内

17 ドイツ 90日以内

18 オーストリア 6か月以内

19 韓国 90日以内

20 フィジー 4か月以内

21 メキシコ 180日以内

22 グアテマラ 90日以内

23 コスタリカ 90日以内

24 ブラジル
査証が必要　観光査
内

25 パナマ 180日以内

26 ポルトガル 90日以内

27 ブルガリア 90日以内

28 マルタ 90日以内

日本 国による

国・地域名

主要国の長期

る。 

者向け査証を発

り様々で、永住

長 180 日間とい

を発給している

われるブラジル

シコである。ま

ピンは無期限

ては、2017 年の

るが（ロングス

間で延長ができ

イ先であるマレ

ある。 

国の長期滞在者

ステイ調査統計

に人気が高い長

日本人の人気ロ

ーシア、またい

の長期滞在査証

ぶことがあるか

ア 
アの長期滞在

program）と呼

在できる査証

数 航空券 旅券残

要 入国時6か月以上

日以内　　陸路
内(年2回迄）

要 入国時6か月以上

アム、北マリア
要

帰国時まで有効なもの
が望ましい）有効なIC

以内、無査証
過目的のみ

要 申請時6か月以上

要 出国予定日+1日以上

要 入国時3カ月＋滞在日

要 入国時6か月以上

要 入国時6か月＋滞在日

要 入国時6か月以上

要 帰国時まで有効なもの

要 シェンゲン協定加盟国

要 シェンゲン協定加盟国

5日以内 要 出国時6か月以上

要 帰国時まで有効なもの

不要 シェンゲン協定加盟国

要 シェンゲン協定加盟国

不要 シェンゲン協定加盟国

不要 シェンゲン協定加盟国

要 入国時3か月以上

要 入国時6か月以上＋滞

不要、
時々要

帰国時まで有効なもの

要 入国時6か月以上

要 帰国時まで有効なもの

査証は90日以
要 見開き2ページ以上の

要
滞在日数3カ月未満は
滞在日数3か月以上は

要 シェンゲン協定加盟国

要 出国時3か月以上

要 入国時3カ月以上

期滞在者向け査証情報　2018年10月現在

無査証で滞在可能な期間と条件

発給している国

や無期限とし

いう国まである

る国は世界で最

ル（在サンパウ

また、永住とは

の長期滞在査

の日本人の人気

ステイ財団,201
きない。日本人

レーシアは滞在

者向け査証情報

計 2018」を参考

長期滞在査証 
ロングステイ先

つも上位にラ

証の内容から

かを調査した。

在査証は MM
呼ばれ、年齢に

であるが、永

出典：ロングステイ調査

残存期間 制度の有無 年齢制限

有 無

有 50歳以上

の、(入国時90日以上
C旅券

無

有 55歳以上

上 無

日数以上 有 66歳以上

無

日数以上 有 35歳以上

有 55歳以上

の 有 55歳以上

国出国時3か月以上 有 無

国と同様 無

無

の 無

国と同様 無

国と同様 有

国と同様 無

国と同様 無

無

滞在日数以上 有 45歳以上

の 有 年金受給者

有
不労所得者
50歳以上

の 有 年金受給者

の余白 有 年金受給者

は入国時3か月以上。
は入国時6か月以上

有 年金受給者

国 有

有 年金受給者

有

有 18歳以上

詳細は

詳細は

退職者、ロング

国において滞在

ている国から

る。永住ができ

最大の日系人が

ロ日本国領事

言明していな

証を発給して

気ロングステイ

8）、長期滞在

に一番人気が

在期間 10 年間

報 
考に学会員が作

先 12 年連続第

ンクインして

日本のロング

 

2H（Malaysia
関係なく申請

住を目的とす

統計２０１８

限 滞在期間 申請料 延長可否

10年

VISA代金RM90X年
数, JPVISA RM500
セキュリティボンド
RM1000

可

1年
シングルエントリー
9,000円マルチプル
エントリー22,000円

可

4年 AU$340～ 可

2年 5400円 可

無期限 US$1,400

12か月 12,000円 可

180日

8,800円, 即日発行
13,200円電話で確
認したところ申請料
10,500円

不可

3か月以
上1年以
内

349ユーロ 可

3年 F$667.00 可

者 永住
日本人パスポート
の場合は無料

可

者は 要現地領事部への
問い合わせ

者 2年 $32.00 可

者 永住 要問い合わせ

者 1年
要現地領事部への
問い合わせ

可

者
日本人パスポート
の場合は無料

滞在期間により€25
又は€125

可

6か月 可　最長

は本人が大使館にメールすると回答がくる

は本人が大使館にメールすると回答がくる

グステイ、年金ビザ等の長期滞在査証

在期

長期

る長

が在

事館）、

いも

いる。

イ国

在用査

高い

で更

作成 

 

第一位

いる

ステ

a my 
請可能

するも

ので

て直

円以

（約

下り

金融

は収

35 万

りた

アの

上の

る

犯罪

書と

Hom
の冬

ーシ

アの

子が

見ら

高い

 
表-3
 

2）
フ

象と

否

無

無

無

有

有

有

無

無

無

有

有

無

無

有

無

無

有

無

有

無

無

無

無

無

無

有

無

無

1年

ワーキングホ
リデー制度

ではない。年齢

直近 3 ヶ月にわ

以上）（補注 2）
約 27 万円）の

りたら 30 万リ

融機関に定期御

収入証明の金額

万リンギット以

たあとは、15 万

の金融機関で定

の年金を受領し

（Malaysia My 
罪証明書が必要

と健康診断書の

me Program)。こ

冬だけにマレー

シアへの出入り

の金融機関に預

が May Bank の

られるように、

い利率であるこ

3 マレーシア

「ロングステイ

フィリピン 
フィリピンの長

としていると

齢が 50 歳未満

わたる 50 万リ

）の財産証明

収入証明が必

ンギット（約

御預金する必要

額は同額だが、

以上（約 945
万リンギット

定期預金にする

しているかの証

Second Home 
要であり、仮承

の提出が必須と

この査証の魅力

ーシアに行き数

りは自由である

預金しなければ

場合は 60 ヶ月

日本のそれと

ことなどが挙げ

ア・マイ・セカ

イ調査統計 201

長期滞在査証は

思われ、35

満の場合は、経

ンギット以上

と月額 1 万リ

必要であり、査

810 万円）を

要がある。50
直近 3 ヶ月

万円以上）で

（約 405 万円

るか毎月 1 万

証明を提出す

Program）。必

承認後は、医療

となる (Malays
力は 10 年の査

数ヶ月間滞在す

ること、一定金

ばならないが、

月で 3.6％（M
は比べものに

げられる。 

カンド・ホーム

18」から抜粋 

は、早期退職者

歳以上に Sp

3

経済的証明とし

上（約 1,350 万

ンギット以上

査証の仮承認が

をマレーシアの

歳以上の場合

の財産証明が

で、仮承認が下

）をマレーシ

万リンギット以

る選択肢があ

必要書類には無

療保険加入証明

sia My Second
査証だが、日本

するなど、マレ

金額をマレーシ

定期預金の利

ay Bank）から

にならないほど

ム・プログラム

者・退職者を対

pecial Resident

3 

し

万

上

が

の

合

が

下

シ

以

あ

無

明

d 
本

レ

シ

利

ど

ム 

 

対

t 

41



 

Retiree’s Visa 
している。SR
ヒューマンタ

ーマンタッチ

ゴリーで、コ

が対象である

リーだが、ク

ることが可能

にロックされ

歳以上でかつ

と月々800US
上の年金受給

歳の場合５万

金をする必要

以上の誰に対

このように経

りハードルが

1,400US ドル

ドルの更新料

査証であるこ

おいても申請

必須である。

があるのは、

なく、生活費

われる。 
 
表-4 Special
「ロングステ

 
（2）フランス

日本人に人

ステイ査証を

(SRRV) とし

RRV にはクラシ

タッチと呼ばれ

チは、介護や療養

ーテジーは元

る。クラシック

ラシックは指

能であるのに対

れる。SRRV ク

つ年金受給者で

S ドル以上、夫

給額が条件とな

万 US ドル、50
要がる。これに

対しても 2 万 U
経済的条件は永

が低いと想像す

ルと他の国に比

料が必要である

ことも特筆すべ

請時には、健康

フィリピンが

申請時の経済

も日本に比べ

l Resident Retir
テイ調査統計 2

スのビジター査

人気があるマレ

を精査すると、

て滞在期間無

シック、スマイ

れるカテゴリー

養が必要な人

元外交官、元フ

とスマイルが

定された定期

対し、スマイル

ラッシックの

であれば 1 万 U
夫婦の場合は月

なる。年金受給

歳以上は 2 万

に対し SRRV ス

US ドルの定期

永住が可能な査

する。しかしな

比べるとかなり

る。また、この

べき点である。

診断書と無犯

日本人の長期

条件のハード

かなり安いこ

ree’s Visa 
2018」から抜粋

査証 
レーシアとフィ

必要書類など

期限の査証を

イル、コーテジ

ーが存在する。

が申請出来る

ィリピン国籍

一般向けのカ

預金から投資

は定期預金が

経済的条件は

US ドルの定期

々1,000US ド

給者以外で 35
万 US ドルの定

スマイルは、3
預金が条件と

査証にしては

ながら、申請

高く、毎年 36
査証は就労可

どのカテゴリ

罪証明書の提

滞在国として

ルが低いだけ

とは否めない

粋 

ィリピンのロ

で日本の特定

発給

ジー、

ヒュ

カテ

籍の人

テゴ

をす

完全

は、50
預金

ル以

～49
定期預

35 歳

なる。

かな

料は

60US
可能な

ーに

提出は

人気

では

と思

 

ング

定査証

（観

に出

の大

やフ

いか

期間

様な

ンス

 
表−5

 

 
名

可能

可能

書や

ンス

てい

 
申請

る書

必要

の住

は 3
現金

的証

に相

が必

提出

 
３．

課題

日

テイ

なる

貯金

に申

であ

えら

観光・保養など

出来る点が多々

大幅な相違など

フィリピンのそ

かと考えた。そ

間や申請者の年

なターゲット層

スのビジター査

5：フランスの

  「ロング

名称はビジター

能である（補注

能である。退職

や資格を目的と

スに滞在するこ

いる（フランス

請に必要な書類

書類として年金

要であること。

住居証明の提出

349 ユーロ（日

金で支払いたと

証明は一人につ

相当する金額以

必要で、滞在期

出も義務付けら

訪日特定ビザ

題 
日本国が発給す

イ）の申請条件

る目的を推察し

金の証明書を提

申請してもらい

あれば 3,000万
られる。ただ、

どを目的とした

々あるように思

どから日本の長

それとは発給目

そこで、我が国

年齢が同じフラ

層に向けての査

査証を検証した

のビジター査証

グステイ調査統

ー査証だが、3
注 3）。また滞在

職後の生活、文

としない就学な

ことが可能であ

ス大使館）。 

類で特筆すべき

金証明書や休暇

労働しない旨

出が必要である

日本円で約 4.4
とえ査証が却下

つき17,344.6ユ
以上の証明の提

間をカバーす

られている。 

ザ（観光・保養

する特定査証（

から日本国政

してみた。申請

提出しなければ

いたいのではな

円の預貯金は

日本の金融機

たロングステイ

思われる。しか

長期滞在査証

目的に相違が

国のロングステ

ランスのビジ

査証と考えられ

た。 

証 
統計 2018」か

か月以上 1 年

滞在の延長申請

文化目的、芸術

などさまざま

あり、2009 年

き点は、社会的

暇証明書、在籍

旨の誓約書、フ

ることが挙げら

万円（2019 年

下されても返金

ユーロ（日本円で

提出が必要。ま

する海外医療保

養目的のロン

（観光・保養目

政府がこの査証

請条件で 3,000
ばいけないこと

ないかと想像す

はたいした金額

機関に預け入れ

4

イ）が今後参考

かし、滞在期間

はマレーシア

あるのではな

イ査証と滞在

ター査証が同

れるため、フラ

ら抜粋 

年未満の滞在が

請をすることが

術目的、修了証

な目的でフラ

年より発行され

的立場を証明す

籍証明書などが

ランス国内で

られる。申請料

年 1 月現在）で

金は不可。経済

で約250万円）

また、健康診断

保険の証明書の

グステイ）の

的のロングス

証を発給する主

万円以上の預

とから、富裕層

するが、富裕層

額ではないと考

れる必要性はな

4 

考

間

ア

な

在

同

 

が

が

証

れ

す

が

で

料

で

済

断

の

の

主

預

層

層

考

な

5 
 

いため、この金額を持たない人でも預金の証明書だけであ

れば一時的にこの金額を自分の預金として証明書を作成

することは可能である。また日本滞在時の消費税還付はど

うなるのだろうか。もし観光客同様、長期滞在者が消費税

の還付を受けることができ、日本国政府が富裕層の購買力

を期待しているのであれば、あまり意味をなさないのでは

ないだろうか。また、この査証の発給目的が、富裕層に限

らず、日本に魅力を感じる多くの外国人に長期滞在をする

機会を提供したいのであれば、数百万円のセキュリティボ

ンドと１年間の海外旅行保険を充実させる等の対策をす

ることにより申請時の預金は 3,000万円である必要はない

のではと思う。さらには、今後この査証で日本に滞在する

人が増加した時に考えられる日本への影響を推察し、マイ

ナスな影響であればそれを未然に防ぐことが出来るよう

な条件も必要と考え、次章のような提案をしたいと考える。 
 
4. 訪日特定ビザ（観光・保養目的のロングステイ）へ

の提案 
日本の政府統計ポータルサイトである e-Stat にビザ（査

証）発給統計が掲載されている。表-6 は、2017 年の査証

発給統計の抜粋である。特定査証については 7 つのカテゴ

リー以外すべて「その他」にまとめられているため、観光・

保養目的のロングステイは、「その他」に入ると思われる。

この査証は、日本が指定している査証免除国 68 か国のみ

が対象となるので、中国やフィリピンは対象外となる。「そ

の他」の約 1/3 を占める中国やフィリピンの 850 件は「そ

の他」でも確実に、観光・保養目的のロングステイ査証で

はないことから考察すると、「その他」の数から、観光・

保養目的のロングステイ査証の数を推定することは難し

いが、申請数自体はかなり少ないのではないかと推測でき

る。 
 

 この査証が発給され始めたのが 2015 年ということなの

で、まだ 3 年半ほどしか経過しておらず、この査証の認知

度が低いことが想定され、この査証利用者の影響も限定的

であることは間違いない。しかしながら、訪日外国人観光

客の増加傾向からすると、今後この査証の需要が伸長する

可能性は十分あると思われるため、前述した諸外国が発給

している観光目的のロングステイ査証の考察と日本のロ

ングステイ査証の今後の影響を推測し、次のような提案を

したい。 
 
（1）健康診断 
査証申請時に指定保健機関での健康診断書を義務付ける

ことを提案したい。この査証の申請にあたり海外旅行保険

の加入を義務づけているものの、持病は海外旅行保険では

カバーされない場合もある。従って、日本国が指定する保

健機関で健康診断を受診し、健康な人に発給すべきである。

万が一、日本の医療機関で治療を受けたい場合は、医療滞

在ビザを申請することが可能である。 

 
（2）海外旅行保険 
海外旅行保険の加入が必須となっているが、加入金額の条

件が全くないことには疑問を感じる。これでは万が一の時

の医療費が全てカバーされない場合も出てきてもおかし

くない。日本の医師法（1948）第 19 条によると応召義務

が制定されているため、日本国内では医師は海外旅行保険

以内の手当をするのではなく、どんな状況にある人でも人

命を救うことが優先される。また、長期滞在者が誤って自

転車事故などで加害者になってしまうことも考えられる。

このようなことを考えると、海外旅行保険に加入していれ

ばよいというレベルではなく、十分な金額をカバーしてい

る海外旅行保険加入を義務付けることを提案したい。 
 
（3）無犯罪証明書 
無犯罪証明書の提出は観光・保養を目的とするロングステ

イの特定ビザ申請時の必要書類にするべきと提案したい。

第２章で示したように諸外国のロングステイ査証の多く

は申請時に無犯罪証明書の提出が必須である。日本はまだ

世界各国に比べると安全な国であるため、深く考えなかっ

たのかもしれないが、昨今のグローバル化した犯罪を考え

るとこれは必須なのではないかと考える。 
 
（4）申請料 
特定査証（観光・保養目的のロングステイ）は申請料が申

請する国籍により異なるとのことだが、外務省外国人課に

よるとマレーシア国籍の場合は申請料が無料ということ

だった。諸外国のロングステイ査証の場合、表－２のよう

に、国により申請料は全く違い、無料の国もあるが、たと

え申請が拒否される場合でも申請書を精査する人件費は

必ず発生するため、返金不可の申請書は必須と考える。 
 
（5）財務条件 
長期滞在用の査証であり最長 1 年まで滞在可能なので、１

年間の十分な滞在費用の証明は必要であるが、日本に魅力

を感じる多くの外国人に長期滞在の機会を提供すること

が目的であれば、申請時の預貯金額のハードルを少し下げ、

日本に安全安心に滞在してもらうために事前の健康診断

や医療傷害保険の保険金額の充実、また無犯罪証明書の提

出の義務化を検討しても良いのではないかと感じる。さら

には、残高証明書は偽装も作りやすいため、セキュリティ

ボンド制度を導入し、滞在者本人だけではなく日本国も事

前危機管理が必要だと考える。 
 
（6）労働 
この査証は観光・保養を目的としているので、日本国内で

の労働が許可されていないことは常識的な理解の上だが、

明記はするべきだと感じる。国によっては、労働はしない

という誓約書の提出も義務付けられているので、誓約書も

提出書類に含めることも検討してもらいたい。 
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いため、この金額を持たない人でも預金の証明書だけであ

れば一時的にこの金額を自分の預金として証明書を作成

することは可能である。また日本滞在時の消費税還付はど

うなるのだろうか。もし観光客同様、長期滞在者が消費税

の還付を受けることができ、日本国政府が富裕層の購買力

を期待しているのであれば、あまり意味をなさないのでは

ないだろうか。また、この査証の発給目的が、富裕層に限

らず、日本に魅力を感じる多くの外国人に長期滞在をする

機会を提供したいのであれば、数百万円のセキュリティボ

ンドと１年間の海外旅行保険を充実させる等の対策をす

ることにより申請時の預金は 3,000万円である必要はない

のではと思う。さらには、今後この査証で日本に滞在する

人が増加した時に考えられる日本への影響を推察し、マイ

ナスな影響であればそれを未然に防ぐことが出来るよう

な条件も必要と考え、次章のような提案をしたいと考える。 
 
4. 訪日特定ビザ（観光・保養目的のロングステイ）へ

の提案 
日本の政府統計ポータルサイトである e-Stat にビザ（査

証）発給統計が掲載されている。表-6 は、2017 年の査証

発給統計の抜粋である。特定査証については 7 つのカテゴ

リー以外すべて「その他」にまとめられているため、観光・

保養目的のロングステイは、「その他」に入ると思われる。

この査証は、日本が指定している査証免除国 68 か国のみ

が対象となるので、中国やフィリピンは対象外となる。「そ

の他」の約 1/3 を占める中国やフィリピンの 850 件は「そ

の他」でも確実に、観光・保養目的のロングステイ査証で

はないことから考察すると、「その他」の数から、観光・

保養目的のロングステイ査証の数を推定することは難し

いが、申請数自体はかなり少ないのではないかと推測でき

る。 
 

 この査証が発給され始めたのが 2015 年ということなの

で、まだ 3 年半ほどしか経過しておらず、この査証の認知

度が低いことが想定され、この査証利用者の影響も限定的

であることは間違いない。しかしながら、訪日外国人観光

客の増加傾向からすると、今後この査証の需要が伸長する

可能性は十分あると思われるため、前述した諸外国が発給

している観光目的のロングステイ査証の考察と日本のロ

ングステイ査証の今後の影響を推測し、次のような提案を

したい。 
 
（1）健康診断 
査証申請時に指定保健機関での健康診断書を義務付ける

ことを提案したい。この査証の申請にあたり海外旅行保険

の加入を義務づけているものの、持病は海外旅行保険では

カバーされない場合もある。従って、日本国が指定する保

健機関で健康診断を受診し、健康な人に発給すべきである。

万が一、日本の医療機関で治療を受けたい場合は、医療滞

在ビザを申請することが可能である。 

 
（2）海外旅行保険 
海外旅行保険の加入が必須となっているが、加入金額の条

件が全くないことには疑問を感じる。これでは万が一の時

の医療費が全てカバーされない場合も出てきてもおかし

くない。日本の医師法（1948）第 19 条によると応召義務

が制定されているため、日本国内では医師は海外旅行保険

以内の手当をするのではなく、どんな状況にある人でも人

命を救うことが優先される。また、長期滞在者が誤って自

転車事故などで加害者になってしまうことも考えられる。

このようなことを考えると、海外旅行保険に加入していれ

ばよいというレベルではなく、十分な金額をカバーしてい

る海外旅行保険加入を義務付けることを提案したい。 
 
（3）無犯罪証明書 
無犯罪証明書の提出は観光・保養を目的とするロングステ

イの特定ビザ申請時の必要書類にするべきと提案したい。

第２章で示したように諸外国のロングステイ査証の多く

は申請時に無犯罪証明書の提出が必須である。日本はまだ

世界各国に比べると安全な国であるため、深く考えなかっ

たのかもしれないが、昨今のグローバル化した犯罪を考え

るとこれは必須なのではないかと考える。 
 
（4）申請料 
特定査証（観光・保養目的のロングステイ）は申請料が申

請する国籍により異なるとのことだが、外務省外国人課に

よるとマレーシア国籍の場合は申請料が無料ということ

だった。諸外国のロングステイ査証の場合、表－２のよう

に、国により申請料は全く違い、無料の国もあるが、たと

え申請が拒否される場合でも申請書を精査する人件費は

必ず発生するため、返金不可の申請書は必須と考える。 
 
（5）財務条件 
長期滞在用の査証であり最長 1 年まで滞在可能なので、１

年間の十分な滞在費用の証明は必要であるが、日本に魅力

を感じる多くの外国人に長期滞在の機会を提供すること

が目的であれば、申請時の預貯金額のハードルを少し下げ、

日本に安全安心に滞在してもらうために事前の健康診断

や医療傷害保険の保険金額の充実、また無犯罪証明書の提

出の義務化を検討しても良いのではないかと感じる。さら

には、残高証明書は偽装も作りやすいため、セキュリティ

ボンド制度を導入し、滞在者本人だけではなく日本国も事

前危機管理が必要だと考える。 
 
（6）労働 
この査証は観光・保養を目的としているので、日本国内で

の労働が許可されていないことは常識的な理解の上だが、

明記はするべきだと感じる。国によっては、労働はしない

という誓約書の提出も義務付けられているので、誓約書も

提出書類に含めることも検討してもらいたい。 
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上記のように、観光・保養を目的とする長期滞在の査証

は、外国人が日本に長期滞在できるという外国人へのメリ

ットと同時に、我が国にもメリットがある査証にし、日本

に興味を持った多くの外国人に利用してもらいたい。 
 
 
図表４：ビザ（査証）発給統計 2017 年 

e-Stat より抜粋し筆者が作成 
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【補注】 
（１）「ロングステイ希望国・地域 2017 トップ 10」：1 位

マレーシア、2 位タイ、3 位ハワイ、4 位台湾、5
位フィリピン、6 位オーストラリア、7 位アメリカ

本土、8 位シンガポール、9 位カナダ、10 位ニュー

ジーランド（ロングステイ調査統計 2018） 
（２）1.00 マレーシアリンギット＝27 円で計算した場合

（2019 年 1 月） 
（３）シェンゲン条約のもと、3 か月以内の滞在は無査証

で可能。 
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フィリピン 325,564 7,272 15,722 5,671 65 0 0 0 1,964 245 2,547 850
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ペルー 4,618 61 233 730 0 0 0 0 93 60 577 0
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エジプト 3,475 108 632 14 0 0 0 0 14 0 0 0
アラブ首長国連邦 3,132 17 26 0 0 0 0 0 0 0 0 0
クウェート 2,831 1 41 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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上記のように、観光・保養を目的とする長期滞在の査証

は、外国人が日本に長期滞在できるという外国人へのメリ

ットと同時に、我が国にもメリットがある査証にし、日本

に興味を持った多くの外国人に利用してもらいたい。 
 
 
図表４：ビザ（査証）発給統計 2017 年 

e-Stat より抜粋し筆者が作成 
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長期滞在型観光産業とテクノロジーの活用 

 

 
旭岡叡峻＊ 

ASAHIOKA Eishun                

 
我が国は、外国人訪問客約３０００万人／年間になり、観光産業も成長戦略の重要施策になった。これに伴い、観光政

策、観光支援策、観光の多様化に伴うインフラの整備、ネットワーク等による新たな観光拠点連携、新技術を応用した観

光事業構造の変化への対応、観光マネジメントと人材育成の在り方、地域創生との連携等の新たな動きが顕著になってき

ている。そこで重要なのは、新たな技術の社会実装化になっている。高齢化や人手不足等の諸課題に対応するだけでなく、

スマートフォン、ウエアラブル端末、人工知能（ＡＩ）、ロボット、画像認識技術等のさまざまな技術が産業界に大変革

を起こしているが、これらの応用が観光産業にも不可欠になっているのである。これらを総称してＴ－Ｔｅｃｈ（Ｔｏｕ

ｒ、Ｔｒｉｐ、Ｔｒａｖｅｌ等に関する技術応用）と呼び、長期滞在型の観光産業への応用の現状と今後の未来像を検討

し、Ｔ－Ｔｅｃｈの推進を提起した。観光産業も、新技術の導入等でその産業形態や運営形態は大変革を遂げつつある。

こうした新時代の観光産業を飛躍的に成功に導くためには、新たな知の集積により観光産業の現場の迅速な変化対応能力

を強化して、国際競争力のある観光産業を構築しなければならない。 

 
キーワード：長期滞在型観光、観光産業テクノロジー（Ｔ－Ｔｅｃｈ）、観光産業の変革、 

 

１． 長期滞在型観光産業の現状と課題 

観光構造の第１の変化は、多様化と長期滞在型観光への変化

である。我が国の観光産業は、名所旧跡や温泉等の拠点観光

が主流であり、また国民の休暇制度は、分散傾向になるとは

いえ、休日の多い日程等により、混雑を覚悟で、短期間の滞

在での休暇であった。勿論、長期滞在型がないわけではない

が、限定された人数であり、季節による影響に左右されて、

通期を通して、ある程度の採算を得る方法でしかなかった。

長期滞在に向く観光拠点は限定的であり、宿泊施設、滞在内

容、コスト等大きな問題であった。然し、企業の休暇取得の

改善や受け入れ先の旅館やホテル、民泊等も長期滞在のため

のコスト面や受け入れ態勢の整備によって、かなりの改善が

なされてきている。また観光客の行動も、多様化しており、

体験や経験志向が強くなっている。特に外国人観光客は、日

本文化に触れたいや日本の生活や自然を楽しみたい等に変

化している。また観光開発も「点から面の広域観光ルート」

の開発、観光資源としての魅力ある地域の発掘、宿泊施設と

しての民泊のさらなる拡大や交通機関も相乗りやウッバー

等の新しい交通手段も広がっている。このように長期滞在型

（含観光拠点の分散観光）への移行は徐々に進んでいる。 

 

 

第２の変化は、新たな技術の導入である。今や産業界全体が

知識産業革命の深耕期である。観光産業も例外ではない。観

光には、滞在先の事前知識や日程管理、コスト管理等が不可

欠である。そこで、顧客のニーズに対応して、本当の魅力の

ある場所の選択、日程管理、コスト等において、顧客への提

供がいろいろ行われた。しかし、知識技術（情報技術やＡＩ

技術等）の導入によって、個々に対応した事前広告、事前宣

伝、ＶＲやＡＲでの仮想空間での事前体験、スマートフォン

等での予約や決済の手軽さ、シームレス交通移動手段の改善、

旅行客の体調や好みに合わせた料理の提供、レンタルサービ

スやウーバー等の配車情報、民泊の充実、医療の遠隔診断サ

ービス、接客に置けるロボットの導入、リアルタイムでの顧

客の満足レベルでの瞬時の処理、経営管理手法の導入、物流

システムの導入での安定的な供給、おもてなしの満足感の改

善、搬送ロボットや接待ロボット等による人件費やテマヒマ

の削減、省エネシステム、リサイクルシステム、自然エネル

ギーの利用等従来から問題であった運営経費の削減等で、採

算性の合うシステム運用が進展している。特に日本の施設経

営にとって軽減が困難な経営運用の低減の仕組みづくりは

＊（株）社会インフラ研究センター代表取締役、長期滞在型ロングステイ観光学会理事 
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長期滞在型観光産業とテクノロジーの活用 
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技術等）の導入によって、個々に対応した事前広告、事前宣

伝、ＶＲやＡＲでの仮想空間での事前体験、スマートフォン

等での予約や決済の手軽さ、シームレス交通移動手段の改善、

旅行客の体調や好みに合わせた料理の提供、レンタルサービ

スやウーバー等の配車情報、民泊の充実、医療の遠隔診断サ

ービス、接客に置けるロボットの導入、リアルタイムでの顧

客の満足レベルでの瞬時の処理、経営管理手法の導入、物流

システムの導入での安定的な供給、おもてなしの満足感の改

善、搬送ロボットや接待ロボット等による人件費やテマヒマ

の削減、省エネシステム、リサイクルシステム、自然エネル

ギーの利用等従来から問題であった運営経費の削減等で、採

算性の合うシステム運用が進展している。特に日本の施設経

営にとって軽減が困難な経営運用の低減の仕組みづくりは

＊（株）社会インフラ研究センター代表取締役、長期滞在型ロングステイ観光学会理事 

 

大きな発展を遂げている。 

さらに地域開発や地域連携やコミュニテイ―創造、観光地域

としての魅力ある景観デザイン、諸施設の配置やシステム導

入、地域の都市インフラの整備、観光としての風土や歴史の

発掘、土産物等の新たな商品開発、ＡＩ応用の訪問顧客のニ

ーズの迅速な把握や消費傾向の把握、多様なイベントメニュ

ーの開発、迅速な予約や決済の仕組み、シームレスな交通／

移動システム、高齢社会や人件費増大に対応するロボットと

の共生、環境技術による環境保護と回復等観光産業を推進す

るためには、多くの知識技術の智慧が必要になってくる。 
（これらをＴ－Ｔｅｃｈと総称したい） 

 
 
２．Ｔ－Ｔｅｃｈの導入（観光産業の大変革）：別途例示 
 観光産業におけるＴ－Ｔｅｃｈ導入は、今後ますます拡大

傾向にある。観光客への事前情報提供、観光インフラの整備、

観光資源の開発、快適な観光地への移動の改善、観光施設の

高齢化や人手不足への対応、経営の収益化、顧客体験の支援、

新たなアミューズメント等の魅力の拡大、満足度や安心感の

創出等々技術導入は不可欠になってくる。 
これらのＴ－Ｔｅｃｈの重要なコア技術は、人工知能（Ａ

Ｉ：ディープラーニング）／ロボット＋ＡＩ／スマホ＋アプ

リ／ウエアラブル端末＋アプリ／情報クラウド／インフラ

強化技術／コミュニケーション技術／移動（交通）自動化＋

シームレス／ＶＲ＋（ロボット）＋５Ｇ－ 疑似空間（時間

空間限界突破）／テレワーク等であり、それらの応用範囲は 

ますます広がっている。Ｔ－Ｔｅｃｈ導入によって、大きな 

構造変化で分類してみると 

 １）リアル観光領域 

①観光客への事前調査のための情報提供サービス 

 －観光地及びコースの選定、観光スポットの内容、ホテル

等宿泊施設等のコスト、付帯サービス比較、観光客の満足度

等事前調査に必要な情報のリアルタイム情報。 

②旅券／チケット／手続き等の案内／誘導 

 －諸手続き、諸施設等への案内や誘導支援   

③観光地資源開発やインフラの整備や再構築 

 －プロジェクションマップ、シミュレーション等の観光資

源開発、観光地インフラの陳腐化対策、ドローン等の保守支

援、自動運転＋シェアリングによる自動走行、長寿命材料の 

開発、危険警告ナビ、ＡＩ等によるデータ解析での天候予測

や危険個所警告等のインフラの再構築 

④諸施設の認証等の機能導入 

 －顔写真認証、不審物／不審者発見等のチェックシステム 

⑤諸施設の経営効率 

 －高齢者、人手不足に対応するロボット＋ＡＩ、キャッシ

ュレス決済、業務の迅速処理、資源最適化、履歴等の分析に

よる「個」別対応等経営効率化及びサービス高度化 

⑥交通／移動システムの変革 

 －シームレス移動のマッチング移動情報、自動運転車／空

飛ぶクルマ（タクシー）、渋滞リアルタイム情報戸最適ルー

ト選定、ドローン配送等移動サービスの変革 

⑦運用の向上 

 －作業も可視化、業務の自動化、誤動作防止、判断支援  

 （コールセンター等）、自動修復等トータル運用の向上 

⑧マーケティング等支援 

 －購買行動、観光客行動分析、履歴分析、属性分析等 

情報クラウド構築でのきめ細かな顧客への対応、地域ブラン

ドの向上、料理等の満足度評価対応等付加価値の向上 

２）リアル観光領域－テレワーク等遠隔技術による時間や 

 場所の限定されない自由行動「いつでもどこでも業務」 

 で、長期滞在や観光訪問期間の集中回避 

 －ＴＶ会議システム、グループ討議、ＶＲ／アバタ― 

 による疑似空間、遠隔業務 

３）遠隔観光／疑似空間観光／時空間限界突破産業 

 －リアル空間とは別にバーチャル空間の観光旅行や 

 その融合でのテレイグジスタンス（ＶＲ＋ロボット）の 

 遠隔旅行で、なかなかいけない場所や高齢化／病床、肢体

不自由者が、自由に観光地を訪問できることになる。 

 また天候にされない旅行や多言語での説明が可能なウエ

アラブル機器やメガネ等で、時間空間の限界を超越できる 

 観光旅行創造。 

こうしたＴ－Ｔｅｃｈによる観光産業の大変革が起こって

いる。これは技術やコンテンツの連携や観光産業のエコシ

ステムの形成をもたらし、「知の統合」による観光におけ

る技術／コンテンツ／個別対応／もてなしの高度化／経

営形態の基盤の変革が不可欠になってくる。 

この総合的な事業モデル形態を参考に提示した。 
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（注）ＳＩＲＣとは弊社（株）社会インフラ研究センターの

略称である。 
 ３．観光産業の未来像 
今後、我が国は、国際的な観光産業の競争で、優位性を獲得

する必要がある。そのためには、従来の観光産業から新技術

導入と人間／社会の協創を基本として、１０の要素を基本と

した「創造的人生支援産業化」への転換する必要がある。 

 
観光産業が、従来の産業概念を越えて、人間の本来の姿への

回帰や新たな人生への生き甲斐等の創造支援産業になりつ

つある。 
その１０の要素とは、 
１）リフレッシュ／異質体験・交流での生活空間変更 

 －単調な日常生活から離れて非日常空間や体験によって、 

 一時的にも新しい生活空間を味わい、またさまざまな交流 

 で、これまでの体験ではない感動を与える。 

２）地域資源の魅力／住みやすさ／生活体験／交流 

 －自然資源の素晴らしさだけではなく、地域の文化や風土、 

 生活体験や地元との交流によって、新しい発見や新しい 

 意欲への動機づけとして、未来志向を支援する。 

 

３）異質コミュニテーの体験と未来志向 

 －これまでの思考回路であった言語とは異なる言語や 

 異質な文化に根差した人やこととのコミュニケーション 

 によって、自分の世界観が広がり、新たな人生の意味付け 

 を行える。 

４）新たな人生ライフスタイル（終の棲家／移住） 

 －人生１００年時代における異なるライフスタイルの 

 経験や見聞き等で、新しいライフスタイルへの飛躍が 

 さまざまな意識と行動様式変革を支援する。 

５）都市蓄積資産の移転活用（豊かさの第２の享受） 

 －都市蓄積資産（都市生活インフラ、レストラン、ホテル、 

 各種店舗、エンターテインメント、建物、大学、研究施設 

 等）の一時的ながらも活用することで、異なる豊かさの 

 享受が出来る。 

６）要介護／気候変動／リスク回避等目的志向型 

 －高齢社会（医療／介護）、気候変動、自然／非自然の 

 リスクに対応して、生活行動空間をの移転を自由に行える 

 ような支援の仕組み 

７）ワークスタイルの変更／共生・自分らしさの復活 

 －テレワーク、リモートワーク、コリビング等既存組織や 

 既存勤務場所の限界を超えて、自然志向や働きやすい場所 

 に住みながら業務や企業を行う。 

８）蓄積した技術・ノウハウ等の活用と生き甲斐 

 －高度研究者・技術者等のノウハウを随時活用できる場や 

研究センターと地場産業等との連携をネットワークして、 

ノウハウの共同研究、事業化の仕組みを支援し、また実践

的な教育システムを構築して支援する。 

９）価値創造型／再認識・発見 

 －新たな出会いや新たな交流によって、社会価値の創造や 

 社会課題の解決のための支援システムの構築を図る。 

１０）自己レベルアップ／自己知識の向上 

 －自己の能力向上（例：ＡＩ教育、プログラミング教育、 

 アイディアを形にする設備（例３Ｄプリンター等）の設置 

 を拡充し、自己知識を向上させるとともに、共同知を形成 

する。 

等であり、これらは自己の人生の新たなライフスタイルや 

生き甲斐の基盤確立の契機であり、創造的な人生の再構築 

でもある。 

 当然、最新の技術やソフト開発の実装化を迅速に図ること  

 が重要であるが、技術を前面に出すのではなく、内在化し 

 た実現ツール（隠れた技術）が、展開されることになる。 

 観光という手段によって、新たな社会課題を解決すること

で、人生を豊かなものにする。 
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（注）ＳＩＲＣとは弊社（株）社会インフラ研究センターの

略称である。 
 ３．観光産業の未来像 
今後、我が国は、国際的な観光産業の競争で、優位性を獲得

する必要がある。そのためには、従来の観光産業から新技術

導入と人間／社会の協創を基本として、１０の要素を基本と

した「創造的人生支援産業化」への転換する必要がある。 

 
観光産業が、従来の産業概念を越えて、人間の本来の姿への

回帰や新たな人生への生き甲斐等の創造支援産業になりつ

つある。 
その１０の要素とは、 
１）リフレッシュ／異質体験・交流での生活空間変更 

 －単調な日常生活から離れて非日常空間や体験によって、 

 一時的にも新しい生活空間を味わい、またさまざまな交流 

 で、これまでの体験ではない感動を与える。 

２）地域資源の魅力／住みやすさ／生活体験／交流 

 －自然資源の素晴らしさだけではなく、地域の文化や風土、 

 生活体験や地元との交流によって、新しい発見や新しい 

 意欲への動機づけとして、未来志向を支援する。 

 

３）異質コミュニテーの体験と未来志向 

 －これまでの思考回路であった言語とは異なる言語や 

 異質な文化に根差した人やこととのコミュニケーション 

 によって、自分の世界観が広がり、新たな人生の意味付け 

 を行える。 

４）新たな人生ライフスタイル（終の棲家／移住） 

 －人生１００年時代における異なるライフスタイルの 

 経験や見聞き等で、新しいライフスタイルへの飛躍が 

 さまざまな意識と行動様式変革を支援する。 

５）都市蓄積資産の移転活用（豊かさの第２の享受） 

 －都市蓄積資産（都市生活インフラ、レストラン、ホテル、 

 各種店舗、エンターテインメント、建物、大学、研究施設 

 等）の一時的ながらも活用することで、異なる豊かさの 

 享受が出来る。 

６）要介護／気候変動／リスク回避等目的志向型 

 －高齢社会（医療／介護）、気候変動、自然／非自然の 

 リスクに対応して、生活行動空間をの移転を自由に行える 

 ような支援の仕組み 

７）ワークスタイルの変更／共生・自分らしさの復活 

 －テレワーク、リモートワーク、コリビング等既存組織や 

 既存勤務場所の限界を超えて、自然志向や働きやすい場所 

 に住みながら業務や企業を行う。 

８）蓄積した技術・ノウハウ等の活用と生き甲斐 

 －高度研究者・技術者等のノウハウを随時活用できる場や 

研究センターと地場産業等との連携をネットワークして、 

ノウハウの共同研究、事業化の仕組みを支援し、また実践

的な教育システムを構築して支援する。 

９）価値創造型／再認識・発見 

 －新たな出会いや新たな交流によって、社会価値の創造や 

 社会課題の解決のための支援システムの構築を図る。 

１０）自己レベルアップ／自己知識の向上 

 －自己の能力向上（例：ＡＩ教育、プログラミング教育、 

 アイディアを形にする設備（例３Ｄプリンター等）の設置 

 を拡充し、自己知識を向上させるとともに、共同知を形成 

する。 

等であり、これらは自己の人生の新たなライフスタイルや 

生き甲斐の基盤確立の契機であり、創造的な人生の再構築 

でもある。 

 当然、最新の技術やソフト開発の実装化を迅速に図ること  

 が重要であるが、技術を前面に出すのではなく、内在化し 

 た実現ツール（隠れた技術）が、展開されることになる。 

 観光という手段によって、新たな社会課題を解決すること

で、人生を豊かなものにする。 

４．今後の展開（提言） 

 観光産業は、知識産業革命の深耕の中での多くの技術が 

 実装化される。 

 

観光産業も新たな技術の実装化時代に突入している。 

１）「Ｔ－Ｔｅｃｈ事業推進協議会」の設置。 

観光産業に導入される技術成果は広範囲にわたり、また 

幾つかの産官学の連携やスタートアップ起業の育成も重要

な要素である。 

このためには、これまでの産業の枠を超えて、新たな産業の

基盤の確立と実装化の条件形成が必要となる。産官学共同の 

「Ｔ－Ｔｅｃｈ」事業推進協議会の設置が緊急である。 

２）「知の統合」または「知の体系化」の重要性 

観光分野ではこれまでの観光学と違い、範囲の広がり、多く 

の「知識の統合」が必要になってくる。 

長期滞在型観光学として 

・観光の対象となる地域経営、諸施設の経営管理や運営、導 

入するシステムやソフト、サービスの投資効果と判断また 

採算性や経営計画の立案と問題解決能力。 

・観光産業モデル構築に必要な設計モデリング、計画の確実 

さを支援するシミュレーション、顧客満足度を事前にモデ 

ル化して必要な条件や予見を発見し、集客を拡大するため 

の条件を検討する各種シミュレーション。 

・資源投入や資源供給の最適化を図ったり、システムの効率 

化や顧客のリアルタイムの満足度を上げるための条件を 

探る等のビッグデータ分析。 

・観光産業は都市経営と不可欠な関係である。都市を如何に 

効率的に、また創造空間として構築するのか、都市施設の 

最適配置や賑わいエンジニアリングが重要。 

・観光インフラ関連科学技術は、種々のシステム構築／ＩＣ

Ｔ（情報技術）／ＶＲ（仮想現実）／ＡＲ（拡張現実）／

ＡＩ（人工知能）／データ分析解析／ロボット工学／高度

アルゴリズムソフト等をツールとして応用することにな

り、知識技術の理解と連携が不可欠。 

・観光産業を今後生き生きとしたコミュニティ－基盤とす

る動きは目覚ましい。ここで、コミュニティー構造、コ

ミュニティ―形成の条件、コミュニティーの運用、コミ

ュニティーにおける個との良好な行動心理理解。 

・観光産業は、国土の新しい構造改革でもあり、建設／建

築（価値建設／国土構造／快適な建造物／法的規制等 

・今後の観光産業は環境問題の解決要素を持たなくてはな

らない。したがって、環境分析／環境整備／廃棄物処理

／リサイクル／循環型構造等を駆使して、環境に優しい

開発推進。 

・観光の地域創生への連携が期待される。地域資源発掘、

地域資源の再生、特産物開発企画等地域の魅力をいろい

ろな視点から引出し、魅力ある地域の開発。 

・地震、風水害、テロ等のリスク拡大に備える意味も含め

て、リスク管理、安全確保、レジリエンス、防災減災等

事前、事後処理にわたり、何が必要なのか、現場の知恵

を生かしながらの実践的な展開。 

・観光産業にとって、ソフト面からの強化も重要になって

いる。多様化に対応してのイベント創造（イベント開発

創造／イベントメニュー構成等）は、如何に魅力ある 

 イベントの企画。 

・観光にとって、文化遺産、地域歴史、伝説伝承、風土、 

文化等による観光の深み拡充。 

・医療／健康／介護学（予防医学／救急・救命／健康維持 

／介護／行動認知学等）等を本格的な構成。 

・観光の大きな要素である、食／料理（食材学／調理学／

栄養学等）等世界に誇る日本料理をその素材から習得。 

このように多くの分野の知識の統合が、必要になる。 

 最後に 

 観光産業はますます国際競争が激化する中で、魅力ある観

光資源開発、観光客の多様化への対応、事前情報発信から

アフターケア、総合的な運用方法、新たなアイディア、実

現実施体制、サービスの質の持続的向上、より進んだ技術

の導入等広範囲の総合的な展開能力が必要になってくる。 

(参考)・日経新聞、日経産業新聞 関係記事 

   ・関係官庁関連記事他 
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歴史的建造物の保存と活用-Landmark Trust の取り組み 
Conservation and Utilization of Historic Buildings case on Landmark Trust 

 
金振晩＊ 

KIM, Jinman 

 
歴史的建造物を保存・活用するための国の制度や、これまでの日本における歴史的建造物の保存・活用のあり

方については、多くの研究者及び実務家によって問題や課題が議論されてきた。しかし、歴史的建造物や近代

の特徴的な景観の所有者・管理者側の建物の保存・活用に関する意見や、個々の建物の状況などについての研

究や文献はまだ十分ではない。本研究は、英国の LT の活動を事例分析し、日本における歴史的建造物の保存

と活用のあり方を検討することを目的とした。その結果、安定的な経営が可能となっている要因の一つとして

は、英国全土およびヨーロッパ一部まで及ぶ 200 の物件を一律に管理するというスケールメリットとチャリテ

ィー団体の目的でもある「公益性」を社会へ発信するための活動などが挙げられる。また、保存及び活用手法

として LT の宿泊施設としての活用事例を取り上げ、その仕組みを明らかにすることによって、日本において

も歴史的建造物の保存と活用のあり方を提示したことを本研究の意義とも言える。 

 
キーワード：歴史的建造物、保存、活用、ランドマーク・トラスト（Landmark Trust） 

 

１． はじめに 
 日本には、神社仏閣や城などの歴史的価値があり、

文化的資源である歴史的建造物と呼ばれる建物が各地

においてランドマークとして存在している。それらの

歴史的建造物のうち、歴史的かつ芸術的観点からみて

特に価値の高いものについては、古くから文化財保護

法に基づく文化財として指定及び登録されて保存され

てきた。近年では、景観法や地域における歴史的風致

の維持及び向上に関する法律、いわゆる歴史まちづく

り法が制定され、歴史的建造物を保存・活用するため

の制度が充実してきている。しかし、「意欲的な市町村」

ではともかく、「普通の市町村」ではこれらの諸制度が

駆使されているわけではなく、歴史的建造物が壊され

つつあるのが現状である。 
歴史的建造物を保存・活用するための国の制度や、

これまでの日本における歴史的建造物の保存・活用の

あり方については、日本建築史や都市計画、まちづく

り、観光振興などを専攻する多くの研究者及び実務家

によって問題や課題が議論されてきた。歴史的建造物

や美しい街の風景を残すための力となってきた、長い

歴史をもつ文化財保護法が果たしてきた役割と問題点

については、後藤（2006、2008、2009、2012）の文献

がある。しかし、文化財ではない歴史的建造物や近代・

現代の特徴的な景観の所有者・管理者側の建物の保

存・活用に関する意見や、個々の建物の状況などにつ

いての研究や文献はまだ十分ではない。 
一方で、歴史的建造物の活用が進む英国においては、

歴史的建造物保存団体の活用によってさまざまな歴史

的建造物が宿泊施設に姿を変えた。1965 年に誕生した

歴史的建造物保存団体であるランドマーク・トラスト

（Landmark Trust:以下 LT と略記）は、50 数年以上、

歴史的建造物の宿泊施設としての活用を通じ、保存を

試みている。日本でも歴史的建造物に宿泊するという

スタイルが人気を高めつつあるが、歴史的建造物を宿

泊施設として転用し始めた歴史が浅く、事業として持

続性があるかどうかは不透明である。LT の長年の歴史

的建造物の活用ノウハウを明らかにすることは、今後、

日本が歴史的建造物を宿泊施設として活用するための

手がかりとなると考えられる。 
従って、本研究は、英国の LT の活動を事例として

とりあげ、彼らの取り組みや手法を分析し、日本にお

ける歴史的建造物の保存と活用のあり方を検討するこ

とを目的とする。 
２． 先行研究のレビュー 
 歴史的建造物の保存に力を入れている自治体の事例

分析はあるものの、大部分の維持管理費は行政が担当

＊帝京大学経済学部 
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とりあげ、彼らの取り組みや手法を分析し、日本にお

ける歴史的建造物の保存と活用のあり方を検討するこ

とを目的とする。 
２． 先行研究のレビュー 
 歴史的建造物の保存に力を入れている自治体の事例

分析はあるものの、大部分の維持管理費は行政が担当

＊帝京大学経済学部 

するなど、自立的運用においては限界がある（木内、

2008；佐藤＆川崎、2017）。また、西山＆村上（2010）
は歴史まちづくりを対象とした既存研究のうち、文化

遺産の総合的捉え方に着目し、多様な文化遺産の発掘

や価値づけの方法を提示した。岡崎＆原科（1995）は

取り組みと主体が果たした役割の関係性に着目し、伝

統的建造物保存地区の合意形成過程を分析しており、

玉井＆久（2000）は町並みの整備の展開過程に着目し

その効果を明らかにした。 
以上のように、史的建造物を保存・活用するための

国の制度や、これまでの日本における歴史的建造物の

保存・活用のあり方については、多くの研究者及び実

務家によって問題や課題が議論されてきたものの、歴

史的建造物にかかわる所有者、管理者、行政、利用者

などのステークホルダーの構造的関係を総合的に考察

した研究はあまり行われていない状況である。 
３． LTの取り組み 

(1) LTの概要 

 LT の創始者ジョン・スミス卿（John Lindsay Eric 
Smith）は、1923 年に名高い銀行家の家系に生まれた。

家業を継ぐために、1952 年にコット・バンク（Coutts & 
Co.）の取締役に就任する。しかし、建築家になること

が将来の夢であり、本業の傍らNational Trust（以下NT）
の執行委員に就任するなど、歴史的建造物の保存に注

力した人物であるとされている。 
 1960 年前半、当時英国において保護対象となってい

た歴史的建造物は国家を代表する宝、大聖堂やカウン

トリー・ハウスに限定されており、小型で価値を有す

る建造物が姿を消しつつあった。当時、NT の執行委

員を務めていたスミス卿は、NT が保存対象としなか

った建造物に対して、ランドマークとしての役割や景

観上の価値から保存の必要性を抱いていた。 
その後、NT に対してそうした建造物の保護の必要

性を説いたが、なかなか受け入れられなかった。そこ

で、スミス卿は 1965 年に妻クリスティーナと共に、 
 
 
 
 
 
 
 
 

NT が保存対象としなかった建造物をホリデー施設と

して活用する団体としてLTを設立する。その目的は、

①歴史的価値、建築的価値またはアメニティーとして

の価値のある小型建造物・構築物または敷地（sites）
を保存すること、②歴史的価値または自然美のある場

所の享受性の保護および促進、③受託者（trustee）が

決定したその他のチャリティー目的に適合する活動を

引き受けること、の 3 つであった。 
LT の主な活動は、建造物を取得・改修し、宿泊施設

として宿泊客へと提供、宿泊料から得た収益を管理物

件の維持・管理に当てるものである。現在 LT はイン

グランド・スコットランド・ウェールズ・チャンネル

諸島 ・イタリア、フランス、ベルギーに計 200 件の建

造物を有する英国最大の歴史的建造物保存団体の 1 つ

である。また管理物件の平均稼働率が 70 パーセントを

超えるなど 、宿泊施設としても人気を集めている。 
近年 LT の活用手法は、英国国内外で広がりを見せ

ている。英国内において、ヴィヴァット・トラスト(the 
Vivat Trust)や NT が、国外では、アイリッシュ・ラン

ドマーク・トラスト（the Irish Landmark Trust）やラン

ドマーク・トラスト USA（the Landmark Trust USA）が

LT の手法を取り入れ、事業を行っている。 
LT の組織内部は、理事を組織の頂点に経理部門、建

造物部門、資金調達部門、マーケティング・アンド・

コミュニケーション部門、予約オフィス、装飾部門の

6 つの部門から構成されており（約 40 名）、その他に

地域の物件を監督する地域物件マネージャー（15 名）

と各物件担当のハウスキーパー（約 150 名）が存在す

る。このように組織内に建造物および宿泊業に対する

プロフェッショナルを配置することで、歴史的建造物

の保存および宿泊施設としての活用の「質」を確保し

ている。 
(2) LTの活動実態 

LT の年次報告および会計報告書やハンドブックな

どから、現在の LT の活動内容を①建造物の救助（取 
 
 
 

 
 
 
 
 

表 1．LTの手法を導入した歴史的建造物保存団体 

出典：筆者作成 
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得〜改装）、②宿泊施設としての歴史的建造物の管理・

維持、③その他の活動の三つに分類した。以下、その

実態をみていく。 
1) 建造物の救助 

 LT は、「保護という網から抜け出た建造物を救う」

ことを活動の目的にしている。すなわち、新たな物件

を取得し、新たな活用用途を与えるまでの過程を「救

助（rescue）」としている。 
 まず、取得する対象となる物件は、①ホリデー施設

として活用できる立地にあること、②物理的に危機に

瀕していること、③取得・改修といったコストをカバ

ーする資金調達が可能であること、の三つの基準を満

たすことが条件となっている。 

次に、建造物の取得は、①建造物の所有権を取得す

るもの（所有権取得）、②建造物の賃借権を取得するも

の（長期賃貸借権取得）、③建造物の所有者に LT の活

用手法のノウハウを伝授するもの（管理契約）、といっ

た所有権の異なる三つの形態のいずれかによってなさ

れている。 
 上記の取得形態で取得されることが決まった新規物

件の改修に必要な資金は、公的機関からの補助金や一

般市民からの寄附から調達される他、前年の事業の黒

字分も用いられている。 
 資金調達に目途がつくと、実際に建造物の修復に取

り掛かる。修復では、地元の伝統技能を継承すること

を目的に、地元の業者が事業を請け負うことが原則と

なっており、伝統的な建築資材の使用などのプライオ

リティーが存在する。 
また、改装・装飾はグロセスターシャー

（Gloucestershire）にある LT の装飾部門が担い、「過去

に輸出された、イングランドでよく目にすることがで

きるシンプルで立派な家具」を購入し、それぞれの建

造物の風合いに合うように修理されたものが配置され

ている。また、浴槽・トイレおよびキッチンなどは宿

泊施設として十分な機能を有するものを配置するなど

の工夫が施されている。 
2）宿泊施設としての歴史的建造物の管理・維持 

まず、宿泊施設としての運営は、原則月曜からの 4
泊、金曜からの 3 泊を最短の単位としており、最長 3
週間の長期滞在が可能である 。利用料金は季節に応じ

て設定されており、年間を通じた利用料金表は前年の

秋頃に示される。一つの物件を例に最大料金と最低料

表 2．LTおよびその他子会社との関係 

出典：筆者作成 

出典：the Landmark Trust Homepageより 

図 1 The Chateau 修復前（上）と修復後（下） 
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図 1 The Chateau 修復前（上）と修復後（下） 

金の差を見てみると、the Grange（Kent、8 人定員）の
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４．まとめ 
 「保護という網から抜け出た建造物」を「宿泊施設」

として活用し、宿泊料金から維持・管理費用を賄うと
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 また、チャリティー団体の目的でもある「公益性」

を社会へ発信するための活動、すなわち、一般の人々

に無料開放することによって、歴史的建造物に対する

興味を持たせることができると考えられる。最後に、

歴史的建造物の持つ価値や意味を深く認識し、その保
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【付記】： 

本研究は科学研究費補助金（基盤研究C課題番号：18K11878）

の助成を受けたものである。 
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札幌におけるロケーションフォトウェディングの展開 
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Location Photo Wedding in Sapporo 
 

花井友美＊、今野久子＊、八城薫＊＊ 
HANAI, Tomomi, KONNO, Hisako, YASHIRO, Kaoru 

 
ロケーションフォトウェディングは、2000 年代、台湾で人気が出たのが始まりとされ、香港や中国全土に広が

っている。最近では、結婚式や披露宴の会場入口に写真を飾るため、海外ロケに出かけ撮影することもある。

日本でも 2010 年前後にウエディング事業者が台湾や香港に進出し PR を展開しており、ロケーションフォトウ

エディングでの訪日客も増えつつある。札幌では、結婚式場、写真館、貸衣装店を中心に 2011 年に「札幌ロケ

ーションフォトウェディング協議会」が設立され、台湾や香港からのインバウンド観光客を対象に、一週間程

度の旅程の中にロケーションフォトを組み込んだ誘致策を進めている。筆者らは 2018 年 8 月に札幌ロケーショ

ンフォトウェディング協議会及び同協議会に参画する二つの事業体に対して、札幌におけるロケーションフォ

トウェディングの実態についてヒアリングを行った。その結果、台湾から訪れる利用客と香港から訪れる利用

客とで撮影地の選択傾向（誰もが知っている場所 vs. 誰も知らない場所）に違いが見られることが示唆された。 

 
キーワード：ロケーションフォトウェディング、札幌、台湾、香港、撮影地の選択傾向 

 

１． 目的 

「ロケーションフォトウェディング」は、2000 年代、

台湾で人気が出たのが始まりとされ、香港や中国全土

に広がっている。最近では、結婚式や披露宴の会場入

口に写真を飾るため、海外ロケに出かけ撮影すること

も増えてきている。日本においても、2010 年前後に大

規模なウエディング事業者が台湾や香港に相次いで進

出し、ロケーションフォトウエディングなどの訪日 PR
を展開する動きがみられ、北海道や沖縄、軽井沢など

を中心に、国内外からロケーションフォトウェディン

グに訪れる観光客が増えてきている。また、海外から、

特に台湾や香港からの観光客は、ロケーションフォト

ウェディングをきっかけとして、その周辺地域に一週

間程度滞在し、観光を行ったり、中には挙式と新婚旅

行を兼ねる場合もある。こうした動きを捉え、リゾー

トウエディングに着目した政策検討（平成 26 年沖縄県

観光振興課、同 27 年北海道経済部観光局等）や官民連

携による協議会等の受入体制整備などが進められてい

る。本研究は、札幌における展開を取り上げ、ロケー

ションフォトウェディングをきっかけとした海外、特

に台湾と香港からの観光客の日本におけるロングステ

イ観光の可能性について検討すること目的とする。 

 
２． 海外ロケーションフォトウェディングの人気と

その背景 

(1) ロケーションフォトウェディングとは 

 ロケーションフォトウェディングは、結婚式当日と

は別にスタジオ外で「別撮り撮影」を行うことである。

観光地や自然などのロケーションの中で写真撮影を行

うことが、ロケーションフォトウェディングの特徴で

ある。日本国内のデータではあるが、リクルートマー

ケティングパートナーズ（2018）によると、スタジオ

またはスタジオ外で別撮り撮影を行ったカップルは、 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 別撮り撮影の実施状況 

＊帝京大学経済学部 ＊＊大妻女子大学人間関係学部 
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2008 年時点では 25.7%であったが、2018 年時点では

57.3%に上る（ゼクシィ 結婚トレンド調査 2018 調べ; 
図 1）。 
 また、その内訳を見てみると、2018 年調査では、「ス

タジオ撮影のみ」が 39.0%、「ロケーション撮影のみ」

が 40.3%、「両方」が 20.7%であり、ロケーションフォ

トウェディングの実施者割合は別撮り撮影者の約 6 割

に上る。 
(2) ロケーションフォトウェディングの人気の背景 
 今日のロケーションフォトウェディングの人気の背

景は大きく二つの要因があると考えられる。一つ目は、

国際観光客数の増加である。UNWTO（2018）の報告

によると、2017 年の国際観光客数は 13 億 2300 万人に

上り、前年から 6.8%増であった。さらに、JNTO（2012）
の統計から海外出国率をみると、訪日外国人旅行客数

で上位を堅持しているいわゆる三大市場のうち、韓

国・中国の出国率はそれぞれ 27.5%・6.1%であるのに

対し台湾は 43.9％と高い。次いで訪日客数の多い香

港・米国の出国率はそれぞれ 108.9%・19.3%である(1)。

海外旅行がもはや珍しくない日本の 14.5%と比較して

も、特に台湾と香港では海外渡航が市民に身近な体験

であることが伺われる。結婚の晴れ舞台に海外を視野

に入れ、親日的な社会環境のなかで日本が選ばれ易い

とも考えられる。 
 二つ目は写真撮影への関心の高まりである。

Facebook や Instagram、Twitter など様々な SNS の利用

者がここ数年で急激に伸びている。SNS では文字だけ

でなく、画像や動画が投稿されることが多く、特に、

写真の投稿がメインの Instagram の普及速度は目覚ま

しく、2018 年 6 月 20 日、米 Facebook 傘下の Instagram
は月間アクティブユーザー数が 10 億人を突破したと

発表した。また、2018年1月時点の全世界でのInstagram
浸透率は 11%に上る。国ごとの Instagram 浸透率を見

ると、台湾は 31%、香港 35%と全世界平均を大きく上

回る（Statista, 2019）。2019 年 1 月 22 日時点で Instagram に

おける「# photowedding」のヒット数は 502,000 件、「# 

locationphoto」のヒット数は 27,300 件、「# locationphotowedding」

のヒット数は 361件であり、ロケーションフォトウェディン

グで撮影した写真を SNS に投稿するという傾向が見られる。 
 (3) 台湾と香港における結婚観 

 台湾及び香港で日本をはじめとした海外ロケーショ

ンフォトウエディングが普及しつつある要因は、(2)に
述べた海外渡航の身近さだけでなく、結婚観や結婚ス

タイルの流行といった文化的・社会的な側面からも理

解できる。 
台湾においては、まず、儀式としての盛大な披露宴

重視の結婚観が注目される。台湾では従来より宗教的

な「挙式」の概念は薄く、披露宴等で結婚を宣言する

「儀式婚」が慣習的であった。2008 年には法改正によ

り結婚は登記（「登記婚」）により成立するようになっ

たものの、依然として結婚記念イベントとしての盛大

な披露宴が一般的である。その会場をドレス姿の前撮

り写真で飾り立てるため、国内外でのロケーションフ

ォトウエディングが広く行われてきているのである。

次に、社会経済の成長に伴い価値観や婚礼スタイルも

多様化し、近年では特に留学経験のある 20～30 代を中

心に海外挙式への関心が高まっていることが挙げられ

る。素敵な写真を残すことができハネムーンも兼ねら

れる合理性や欧米流のデスティネーションウエディン

グ（海外挙式）への憧れが、彼らの心をつかんでいる

という。 
一方香港においては、ショッピングモール等での

EXPO やブライダルフェアといったウエディング産業

の隆盛が注目される。フェア会場にはドレスや小物、

式場そして前撮り等のブースが立ち並び、結婚を考え

るカップルが一年あるいはそれ以上の期間をかけ何度

もフェアを訪れて準備を進めることも珍しくなくなっ

ている。その一環でロケーションフォトウエディング

の情報を得て、国内外で実践するカップルが増えてい

る。また、近年、特に香港を中心に、リーガルウエデ

ィングへの要望が高まっている。リーガルウエディン

グとは、海外で現地法に基づき婚姻証明書を発行し、

これを持ち帰れば自国でも婚姻が成立するものである。

沖縄県（2014）の実施した「平成 26 年度沖縄リゾート

ウェディング」調査ではリーガルウエディングの届け

出が平成 25 年度 157 件、同 26 年度 274 件と倍増して

おり、平成 22 年から各市町村で受入れるとともに民間

事業者と連携して受皿整備を急いでいる。北海道でも、

平成 26 年の 15 件のリーガルウエディングは全て香港

のカップルであった（北海道経済部観光局, 2015）。こ

のように、近年のリーガルウエディングのニーズの高

まりに対応することが、これに伴うロケーションフォ

トウエディングや周遊観光への追い風となっていくこ

とも考えられる。 
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３． 札幌におけるロケーションフォトウェディング

の実態 
北海道経済部観光局（2015）が 2015 年 2 月から 5

月に道内ブライダル関係企業（結婚式場、教会、ホテ

ル、写真館等）128 社（有効回答 78 社）を対象とした

北海道内でのリゾートウェディング(2)に関する調査に

よると、2014 年のリゾートウェディングの実施組数は、

1,509 組であった。国内・海外組での内訳に目を向ける

と、リゾートウェディング全体に占める国内組数は、

1,254 組（83.1%）、海外組数 255 組（16.9%）となり、

海外組の中でも香港が最も高く、次いで台湾であった。

（図 2）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 北海道内のリゾートウェディングの実施組数の

内訳 
 

また、リゾートウェディング実施組の内、ロケーシ

ョンフォトウェディングのみの組数は 376 組、ロケー

ションフォトウェディングと挙式のいずれも実施した

組数は 272 組であり、両者を合わせると 42.2 がロケー

ションフォトウェディングを実施していた。 
 
４． インタビュー調査 

  以上を踏まえ、2018 年 8 月後半、札幌ロケーション

フォトウェディング協議会及び札幌市内にあるロケー

ションフォトウェディング事業者 2 社に対するインタ

ビュー調査を実施した。 
(1) 札幌ロケーションフォトウェディング協議会 

2010 年、札幌市の調査（着地型観光の造成に関する

検討）の結果、台湾や香港から「ロケーションフォト

ウエディング」を目的に札幌へのインバウンドが増加

しており、写真撮影に 30 万円以上の支出をしていたこ

とが明らかになった。そこで、札幌市はリゾートウエ

ディングによる活性化策を打出した。その札幌市の支

援を受けて、2011 年 10 月に設立されたのが「札幌ロ

ケーションフォトウェディング協議会」である。札幌

ロケーションフォトウェディング協議会は、結婚式場、

写真館、貸衣装店など 6 つの事業体が参画した任意団

体であり、札幌のロケーションフォトウエディングの

認知度の向上、インバウンド誘致を目的としている。

札幌ロケーションフォトウェディング協議会は、2011
年から 2014 年にかけて札幌市の支援を受けて調査・プ

ロモーション活動を実施した。現在の推進体制は、株

式会社グローカルデザインが北海道リゾートウェディ

ング協会、札幌ロケーションフォトウェディング協会、

函館ブランド・ロケーションフォト協議会をコーディ

ネイトし、関係自治体の協力と連携し、北海道内各地

へのロケーションフォトウエディングの展開・認知度

の向上とインバウンド誘致に取り組んでいる。 
現状として、ロケーションフォトウェディングを目

的として札幌を訪れる観光客は雪景色を求めて 1～2
月期、ラベンダーや花畑の風景を求めて 7～8 月期に多

い。人気の地域は札幌市内に加え、富良野、美瑛、小

樽である。観光客は、1～2 週間程度の旅行の 1 ないし

2 日でロケーションフォトウェディングを行い、他は

北海道観光をするというケースが多く、道内周遊旅行

の行程の一つとしてのロケーションフォトウェディン

グがある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3 ロケーションフォトウェディングの撮影場所と

して人気の青い池（美瑛） 
 

 (2) 事業者 

1) A社（台湾からの利用客メイン） 

概要 

 札幌市の中心から車で約 10 分の立地にあり、札幌市

街を一望できる丘の上にある本格的ヨーロッパ建築の

協会。教会での四季折々の写真に加え、富良野や美瑛、

小樽など道内周遊のツアーフォトオプションも提供。 

国内, 
1254, 
83% 

香港, 
117, 8% 

台湾, 69, 
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利用客像と参加までの経緯 
 年間約 40 件～50 件、台湾からの利用客が多い。年

齢層は国籍にかかわらず 20 代後半から 30 代前半が中

心。広告、旅行会社からの観光地情報や―年に数回台

湾や香港で開かれるEXPOやブライダルフェアの中で、

札幌でロケーションフォトウェディングが出来ること

を知ったというケースが多い。また、SNS や PR で見

たカメラマンの技術が気に入り、カメラマンを指名し

て A 社を選ぶケースも多い。 
ロケーションフォトウェディングの動機と撮影地の選

択傾向 
「この教会で式を挙げたい」というブランド志向的

動機から、札幌でロケーションフォトウェディング事

業者の中から A 社を選ぶ利用客が多い（例：午前中に

教会で挙式、その後衣装替えして札幌市内で撮影）。 
また、撮影した写真は、披露宴会場に等身大くらい

に拡大して掲示することが目的のため、背景（どこで

撮ったか）が分かる構図であることが重要である。台

湾からの利用客にとって、札幌は沖縄に比べて価格的

に少しハードルが高く、それゆえ札幌でのロケーショ

ンフォトウェディングは優越性が高い。そのため、「札

幌で撮ったことが誰からもわかること」が重要となる。

したがって、 
① 札幌であることが分かる有名な観光地、都市の風

景、あるいは日本文化的な風景 
② 冬の場合は、広大な自然、雪 
が撮影場所として選択される傾向がある。なお、雪の

中にドレスを広げ寝転がって撮影するなど、雪への憧

れは国籍を問わず強い。 
2) B社（香港からの利用客メイン） 

概要 

 札幌市中心部にあるウェディングフォト会社。伝統

的な日本式の前撮りに 20 年以上の実績を誇る。札幌か

ら沖縄まで国内 15 店舗、ハワイ、パリ、ニューヨーク

など海外 6 店舗を展開する。なお、香港のカップルの

間で日本式のウェディングフォトパッケージの需要が

伸びている状況を受け、2016 年 9 月には香港店をオー

プンし、EXPO やブライダルフェア等での PR を展開

している。 
利用客像と参加までの経緯 
年間約 30 件～35 件、香港からの観光客が多い。A

社の事例と同様に、香港で開かれる EXPO やブライダ

ルフェアでの PR により、札幌でロケーションフォト

ウェディングが出来ることを知ったというケースが多

い。また、A 社同様、SNS や PR で見たカメラマンの

技術が気に入り、カメラマンを指名して B 社を選ぶケ

ースも多い。 
なお、ロケーションフォトウエディングでの長時間

にわたる撮影行程を通して利用者とカメラマンやスタ

ッフとの交流や信頼が深まり、結婚後にも再来日して

子どもの成長の記念に再びロケーションフォトを行う

など、リピーターとして B 社を利用する例もあった。 
ロケーションフォトウェディングの動機と撮影地の選

択傾向 
 香港におけるロケーションフォトウェディング先と

してパリやギリシャなども人気であるが、その中で北

海道を選ぶ利用客は、「雪、広大な花畑・ラベンダー、

自然」に魅力を感じている様子。もともと「北海道は

ラベンダー」のイメージを持つ人たちが多く、中には

年数回来日し、日本についてよく知っている中、「今回

はラベンダー」という利用客もいる。雪原や花畑でベ

ールをなびかせて撮影したいといった希望も多い。 
 利用客の多くはあらかじめ旅行雑誌や SNS で撮影

地の情報収集を行っており、具体的な画像を持ってき

て「こんな感じに撮りたい」との要望が多い。また、

上述の通り、日本への来訪経験がある利用客が多いた

め、行ったことのない場所、あまり海外からの観光客

に知られていない場所を好む傾向がある。 
５． 結論 
(1) 台湾からと香港からの観光客の違い 

 今回インタビューを実施した 2 事業者のうち、A 社

のメインターゲットは台湾からの利用客、B 社のメイ

ンターゲットは香港からの利用客であった。インタビ

ュー調査の結果から、台湾からと香港からの利用客の

ロケーションフォトウェディングの動機及び撮影地の

選択志向の違いについてまとめると表 1 のようになる。 
  

表 1 台湾からと香港からの利用客の違い 

台湾  香港 

ブランド志向 動機 自然志向 

誰もが知っている場

所 
撮影地の

選択志向 
誰も知らない場所 

札幌市内の街並みな

ど都市的景観 
具体例 
（相違） 

自然豊かな野原や

湖 

雪景色、花畑の中 具体例

（共通） 
雪景色、花畑の中 
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台湾においては「札幌に行った」ということ自体が

一種のステータスになるため、撮影した写真を見た相

手が札幌の写真であるとすぐにわかるような写真及び

場所（札幌の街並みの風景や雪の景色など）が好まれ

る傾向がある。一方で、香港の場合は、写真を見た相

手が「見たことがない」場所の写真及び場所を選ぶ傾

向がある。そのため、有名な観光地や都市的風景より

も自然豊かな場所、つまり香港ではあまり見ることが

できない光景が好まれる。 
この違いの背景要因については慎重な検討が必要

ではあるが、ここでは動機の側面から検討を試みる。

台湾は急激に経済が成長し、日本に訪れる観光客も多

いが、それでもなお香港と比較すると一人当たりの給

与所得のレベルは低い。JETRO（2018）の「2017 年度 
アジア・オセアニア投資関連コスト比較調査」による

と台北の一般工の月額平均給与が 1,112USD であるの

に対し、香港の一般工の月額平均給与は1,992である。

札幌旅行、さらには札幌でロケーションフォトウェデ

ィングをするということは、金額の面で非常に贅沢な

活動であり、それを行ったということを示す写真は利

用者の自尊心を高揚させる役割を持つと考えられる。

一方で、香港からの利用客の撮影地の選択の背後にあ

るのは自然志向である。香港は超高層ビルが林立する

世界的な金融都市であり、都市的な街並みが広がる一

方で、札幌郊外に広がる自然豊かな光景はなかなか見

ることができない。そのため、花畑や湖、林や野原と

いった普段見ることができない風景のもとで写真を撮

ることで満足感がより高まるのであろう。 
(2) ロケーションフォトウェディングの展開  
1) ロングステイ観光の推進への期待 

1 ないし 2 日のロケーションフォトウエディングと

合わせて１~2 週間程度のハネムーンや道内周遊観光

を行う例が大半であることが把握できた。海外ロケー

ションフォトウエディングを実施できるのはいわゆる

富裕層に他ならず、ゆとりある旅を志向する経済的・

心理的なポテンシャルが高い現状が示されていた。こ

れより、ロケーションフォトウエディングのターゲッ

トは、広域かつ長期観光のロングステイの潜在市場と

して期待し得ると考えられる。 
台湾・香港ともに、旅行会社からの情報や EXPO・

ブライダルフェアがロケーションフォトウエディング

を知るきっかけとなっていたことから、現地のウエデ

ィング産業とわが国のロングステイ関連事業者との連

携した PR なども有効と思われる。 
また、カメラマン等との信頼関係からリピーターが

生まれている例も明らかになった。ロケーションフォ

トウエディングはその撮影行程で生まれる交流や信頼

を通して、リピーターや良質なインフルエンサーの獲

得にもつながる可能性を有することが示されたことか

ら、ロングステイ観光においてもこうした特徴を有す

るロケーションフォトウエディングとの連携は有効で

あると思われる。 
2) 経済的効果への期待 

 (1)で詳述した通り、台湾からのロケーションフォ

トウエディングでは「ブランド志向」で「誰もが知っ

ている場所」が好まれる一方、香港では「自然志向」

で「誰も知らない場所」で撮影したいという、対照的

なニーズが明らかになった。すなわち「誰も知らない」、

著名な撮影地点を持たない各地域・津々浦々における

誘客の可能性が示唆されたといえる。これまで来訪者

の少なかった地域に観光客やハネムーン客を迎えるた

めの新たなニーズが生まれ、関連産業の創生に繋がる

可能性も考えられる。例えば、広大な雪原や花畑にベ

ールを広げて撮影したいといったロケーションフォト

ウエディングならではのニーズは国籍を問わず根強い

ことが明らかになったが、これは、何もない（雪や花

しかない・雪や花だけならある）地域において逆転の

発想での観光資源の再発見を促す示唆に富むと考えら

れる。 
また、カメラマン指名で事業者を選ぶなど、技術や

きめ細かいおもてなしといった日本への信頼も、高価

なロケーションフォトウエディング商品が選ばれる理

由となっていた。上述の通り富裕層が結婚という一大

イベントとして取組むロケーションフォトウエディン

グでは、高価でも高質なサービスが求められている状

況が把握できた。訪日外国人 1 人当たり旅行消費額は

15 万円程度 （観光庁, 2018：全国籍・地域 153,921 円

（前年比-1.3%）、台湾 125,847 円（同-0.0%）、香港

153,055 円（同-4.5%））であるのに対し、ローションフ

ォトウエディングの平均標準消費額はフォト撮影

10~20 万円・挙式 30~50 万円程度と推計され （北海道

平成 27 年調査・沖縄県平成 26 年調査）市場の商品も

同等以上の価格帯である。このように、ロケーション

フォトウエディングのみでも 1 人あたり消費額を大き

く超えており、ハネムーンや周遊観光を伴えば一層の

経済効果が期待されると考えられる。 
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台湾においては「札幌に行った」ということ自体が

一種のステータスになるため、撮影した写真を見た相

手が札幌の写真であるとすぐにわかるような写真及び
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しかない・雪や花だけならある）地域において逆転の

発想での観光資源の再発見を促す示唆に富むと考えら

れる。 
また、カメラマン指名で事業者を選ぶなど、技術や

きめ細かいおもてなしといった日本への信頼も、高価

なロケーションフォトウエディング商品が選ばれる理

由となっていた。上述の通り富裕層が結婚という一大

イベントとして取組むロケーションフォトウエディン

グでは、高価でも高質なサービスが求められている状

況が把握できた。訪日外国人 1 人当たり旅行消費額は

15 万円程度 （観光庁, 2018：全国籍・地域 153,921 円

（前年比-1.3%）、台湾 125,847 円（同-0.0%）、香港

153,055 円（同-4.5%））であるのに対し、ローションフ

ォトウエディングの平均標準消費額はフォト撮影

10~20 万円・挙式 30~50 万円程度と推計され （北海道

平成 27 年調査・沖縄県平成 26 年調査）市場の商品も

同等以上の価格帯である。このように、ロケーション

フォトウエディングのみでも 1 人あたり消費額を大き
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【補注】 
(1) 中国：香港・マカオ行きを含んだ中国人出国数（日帰り

客数を含む）で計算。／香港：中国本土行きを含んだ香

港人空路出国数（日帰り客数を含む）で計算。／米国：

メキシコ行きの日帰り客数とメキシコ以外へ向かって 1

泊以上した出国者数で計算。 

(2) 本調査では「北海道内で行われたロケーションフォトウ

ェディングや挙式のうち、国内及び海外に居住する新郎

新婦の婚姻組数とし、道内居住者が道内で行うものは除

く。」と定義されている。 
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ボーダーレス観光の推進に向けた研究課題 
A Study on Research Issues for Promoting Borderless Tourism 

 
野口洋平＊、金振晩＊＊、花井友美＊＊ 

NOGUCHI, Yohei, KIM, Jinman, HANAI, Tomomi 

 
海外旅行は、渡航先への距離・時間に関係なく、共通してほぼ同じような手続きや書類が必要であり、その上

で渡航先の国・地域ごとの対応が求められる。また、国際情勢や治安、災害、気象などの影響も受けやすい。

国際観光が拡大する中でも、こうした手間やリスクについては改善の実感が少なく、ときに海外旅行の阻害要

因にもなる。本研究は、手間やリスクが少なく気軽に参加できる海外旅行を「ボーダーレス観光（Borderless 
Tourism）」と呼び、特に日本と東アジア各国（韓国・台湾）のあいだでの国際観光を想定し、ボーダーレス観

光の推進に向けた送出・受入環境整備の構築を試みる。旅行障壁またはその除去に関連する制度や仕組み、各

国の先進事例の調査・分析を通じてその推進に必要な諸条件を整理した上で、旅行者および行政・民間関係者

の認識を把握し、現在の状況および課題を抽出する。これらを踏まえ、産学官の専門家による議論を通じて，

日本型ボーダーレス観光推進のフレームワークの構築を目指す。本発表ではその具体的な課題等を提示する。 

 
キーワード：観光、ボーダーレス観光、ツーウェイツーリズム、デルファイ分析 

 

１． はじめに 

 日本人海外旅行者約 1,895 万人（2018 年・速報値）、

訪日外国人旅行者約 3,119 万人（2018 年・速報値）と

日本の国際観光はよりいっそう活発になっている。全

世界的にも国際観光は一貫して拡大傾向にあり、

UNWTO 世界観光指標（World Tourism Barometer）によ

ると、国際観光客到着数の増加は、3.9％増の12億3,500
万人に達し、2015 年比で約 4,600 万人増の観光客（1
泊以上）が国境を越え旅行をしたことになる。特に価

格面で海外旅行と国内旅行との差が小さい国・地域に

おいては、長期休暇を中心に海外旅行への関心が高ま

っている。アジアにおいては、世界的に見て旅行者の

送り出しと受け入れが大きく増加しており、特に中国

において顕著である。 
 日本は、観光立国実現に向けた施策について、関係

行政機関の綿密な連携を確保し、その効果的な推進を

図るため、内閣総理大臣が主宰し、全閣僚が参加する

観光立国推進閣僚会議を立ち上げ、「観光立国実現に向

けたアクション・プログラム」を策定し政府一丸とな

って取り組んでいる。また、国際観光の進展をめぐっ

て、訪日旅行促進事業（Visit Japan Campaign）、MICE
の開催・誘致の推進、国際機関等への協力・二国間の

観光交流（ツーウェイツーリズム、Two Way Tourism）、

通訳ガイド制度、訪日外国人旅行者の受入環境整備、

観光の ICT 化の推進、外国人旅行者の増加にともなう

トラブルに関する自治体向け「安心・安全相談窓口」、

医療滞在ビザに係る身元保証機関の登録基準、日本人

の海外旅行の促進、海外修学旅行マニュアル、魅力あ

る日本のおみやげコンテスト、「独立行政法人の制度及

び組織の見直しの基本方針」への対応などに取り組ん

でいる。そのうち、観光における国際機関等への協力

を通じた国際観光の促進や二国間の双方向の観光交流

「ツーウェイツーリズム」では、2012 年に閣議決定さ

れた観光立国推進基本計画に基づき、諸外国との双方

向の交流拡大に向けて、官民一体となり日本人の海外

旅行（アウトバウンド）の促進に取り組んでいる。ア

ウトバウンドの促進によるツーウェイツーリズムの拡

大は、「日本人の国際感覚の向上」・「国民の国際相互理

解の増進」・「インバウンド拡大への貢献」といった成

果が期待されている。 
 しかし、上記の国際観光の推進のため、実務及び現

場レベルにおいての議論や諸条件の検討は活発な一方、

国際観光の推進における諸問題を学術的にとらえた研

究はあまりない状況にある。特に、二国間の交流（ツ

ーウェイツーリズム）に関する研究は見られるものの、

3 カ国以上の多国間の相互連携に関する研究はほとん

＊杏林大学 ＊＊帝京大学 
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解の増進」・「インバウンド拡大への貢献」といった成

果が期待されている。 
 しかし、上記の国際観光の推進のため、実務及び現
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ーウェイツーリズム）に関する研究は見られるものの、

3 カ国以上の多国間の相互連携に関する研究はほとん

＊杏林大学 ＊＊帝京大学 

ど行われていない。また、既存の研究は、旅行者の認

識分析に留まっており、行政や民間の認識や取り組み
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減・廃止することで実現される、簡略化された手続き
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「ボーダーレス観光」と呼ぶこととする。 
 本研究は、上記のボーダーレス観光の概念を整理し

た上で、特に日本からの移動距離・時間の点から，も

っともその実現が期待される日本と東アジア（韓国、

台湾）との観光往来を対象として、3 カ国間の手間や

リスクが少なく気軽に参加できる海外旅行である「ボ

ーダーレス観光」の推進を試みる。具体的には、旅行

障壁またはその除去に関連する制度や仕組み等、各国

の先進事例の調査・分析を通じてボーダーレス観光の

推進に必要な諸条件を整理した上で、旅行障壁やボー

ダーレス観光に関する旅行者および行政・民間関係者

の認識を把握し、現在の状況及び課題を抽出する。さ

らに、これらを踏まえ、産・学・官の専門家の議論を

通じて真の国際観光の進展、目標に資する施策と戦略

を提案することを目的にする。 
 上記の研究目的を達成するため、先進事例分析によ

る諸条件の整理、ボーダーレス観光に関わるステーク

ホルダー（旅行者、行政、民間企業等）の現状認識や

課題などの構造的関係の把握、産学官の専門家集団に

よるディスカッションを通じて結論の導出、といった

一連のプロセスはこれまでにない独創的な研究プロセ

スとも言える。また、研究成果を高めるために、文献

研究に基づき、先進事例調査のフィールドワーク、旅

行者の認識調査の定量分析、行政・民間関係者のヒア

リング調査の定性分析、産学官の専門家集団を対象と

するデルファイ分析（Delphi analysis）など、学際的・

混合的研究方法を用いて研究を進めて行く。 
 
３． 期待される成果 
 国際観光が拡大していく中、観光立国の実現のため

には、手間やリスクが少なく気軽に参加できる海外旅

行である「ボーダーレス観光」の実現が不可欠である。

しかし、ボーダーレス観光が楽しめる環境整備は不十

分である。その実現のためには、多国間の相互理解や

協力、連携の下で、多面的なアプローチが必要である。 
 従って、上記を踏まえた本研究の期待される成果は

次のとおりである。 
① 先進事例分析を通じたボーダーレス観光の諸条

件の整理 
 ＥＵなど既にボーダーレス観光を実現している地域

の事例分析を通じて、ボーダーレス観光の実現のため

の諸条件を整理する。 
② 旅行障壁または、旅行阻害要因に対する旅行者

の認識分析（日・韓・台） 
 3 ヵ国の旅行者を対象として海外旅行に対する認識

調査を行い、旅行障壁（阻害要因）の抽出及びその解

決策を提示する。 
③ 国際観光の推進に関わる行政・民間関係者の認

識分析（日・韓・台） 
 NTO を中心とする行政関係者、観光関連関係者のヒ

アリング調査により、3 カ国における国際観光の推進

状況と取り組み、課題を整理する。 
④ 日本型ボーダーレス観光推進のフレームワーク

の構築 
 観光立国の実現並びにさらなる発展のため、上記の

目標を踏まえ、日本型ボーダーレス観光のフレームワ

ークの構築を試みる。 
 
謝辞：本研究は JSPS科研費 18K11847の助成を受けたもので

す。 
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観光業におけるタイロングステイ 
 

 
藤村 喜章＊ 

                               FUJIMURA, Yoshiaki 

 
タイ国政府観光庁は、1999 年にロングステイビザ（non-immigrant-visa-O）を在日タイ王国大使館から 55 歳以

上を対象に発給をするということで、ロングステイ財団やパートナーである旅行会社と模索しながら、長期滞

在の誘致活動を開始しました。当庁のロングステイの定義として、1 か月以上滞在し、シニアだけではなく様々

な年齢層ということを定義にしておりましたが、日本マーケットにおいてはシニアが主な対象となりました。

また、タイは 10 位圏外でしたが、2005 年からトップ 10、2011 年から現在まで第 2 位の人気国となっています。 

 
キーワード：旅行会社、タイロングステイ、FIT 

 

１． タイロングステイ 

 ロングステイの定義は、「海外において生活の源泉を

日本に置きながら、海外の 1 か所に比較的長く滞在し

（2 週間以上）、その国の文化や生活に触れ、国際親善

に寄与する海外滞在型余暇を総称したものである。」と

あります。タイにとっては、観光収入を得ることとサ

プライヤーにとってメリットがあることを踏まえ、パ

ートナーである旅行会社と共同販促をしながら誘致活

動を展開してきました。 
タイの入国に関しては、29 泊 30 日までは無査証、2

か月の観光ビザ（延長 1 か月でトータル 3 か月）、年金

ビザ（3 か月）もしくは 1 年か 10 年のロングステイビ

ザから選択し、申請。または、タイランドエリートカ

ードのメンバーシップにより最長 5 年間のビザを取得

することができる。 
 
２． 日本マーケット動向 
 1999年に日本人渡航者が初めて100万人を超えまし

た。2017 年はタイ全体で 3530 万人対前年比 8.7％増、

日本人は 154 万人対前年比 7.28％増となっております。

2006 年から 2010 年は政治的な事情で、浮き沈みが激

しい状況の中でもリピーターに支えられ、2011 年以降

自然災害に見舞われることはありましたが、順調に数

が伸びました。2017 年の日本人の消費額は 675 億バー

ツでした。2015 年日本人渡航者のプロファイルを見て

みると次のとおりです。 
 

        表―1 渡航者の性別 

項目 男性 女性 

男女比 72 28 

 

表―2 渡航者の頻度 

項目 初めて 2 回以上 

頻度 22 78 

 

表―3 渡航者の旅行形態 

項目 グループ 個人 

旅行形態 16 84 

 

表―4 渡航者の年齢 

項目 44 歳以下 45 歳以上 

年齢 46 54 

 
３． タイ国政府観光庁における施策 
 当庁が、上記のデータベースをもとにロングステイ

を誘致するために、パートナーである日本の旅行会社

と行っていた活動は以下の通りです。 
① ロングステイ財団が毎年 11 月主催する「ロング

ステイフェア」に参加し、PR ブースとセミナー

を実施した。 
② 当庁主催のチェンマイ・ロングステイフォーラ

ムを実施し、旅行会社と共同でのセミナー及び

インスペクションツアーを共同販売した。フォ

＊タイ国政府観光庁 
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２． 日本マーケット動向 
 1999年に日本人渡航者が初めて100万人を超えまし
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が伸びました。2017 年の日本人の消費額は 675 億バー

ツでした。2015 年日本人渡航者のプロファイルを見て

みると次のとおりです。 
 

        表―1 渡航者の性別 

項目 男性 女性 

男女比 72 28 

 

表―2 渡航者の頻度 
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表―3 渡航者の旅行形態 

項目 グループ 個人 

旅行形態 16 84 

 

表―4 渡航者の年齢 

項目 44 歳以下 45 歳以上 

年齢 46 54 

 
３． タイ国政府観光庁における施策 
 当庁が、上記のデータベースをもとにロングステイ

を誘致するために、パートナーである日本の旅行会社

と行っていた活動は以下の通りです。 
① ロングステイ財団が毎年 11 月主催する「ロング

ステイフェア」に参加し、PR ブースとセミナー

を実施した。 
② 当庁主催のチェンマイ・ロングステイフォーラ

ムを実施し、旅行会社と共同でのセミナー及び

インスペクションツアーを共同販売した。フォ

＊タイ国政府観光庁 

ーラムの趣旨：実際にチェンマイへ来てもらい、

現地の情報を提供し、生活体験を聞いてもらい、

目的地を決める参考にしてもらうこと。 
③ フォーラムの内容 

（初日） 
午前：ソンテウに乗車し、スーパーマーケット

や住居、病院、銀行などを視察してもらう。 
午後：チェンマイについてのブリーフィングや

現地生活体験者によるトークと質疑応答、現地

サプライヤーによる PR ブースと現地文化体験

夕食を参加者に提供 
（2 日目） 
ゴルフかタイ料理体験を選択するオプショナル

アクティビティ 
④ フォーラムへの集客 
 各旅行会社が参加者を募集し、フォーラム

に参加してもらう。 
 当庁のサイトから直接参加登録してもらう。 
 新聞やウエブサイトなどのメディア通じて、

セミナーや旅行商品を紹介 
 当庁のタイファンクラブメンバーにもツア

ー情報を提供 
⑤ フォーラムの開催時期 
 ローシーズンである 6 月に実施 

 
表―5 参加者の内訳 

 
時期 

 
FIT 

 
旅行会社 

参加

旅行

会社 

ロング

ステイ

会社 
2015 年 6 月 10 43 6 社 2 社 
2016 年 6 月 14 15 3 社 1 社 
2017 年 6 月 16 3 1 社 1 社 
 
日本の旅行会社によるロングステイツアーの販売

が非常に難しくなっている。ロングステイヤーは、FIT
化して、旅行会社を通じなくても、個人で旅行を手配

してしまう。 
情報を旅行会社ではなく、ロングステイクラブなど

の組織から情報を入手できるようになっている。旅行

会社も長い時間コンサルティングにとられ、ツアーか

らの収益が見込めなくなっている。 
このようなことから日本の旅行会社がロングステ

イをビジネスとしてとらえなくなっている。しかしな

がら、現地の旅行会社はロングステイクラブのローカ

ルバスツアーなど収益を得ているので、着地型の観光

業になっている。 
 
４． 今後の課題として 
当庁のパートナーである旅行会社とロングステイ

を取り組むためには、旅行会社におけるロングステイ

商品の位置づけを確保していただく必要があるのでは

ないでしょうか。旅行会社スタッフがロングステイア

ドバイザーの資格を取得しいるにもかかわらず、例え

ば関係ない部署などに配置されても、人材開発や育成

という点では意味がないのではないでしょうか。 
タイ政府が進めている Go Local の政策にあわせ、新

しいデスティネーションの開発が必要であるのではな

いでしょうか。77 都県あるので、ロングステイや観光

による商品開発を日本の旅行会社がけん引していける

と、うれしい限りです。 
 
謝辞：本事例報告は、タイ国政府観光庁がパートナー

である日本に在籍する旅行会社と共同で実施した 3
年間にわたる活動をもとに行いました。事例報告を

するうえで、私共の活動にロングステイ財団にも多

大なるご協力をいただきました。関係各所の皆様に、

記して謝意を表したい。 
   
【補注】 
事例報告としては、旅行業界と共有し、長期滞在観光

に対する取り組み方の再考と新たな取り組みを始める

きっかけとなることが期待される。 
 
【参考資料】： 
ロングステイ財団：ロングステイの定義 
タイ国政府観光庁 本部データベース 
タイ国政府観光庁 東京事務所  
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長期滞在型・ロングステイ観光学会 会則 
平成 27 年 9 月 5 日 
発起人会議策定 
平成 28 年 3 月 18 日 
施行 
平成 30 年 5 月 19 日 
一部改正 
 
第 1 章 総則 
（名称） 
本会は、長期滞在型・ロングステイ観光学会と称する 
（事務所） 
第 1 条 本会の事務所は、理事会が指定した場所に置く。 
第 2 条 本会は、理事会の議決を経て支部を置くことができる。 
  2  支部の設置について必要な事項は、別に定める。 
第 2 章 目的および事業 
（目的） 
第 3 条 本会は、国内及び国外における長期滞在型観光（ロングステイ）の普及促進をは

かるため、学術研究並びに普及に必要な諸条件の整備に産官学で取り組み、長期滞在型（ロ

ングステイ）の進展と産業育成を目的とする。 
※ 諸条件とは、医療・介護・教育・安全・滞在施設・保険・資金・語学・地域コミュニテ

ィとの共生・雇用機会・休暇制度・各種アクティビティ等 
第 4 条 本会は、前条の目的を達成するために次の事業を行う。 

1. ① 機関紙、学術論文集その他刊行物の発行 
2. ② 研究発表会、学術講演会、講演会等の開催 
3. ③ 調査および研究 
4. ④ 長期滞在型・ロングステイ観光に関連する諸団体との交流 
5. ⑤ 研究の奨励と研究業績の表彰 
6. ⑥ その他本会の目的を達成するために必要な事業 

第 3 章 会員 
（会員の種別と資格） 
第 5 条 本会の会員は、次のとおりとする。 

• ① 正会員 長期滞在型・ロングステイ観光に関する学問分野について学識経験を

有する者、または関連分野で実務に従事するもので関心の高い者 
• ② 一般会員 長期滞在・ロングステイを実践されている者で、ロングステイに関

心を持っている会社員、各種団体、並びに一般の方。 
• ③ 準会員 長期滞在型・ロングステイ観光に関連する専門の教育を受けつつある

者で、大学院・大学・短期大学または高等専門学校に在籍する者 
• ④ 賛助会員 本会の目的・事業に賛同する法人または、行政機関、公共団体、特

定非営利法人並びに各種団体 
• ⑤ 名誉会員 本会に対して特に功労のあった者または長期滞在型・ロングステイ

観光に関連する事業において功績が特に顕著な者で、総会の決議をもって推薦され

た者 
（会費） 
第 6 条 次の各号に掲げる会員は、それぞれ年会費として当該各号に掲げる額を、毎会会
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（事務所） 
第 1 条 本会の事務所は、理事会が指定した場所に置く。 
第 2 条 本会は、理事会の議決を経て支部を置くことができる。 
  2  支部の設置について必要な事項は、別に定める。 
第 2 章 目的および事業 
（目的） 
第 3 条 本会は、国内及び国外における長期滞在型観光（ロングステイ）の普及促進をは

かるため、学術研究並びに普及に必要な諸条件の整備に産官学で取り組み、長期滞在型（ロ

ングステイ）の進展と産業育成を目的とする。 
※ 諸条件とは、医療・介護・教育・安全・滞在施設・保険・資金・語学・地域コミュニテ

ィとの共生・雇用機会・休暇制度・各種アクティビティ等 
第 4 条 本会は、前条の目的を達成するために次の事業を行う。 

1. ① 機関紙、学術論文集その他刊行物の発行 
2. ② 研究発表会、学術講演会、講演会等の開催 
3. ③ 調査および研究 
4. ④ 長期滞在型・ロングステイ観光に関連する諸団体との交流 
5. ⑤ 研究の奨励と研究業績の表彰 
6. ⑥ その他本会の目的を達成するために必要な事業 

第 3 章 会員 
（会員の種別と資格） 
第 5 条 本会の会員は、次のとおりとする。 

• ① 正会員 長期滞在型・ロングステイ観光に関する学問分野について学識経験を

有する者、または関連分野で実務に従事するもので関心の高い者 
• ② 一般会員 長期滞在・ロングステイを実践されている者で、ロングステイに関

心を持っている会社員、各種団体、並びに一般の方。 
• ③ 準会員 長期滞在型・ロングステイ観光に関連する専門の教育を受けつつある

者で、大学院・大学・短期大学または高等専門学校に在籍する者 
• ④ 賛助会員 本会の目的・事業に賛同する法人または、行政機関、公共団体、特

定非営利法人並びに各種団体 
• ⑤ 名誉会員 本会に対して特に功労のあった者または長期滞在型・ロングステイ

観光に関連する事業において功績が特に顕著な者で、総会の決議をもって推薦され

た者 
（会費） 
第 6 条 次の各号に掲げる会員は、それぞれ年会費として当該各号に掲げる額を、毎会会

計年度に納入しなければならない。 
• ①  正会員   8,000 円 
• ② 一般会員  6,000 円 
• ③ 準会員   4,000 円 
• ④ 賛助会員  一口 50,000 円以上（複数口可） 
• ⑤  名誉会員   0 円 

  2  納入された会費は、返還しない。 
（入会手続き） 
第 7 条 正会員、準会員ならびに賛助会員になろうとする者は、入会申込書を提出し、

理事会の承認を得なければならない。 2  名誉会員として推薦された者は、入会の手

続きを要せず、本人の承諾をもって会員となり、かつ、会費の納入を要しない。 
  3  会員の資格審査に関する必要な事項は、別に定める。 
（資格の変更） 
第 8 条 会員の資格の変更は、入会の手続きに準ずる。 
（会員の権利） 
第 9 条 会員は、本会が発行する機関誌その他の刊行物の優先配付を受けるほか、本会が

主催する事業に参加することができる。 
（権利の停止） 
第 10 条 会長は、会員が会費を 1 年以上滞納したときは、理事会の議決を経て前条に定め

る会員の権利を停止することができる。 
（会員の資格の喪失） 
第 11 条 会員は、次の各号に該当するとき、その資格を失う。 

• ① 退会 
• ② 禁治産または準禁治産の宣告 
• ③ 死亡、失踪宣告または団体である会員の解散もしくは消滅 
• ④ 除名 

（退会） 
第 12 条 会員で退会しようとする者は、退会届を提出しなければならない。 
（除名） 
第 13 条 会長は、会員が次の各号に該当するときは、理事会の議決を経てこれを除名する

ことができる。 
• ① 会費を 2 年以上滞納したとき 
• ② 本会の名誉を傷つけ、または本会の目的に反する行為があったとき 

第 4 章 役員 
第 14 条 本会に、次の役員を置く。 

• ① 会長  1 名 
• ② 副会長 2 名以上 5 名以内 
• ③ 理事  10 名以上 15 名以内（会長、副会長を含む） 
• ④ 監事   2 名 
• ⑤ 顧問団 理事会が必要と認めた場合、顧問団を設置する 

（役員の選任） 
第 15 条 理事および監事は、総会で正会員の中から選任する。 
  2  会長および副会長は、理事会が理事の中から選出し、総会の承認を経るものとす

る。 
  3  理事および監事は、相互に兼ねることができない。 
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（役員の職務） 
第 16 条 会長は、本会を代表し、会務を総理する。 
  2  副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、または欠けたとき、会長があ

らかじめ指名した順序によって、その職務を代行する。 
  3  理事は、理事会を組織し、この会則に定めるところにより会務を執行する。 
  4  監事は、会計を監査し、その結果を翌会計年度に属する総会において報告する。 
（役員の任期） 
第 17 条 会長の任期は２年とする。 
  2  理事・監事役員の任期は 2 年とし、再任を妨げない。 
  3  補欠または補充により選任された役員の任期は、それぞれ前任者の残任期間とす

る。 
  4  役員は、任期満了のときにおいても、後任者が就任するまでの間は、その職務を

行わなければならない。 
（役員の解任） 
第 18 条 役員は、本会の役員としてふさわしくない行為があったとき、または特別の事情

のあるときは、その任期中であっても理事会の議決を経て、会長がこれを解任することが

できる。 
（幹事） 
第 19条 会務の処理について理事を補佐するため正会員の中から理事会が委託し幹事を置

き人数は若干名とする 
（職員） 
第 20 条 本会の事務を処理するため、書記等の職員を置くことができる。 
  2  職員は理事会が任免する。 
  3  職員は有給とする。 
第５章 会 議 
（総会） 
第 21 条 本会は、毎年一回総会を開催する。 
  2  総会は、正会員をもって構成する。 
  3  通常総会は、毎会計年度終了後 2 カ月以内に会長が招集する。 
  4  会長は、理事会が必要と認めたとき、または正会員の 10 分の 1 以上からの請求

があったときは、速やかに臨時総会を招集しなければならない。 
  5  次の事項は通常総会に提出して承認を得なければならない。 

• ①事業報告および収支決算についての事項 
• ②事業計画および収支予算についての事項 
• ③財産目録 
• ④その他理事会において必要と認められた事項 

  6      総会は、会員の 10 分の 3 以上の出席がなければ、議事を開き、議決することが

できないただし、当該議事について書面もしくは電子的方法によってあらかじめ意思を表

示した者は、出席者とみなす。 
  7      通常総会の議長は会長があたり、臨時総会の議長は、会議の都度会員の互選で決

める。 
  8      総会の議事は、この会則に別段の定めがある場合を除いて、出席者の過半数を持

って決し、可否同数のときには議長の決するところとする。 
  9      総会の議事の要領および議決した事項は、会員に通知しなければならない。 
（理事会） 
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（役員の職務） 
第 16 条 会長は、本会を代表し、会務を総理する。 
  2  副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、または欠けたとき、会長があ

らかじめ指名した順序によって、その職務を代行する。 
  3  理事は、理事会を組織し、この会則に定めるところにより会務を執行する。 
  4  監事は、会計を監査し、その結果を翌会計年度に属する総会において報告する。 
（役員の任期） 
第 17 条 会長の任期は２年とする。 
  2  理事・監事役員の任期は 2 年とし、再任を妨げない。 
  3  補欠または補充により選任された役員の任期は、それぞれ前任者の残任期間とす

る。 
  4  役員は、任期満了のときにおいても、後任者が就任するまでの間は、その職務を

行わなければならない。 
（役員の解任） 
第 18 条 役員は、本会の役員としてふさわしくない行為があったとき、または特別の事情

のあるときは、その任期中であっても理事会の議決を経て、会長がこれを解任することが

できる。 
（幹事） 
第 19条 会務の処理について理事を補佐するため正会員の中から理事会が委託し幹事を置

き人数は若干名とする 
（職員） 
第 20 条 本会の事務を処理するため、書記等の職員を置くことができる。 
  2  職員は理事会が任免する。 
  3  職員は有給とする。 
第５章 会 議 
（総会） 
第 21 条 本会は、毎年一回総会を開催する。 
  2  総会は、正会員をもって構成する。 
  3  通常総会は、毎会計年度終了後 2 カ月以内に会長が招集する。 
  4  会長は、理事会が必要と認めたとき、または正会員の 10 分の 1 以上からの請求

があったときは、速やかに臨時総会を招集しなければならない。 
  5  次の事項は通常総会に提出して承認を得なければならない。 

• ①事業報告および収支決算についての事項 
• ②事業計画および収支予算についての事項 
• ③財産目録 
• ④その他理事会において必要と認められた事項 

  6      総会は、会員の 10 分の 3 以上の出席がなければ、議事を開き、議決することが

できないただし、当該議事について書面もしくは電子的方法によってあらかじめ意思を表

示した者は、出席者とみなす。 
  7      通常総会の議長は会長があたり、臨時総会の議長は、会議の都度会員の互選で決

める。 
  8      総会の議事は、この会則に別段の定めがある場合を除いて、出席者の過半数を持

って決し、可否同数のときには議長の決するところとする。 
  9      総会の議事の要領および議決した事項は、会員に通知しなければならない。 
（理事会） 

第 22 条 理事会は、理事をもって構成し、この会則に定めるもののほか、会務の執行に関

する重要な事項について決定する。 
  2      会長は、毎年 2 回以上理事会を招集しなければならない。 
  3      会長は、理事現在数の 3 分の 1 以上から、会議の目的たる事項を示して請求のあ

った時は、直ちに臨時理事会を招集しなければならない。 
  4      理事会の議長は会長とする。 
  5      理事会は、理事現在数の 3 分の 2 以上出席しなければ、議事を開き議決するこ

とができない。ただし、当該議事につき書面もしくは電磁的方法によって、あらかじめ意

思を表示した者は、出席者とみなす。 
  6      理事会の議事は、この会則に別段の定めがある場合を除いて、出席者の過半数を

もって決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 
第 6 章 
（委員会） 
第 23 条 本会は、会務の運営および第 5 条各号に掲げる事業の遂行のために必要な委員会

を設けることができる。 
  2      委員会に関して必要な事項は、別に定める。 
第 7 章 
（経費の支弁） 
第 24 条 本会の経費は、会費、寄付金、補助金およびその他の収入をもって支弁する。 
（会計年度） 
第 25 条 本会の会計年度は、4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までとする。 
（予算） 
第 26 条 本会の予算は、理事会の議を経て総会において決する。 
（決算） 
第 27 条 本会の決算は、翌会計年度に属する総会において承認を得なければならない。 
第 8 章 
（会則の変更） 
第 28 条 この会則を変更しようとするときは、理事会および総会において、出席者（委任

状出席を含む）の各々４分の 3 以上の同意を得なければならない。 
（解散） 
第 29 条 本会を解散しようとするときは、理事会および総会において、出席者（委任状出

席を含む）の 4 分の 3 以上の同意を得なければならない。 
付則 

1. この会則は平成 28 年 3 月 18 日から施行する。 
2. 設立発起人および設立総会前に設立準備委員会によって正会員または準会員もしく

は特別会員として推薦された個人、法人、その他の団体は、第 8 条第 1 項の規定に

関わらず、本会の設立と同時に、それぞれ正会員また準会員、もしくは特別会員に

なるものとする。 
3. 本会の設立当初の役員等は、第 16 条第 1 項および第 2 項ならびに第 18 条第 1 項の

規定にかかわらず、別紙のとおりとする。 
4. 本会の設立当初の会計年度は、第 25 条の規定にかかわらず、会の設立の日から平

成 29 年 3 月 31 日までとする。 
5. 本会の平成 27 年度の予算は、第 27 条の規定にかかわらず、別紙のとおりとする。 
6. 本会の設立に要した費用は、本会がこれを負担する。 
7. 前項の費用は、本会が平成 27 年度予算に組み入れるものとする。 
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